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序章 
第1節 研究の背景 
（１）大都市中心部における複合的課題の進展 
 2000 年社会福祉法において法的に位置づけされた市町村地域福祉計画は全国各地で策
定が進んだ。各自治体の市町村地域福祉計画の理念として「社会的包摂」が標榜されてい
る。しかし、現実にはマイノリティの排除や制度の狭間にある課題の沈殿化が進行してい
る。大都市中心部において産業の衰退とともに住民の高齢化、若年世帯の転出が進み、人
口が減尐する現象は 1980 年代にインナーシティ問題として着目された。このような町の一
部はかつて都市下層とよばれていた地域である。グローバリゼーションの進行とともに、
大都市中心部ではこれらの課題がより一層多様化・複雑化している。 
もともとこれらの課題の核には就労問題、居住問題の存在がある。低家賃住宅に外国籍
住民、障害をもつ住民が吸い寄せられ、マイノリティゆえに発生する福祉課題が絡み合い、
さらに高齢化にともなうケアニーズが発生する。地域経済が衰退、歴史的な地域に対する
差別といった課題が重なり複合的課題となっている。大都市中心部において戦前の都市下
層に根をもちながら複合的課題が集積した地域を「複合的不利地域」ということができる
だろう。１） 
 
（２）「複合的不利地域」と社会的排除 
 2000年、厚生省は「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討
会」報告書を発表した。この報告書では従来の社会福祉が「貧困」を主要な対象としてき
たが、経済環境の急速な変化・家族の縮小・都市の変化によって社会的排除・社会的孤立
といった観点からその対象を捉える必要を訴えた。さらにこれらの対象に対して既存の制
度が有効に機能しない、できないこと、これまでの住民概念、家庭・地域の考え方そのも
のを転換しなければこのような問題に対応できないと指摘している。 
 なお、これは「貧困」という問題がなくなり「社会的排除」という問題に変わったとい
うわけではない。岩田正美は社会的排除とは「主要な社会関係から特定の人々を閉め出す
構造から生み出された現代の社会問題を説明し、これを阻止して『社会的包摂』を実現し
                           
１） 就労・居住問題や高齢化、地域経済の衰退などの複合的課題を抱えた地域としては島嶼地
域や中山間地域も含まれるが、この論文では大都市中心部において差別問題を抱える地域に限
定する。 
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ようとする政策の新しい言葉」である説明している。そして、「社会的排除」は貧困概念に
とってかわるものではないとし、入れ子状態もしくは重複状態としている（岩田 2008：
49）。 
そもそも貧困概念は物質的な側面だけでなく関係的な側面をもった概念である。ルー
ス・リスターは「貧困」とは不利で不安定な経済状態としてだけでなく、屈辱的で人々を
蝕むような社会関係として理解する必要性を訴え、貧困の車輪というモデルを提示してい
る。すなわち、「物質的な容認できない困窮」というものが、「屈辱」「恥辱やスティグマ」
「尊厳および自己評価への攻撃」「他者化」「人権の否定」「シチズンシップの縮小」「無力」
といった関係的な困窮を引き起こすというのだ（リスター 2011＝2004）。貧困が広がると
いうことは低所得であるがために屈辱的な社会関係を強いられる人々が増えているという
ことを意味する。「社会的排除」と呼ばれる現象はこれまでもわれわれの目の前にあったの
だ。しかし、日本社会はこのような現象を見ないふりをした、正面から取り組もうとしな
かったのではないか。 
さらに岩田正美は、「社会的排除」は「空間的排除」を伴うと指摘する。「社会的排除は、
しばしば特定の集団を特定の場所から排除し、その結果排除される人々が特定の場所に集
められる。また、その結果として、特定の場所それ自体が排除された空間として意味づけ
られていく」（岩田 2008：28－29）。そして、その際に社会福祉制度が排除されようとす
る特定集団をその支援するどころか、「制度それ自体」が「特定層を特定の場所へ隔離した
り、隠蔽したりすることは、排除の一様式であり、福祉制度の歴史の中にしばしば見出さ
れる」という。その特定の場所の１つの典型が大都市中心部に位置する「複合的不利地域」
である。 
大都市中心部における「複合的不利地域」にはいくつかのタイプがある。まず、釜ヶ崎
や山谷など日本の高度成長期には各地の建設現場に労働者を送り込む調整弁としての機能
を果たした旧寄せ場地区がある。次に、明治維新以前からの部落差別を起源とし、社会の
最底辺に位置する労働を担ってきた同和地区がある。そして最後に日本の植民地政策をき
っかけに日本に移り住むようになった在日コリアンなどによって形成された外国人集住地
がある。1980年代以降、従来の在日コリアン集住地域に中国人、ベトナム人が暮らすよう
になったり、日系南米人の集住地域が形成されている。 
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表０－１ 戦前の大阪における不良住宅地区の類型 
 被差別部落 （狭義の）スラム 朝鮮人集住地区 
流入元 農村部落 近郊農村 朝鮮済州島・朝鮮半島 
代表的職種 零細工場職工・下駄職 土方・屑拾い 土方・零細工場職工 
基本的差別形態 血縁・出身地別差別 
職業・居住地域差別 
職業・居住地域差別 血縁・出身地別差別 
大阪における代
表地区 
西浜地区 日本橋・釜ヶ崎地区、長柄
付近 
猪飼野などの東成地区 
杉原・玉井（2008:22） の表を一部改編 
 
表０－２ 多文化都市の類型 
  
大都市都心型 
 
大都市インナーシ
ティ型 
 
大都市郊外型 
地方都市型 
（鉱工業都市型、
港湾都市型） 
オールドタイマー
中心型（既成市街
地、旧型港湾都市 
 大阪・京都・神戸・川
崎・三河島等の在日コ
リアン・コミュニティ、横
浜・神戸等の中華街 
 北九州、筑豊等の 
在日コリアン・コミュニ
ティ 
ニューカマー中心
型（大都市中心型
から郊外や地方に
分散） 
東京都港区・目黒
区等の欧米系コミ
ュニティ 
東京都新宿・池袋・上
野周辺のアジア系コミ
ュニティ、河崎、横浜・
鶴見、名古屋・栄東、こ
うべ・長田などのマルチ
エスニックコミュニティ 
相模原・平塚市等
（日系南米人）、横
浜 I 団地（マルチエ
スニックコミュニテ
ィ）川口 S 団地等
（中国系）、西葛西
（インド系） 
群馬県太田・大泉・伊
勢崎、浜松、豊橋、豊
田、大垣、四日市等
の南米日系人コミュ
ニティ、小樽・網走・
新潟・射水・下関など
の港湾都市 
渡戸一郎 （2009:177） 
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「複合的不利地域」に類似した概念としては、三本松政之が提起した「複合的多問題地
域」という言葉がある。三本松らは諸要因の複合的相互作用の結果として生活困難が特定
地域に集中するとし、具体的な事例として日系ブラジル人が多住する美濃加茂市・可児市
をとりあげ、「社会的排除」と「参加」の側面からに着目し、その構造の解明と日系ブラジ
ル人に対する新たな生活支援について検討をおこなっている（三本松 2009、朝倉 2009、
2010）。また、寄せ場、被差別部落、外国人集住地の問題の中心にある貧困に着目し、スト
レートに「貧困地域」と呼ぶこともできるだろう（山口 2005、柴田 2007）。しかし、筆
者は三本松らと共通するが、貧困、すなわち経済的困窮、関係的困窮を中心としつつ、居
住問題、高齢化、異文化の問題などの複数の問題が絡み合いながら集中するという意味で
「複合」という言葉を使いたい。そして、それは尐なくとも地域が問題を抱えている、問
題地域という見方ではなく、社会全体の関係性のなかで歴史的に不利な立場におかれ、問
題を抱え込まされているという脈絡を重視するがゆえに、「問題」ではなく「不利」な立場
という点に着目し、「複合的不利地域」という言葉を使用する。 
 
（３）社会福祉制度の外側におかれた「複合的不利地域」 
そもそも旧寄せ場地区や被差別部落、朝鮮人集住地は日本の地域福祉実践の源流地のひ
とつであった。当初、社会事業にとってこれらの貧困と地域をめぐる課題は重要なテーマ
でありセツルメント・隣保事業などが伝統的に対応していた。終戦後も貧困をめぐる議論
においても地域問題としての貧困という視点が 1950 年代まではあった。しかし、都市化の
進展とともにスラムクリアランスが進み、主にいくつかの同和地区や寄せ場への囲い込み
が進むと、地域福祉の問題として、これらの貧困が語られることが尐なくなっていった（岩
田 2010）。また、朝鮮人集住地も貧困と地域が色濃く関わる地域でありながら、そもそも
社会福祉の対象とさえされなかった。なぜならば、在日コリアンは「国民」でもなければ
「住民」でもなく、日本の社会保障の対象から排除、生存権を認められない存在だったか
らだ。朝鮮人集住地は、正統な居住権をもたない者たちの集住地であるがゆえに、寄せ場
地区と被差別部落とは異なるかたちで社会福祉制度の対象外におかれた。「複合的不利地
域」は戦後形成されていく社会福祉制度の外側におかれ、あたかも存在しないものとされ
たのである。 
しかし、これらの地においては不利な立場におかれたがゆえに、人間が人間らしく生き
ていくために何が重要なのか、地域が様々な事情を抱える住民をどのように受けとめてい
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くのか、どのような実践が求められているのか、住民、当事者、ボランティア、そして専
門職が真摯に問い、模索を続けてられている。制度の外側におかれたことが、不利な状況
が、新たな実践を呼び起こした。むしろ、地域福祉実践および地域福祉研究の最先端がこ
の地域にある。 
 
第 2節 研究の目的 
（１）研究の目的 
この研究において「複合的不利地域」における地域福祉のあり方について検討したい。
地域福祉のめざすところは「福祉コミュニティ」である。岡村重夫は「福祉コミュニティ」
を「社会的不利条件をもつ尐数者の特殊条件に関心をもち、これらのひとびとを中心とし
て同一性の感情をもって結ばれる下位集団」と定義した（岡村 1974）。そして、この「福
祉コミュニティ」を実現するのが「予防的福祉・一般地域福祉化・福祉組織化・コミュニ
ティケア」である。しかし、岡村理論を基盤としたコミュニティワークは地域アセスメン
ト、地域特性にそったアプローチをうたいながら、一般的な社会福祉制度やコミュニティ
政策上にのらない寄せ場、被差別部落、外国人集住地域をその対象としていない。いや、
それらの地域は支援対象としても日雇い労働者、路上生活者、外国人、そして被差別部落
出身者をみえないものとして極力取り上げない傾向があった。 
2000年の「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会」報告
書においては、アルコール依存・ひきこもり・外国人労働者・ホームレス・低所得の単身
世帯などに対して既存の制度が有効に機能しないとし、これらのグループにかかわる問題
の解決策として、「個性を尊重し、異なる文化を受容する地域社会づくりのために、外国人
や孤立した人々をも視野に入れた情報提供や都市部における地域福祉・コミュニティワー
クが期待され」としている。しかし、これは日本社会におけるコミュニティワークの専門
機関として実践を重ねていった社会福祉協議会が深刻な地域内の対立を避け、地域の比較
的協力のとりやすい住民間での合意形成を重視したこと、そもそもこれらのグループの問
題を特殊な問題として限定化しようとしたことがそもそもの問題のはじまりである。 
地域福祉研究においては「誰もが暮らしやすい福祉のまちづくり」が銘打たれながらも、
その真価が最も問われる「複合的不利地域」についてはほとんど研究が進んでいない。中
でも戦前から暮らしていた在日コリアン集住地は社会的排除の最たるものでありながら、
とうの昔に日本社会に同化されたはずのものとして「地域社会がどうであれば自分らしく
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暮らせるのか」なども問う存在とはされてこなかった。しかし、1990年代以降来日した日
系ブラジル人、外国人登録者数で韓国・朝鮮人を上回った中国人などニューカマー層の集
住地も出現するなかで、在日コリアン集住地は他の外国人集住地の原型として捉えなおす
必要が高まっている。社会福祉制度の外側におかれた在日コリアン集住地における福祉コ
ミュニティ形成にむけての研究は、多文化・民族化していく日本社会にとって重要なテー
マである。 
 
（２）研究の課題 
この研究では京都市で在日コリアンをはじめとする外国籍住民が最も数多く暮らす京
都市南区東九条をとりあげる。東九条は外国人集住地としての性格が強いが、1970年代ま
では労働者を現場に供給する寄せ場的性格をあわせもっていた。更に京都市内最大の同和
地区である崇仁に隣接しており、東九条のまちづくりは同和地区の影響を大きくうけてい
る。このような「複合的不利地域」のひとつである東九条においてどのようなコミュニテ
ィ実践が生まれ、それらが地域社会の中にどのように集積し、地域において人間が人間ら
しく生きることのできる地域社会に変革しえているのかを明らかにしたい。 
なかでも日本の地域社会から、社会福祉制度の中から排除されやすい存在、在日コリア
ン高齢者に力点をおく。しかし、東九条におけるコミュニティ実践が在日コリアンにとっ
てどのような意味があるのかというだけでなく、隣人である日本人にとってもどのような
意味があるのか問いたい。 
現代において経済的困窮と関係的困窮を核とした複合的課題を地域というまとまり、広
がりの中でどのような実践主体がどのように対応できるのかについては実践・研究ともに
不調である。多様な実践主体によるコミュニティ実践をとらえる新たな研究が必要とされ
ている。 
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図０－１ 研究の枠組み 
 
 
第 3節 先行研究 
（１）社会福祉領域外からの研究 
社会福祉学、地域福祉研究から寄せ場、被差別地域、外国人集住地域などの「複合的不
利地域」の形成や変容を取り扱った研究は尐なく、むしろ隣接領域である社会学、建築学
において見出すことができる。 
社会学においては 1990 年代にはいると奥田道大らによる新宿区に暮らす外国人に対す
るインタビュー調査、広田康生による横浜の日系ブラジル人調査など外国人居住の広がり
とともに研究も重なっている（奥田 1994、広田 1997）。 
大著であるのは谷富夫を代表とする研究グループによる大阪都市圏の在日韓国・朝鮮人
社会と日本人社会の民族関係に関する研究である。谷らは民族関係とは個人と個人、個人
と集団、集団と集団という関係の諸次元を含む「社会関係」のサブ・カテゴリーであり、
内容としては、日本人は異民族との間の①現状においての関係、②将来における関係、③
望まれる関係のことを意味している。在日コリアン社会と日本人社会のそれぞれの関係志
向を＜分離－結合＞、＜顕在－潜在＞の２つの軸で 4類型を作成、さらに 2 つの民族間で
クロスさせ、10 つのパターンをつくりあげた。このパターンのうち、「顕在－結合」型同
士の組み合わせ、すなわち互いに民族性を顕示しつつ結合を志向するタイプを「多民族コ
ミュニティ」とし、どのような時、「多民族コミュニティ」に近づくことができるのか検討
している。 
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図０－２ 民族関係のパターン 
 
 
共同研究者でもある二階堂は作業所づくりなどの地域福祉活動や教育活動などの契機
が民族役割以外のバイパスになり、日本人住民と在日韓国・朝鮮人住民の共同関係を育み、
地域を再生する可能性があるとしている（谷編 2002、二階堂 2007）。 
本研究が取り上げる京都・東九条においても社会学と建築学の立場からの研究がある。
まず山本崇記は東九条の中でも 4ケ町とよばれる北東部を中心に社会学の立場からスラム
地域における住民の主体性と政治との力動に焦点をおいた研究をおこなっている（山本 
2009a、2009 b、2012a）。また、4ケ町に位置する地域福祉センター希望の家が実施する地
域福祉活動を社会学の観点から観察し、ポスト同和行政およびポスト多文化共生の地域福
祉システムを構築しているのではないかと考察している（山本 2012b）。一方、吉田友彦は
建築学の立場から京都・東九条と大阪・生野においてフィールドワークをおこない、住環
境整備に関連した居住環境形成における行政・住民の役割についての検討研究をおこなっ
ている。複雑な問題地区において、行政判断のみによる解決の限界があり、外国人が生活
空間維持の担い手となっているとしている。さらにニューカマーなど新しい層から新しい
地域アイデンティティを形成する提案がなされているとしている（吉田 1996）。 
同和地区におけるまちづくりに関しては内田雄造による大著がある。内田は同和地区の
環境整備は既成市街地における数尐ない住環境整備モデルであり、他の既成市街地やアジ
谷（2002:22） 
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ア地域におけるコミュニティ・ディベロップメントに際して学ぶべきものが多いとしてい
る。全国の数多くの同和地区での事例の検討を通じて、まちづくりが①地域の住民組織に
よる運動の一環で取り組まれること、②住民のきめ細かな参加が保障されること、③地区
の総合計画の一環として位置付けられていること、④同和地区の環境整備に適した事業手
法と、住民や自治体の財政負担を軽減する措置が存在することが重要だと指摘している（内
田 1993：194）。被差別部落における環境改善に住民がどのように関わっていくのか、政
策はどうあるべきかという点では本研究にも大変関連の深いものである。 
しかし、これらの研究においては地域社会そのもの、住民や支援者の行動について言及
されているが、地域にくらす住民がどのような生活問題を抱えたのか、それらの課題と実
践主体との相互作用のなかでどう解決していくのかという社会福祉学・地域福祉研究にと
ってスタンダードな問いが欠落している。マクロ・メゾ領域における仕組みの解明につい
ては大変丁寧であり、社会福祉学も見習うべき研究ばかりであるが、社会福祉学・地域福
祉研究においてはミクロレベルの一人ひとりの尊厳の尊重やその人らしい生活の実現は欠
かすことのできない視点である。個人の生活のなかにこれまで蓄積された家族・地域・社
会の姿を見出していくのが福祉の立場である。社会学・建築学などの知見も活用しつつ、
改めて「複合的不利地域」における社会福祉・地域福祉のあり方を検討する必要がある。 
 
（２）社会福祉領域からの研究 
 社会福祉学においても、まったく「複合的不利地域」についての研究がないわけではな
い。かつて戦後よりスラム問題が色濃く残っていた 1960 年代までは、むしろ地域福祉とは
スラム地域や被差別部落でのセツルメント活動などを指したという。篭山京による足立
区・本木町スラムにおける民間活動の聞き取り調査などもそのようなもののうちの一つだ
ろう（篭山 1981）。 
しかし、1980 年代以降、そのような研究はほとんどみられない。このような中で貧困へ
の地域福祉アプローチを問うた柴田謙治の研究は貴重である。柴田は戦後の高度成長期に
地域の貧困問題に取り組んだ民間セツルメント活動と山形の社会福祉協議会による地域組
織化活動について検討している。結論として、「貧困は制度的な解決だけではなく質的な側
面への働きかけが必要あり、地域福祉活動は貧困の質的な側面にたいして、精神面での必
要を充足する。」そして「貧困に対応する地域福祉活動をすすめる方法とは、調査と話し合
いによって貧困を自分にもかかわる問題として認識し、できる範囲の活動が芽生えて、一
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緒にやろうという人が現れて広がってゆく」ことであるとしている（柴田 2007: 20－21）。
が、分析単位はあくまで個別の実践主体であり、地域社会そのものからの視点が弱い。民
間セツルメントに関しては各章、節ごとで取り上げられる主体・地域も異なっている。な
ぜ、その地域が貧困問題を抱えたのか、セツルメント、社会福祉協議会だけでなく、他の
地域実践主体も存在したはずであり、セツルメント・社会福祉協議会も含め地域の中に存
在する複数の主体がどのように関連しあい、トータルとして貧困問題にどう働きかけてい
ったのかについては言及されていない。 
 複合的多問題地域という概念を提起した三本松政之らはオールドカマ－である在日コリ
アンではなく、岐阜県にある日系ブラジル人集住地をとりあげ外国人労働者の課題を社会
福祉がどう捉えていくのかについて検討している。中濃圏域に暮らすブラジル人に対する
アンケート調査をおこない、日系ブラジル人の生活課題が「最底辺に位置づけられた労働
者」として位置づけられ、安定した居住環境をもつことのできない「不安定居住」を余儀
なくされたところから起きているとしている。更に、一部の地域の住民組織、支援組織の
活動を検討しながら、日本の地域社会に暮らす外国人労働者の課題をいずれは永住につな
がる定住者の課題として捉え、「いま、ここ」を支援する「臨床福祉アプローチ」を提唱し
ている（三本松 2009、朝倉 2009、2010）。 
 
図０－３ 不安定定住を支える臨床型多文化生活支援システム 
三本松（2009：38） 
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三本松らの研究はニューカマーの集住地における福祉の問題を構造的にとらえようと
した点は高く評価できる。しかし、実際の問題解決にむけてのアプローチについては、仮
説的な側面が否めない。また、在日コリアンと日系ブラジル人を比較すれば後者は法的に
内外人平等の原則が取られているなど違いがあるものの、就労問題、居住問題が諸問題の
核という構造は日系ブラジル人集住地に限った特徴なのだろうか。これらの問題は 1990
年の入管法改正に端を発する日系ブラジル人集住地の形成からはじまったのではなく、
1910年の韓国併合にはじまる朝鮮人集住地の形成、いや日本社会全体でみれば被差別部落
形成時から始まっていた特徴なのではないか。日系ブラジル人集住地が抱えた問題はすで
に在日コリアン集住地でおこっていた課題なのである。ニューカマーとオールドカマーと
わけて考えるのではなく同じ外国人集住地として捉えることが必要とされている。とすれ
ば、すでに日系ブラジル人集住地より先んじること 80年の歴史をもつ在日コリアン集住地
の具体的な経験をみていく必要があるのだろう。 
 
第 4節 研究の意義 
では、なぜ在日コリアン集住地における地域福祉が検討されてこなかったのだろうか。
「複合的不利地域」における地域福祉アプローチに関する研究の欠如はまるでこれらが不
可触のテーマであるかのような印象を私たちに与える。牧里毎治は地域福祉を、「政策側か
ら意図された地域福祉」と「大衆運動として希求された地域福祉」２つの側面があるとし
ている（牧里 2000）。「複合的不利地域」という地域は、政策側から、中央集権的な福祉
国家体制からみたときに、そもそも存在を許されていない地域なのかもしれない。しかし、
その一方で社会運動が数多く行われてきた地域であり、これもひとつの地域福祉のかたち
とみることができる。政策側から意図された地域支配による地域福祉ではなく、地域の中
の多様なひとつひとつの課題へ、それぞれ異なる立場、観点から立ち上がった実践が折り
重なった地域福祉があるはずである。 
あるケアマネージャーは東九条を「流れつく場所」とかたった。東九条は低所得層を引
き受ける賃貸アパートが数多く存在し、京都市内外から様々な生活困窮を抱えた住民をひ
きうけてきた。それがゆえに地域が解決すべき課題が過重であったり、地域そのものも経
済の低迷、地域への差別などをうけてきた。しかし、不利な条件におかれているがゆえに、
様々な生活保障運動がおき、また更に特定の地区およびマイノリティグループの課題に集
中的に対応する動きを多様に生み出すことができた。 
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東九条という具体的な地域のなかで活動をおこなっている異なる立場の主体による実
践をそれぞれ浮かび上がらせることによって初めて、実践の重なり、そしてその重なりが
地域に何をもたらしているのかを明らかにすることができる。また、その長さのいかんに
拘らず地域は自身の歴史・文化的な要素に影響をうけており、一見、個性的で特異に見え
る諸実践におけるリーダーたちも、その地域の歴史・文化の申し子なのである。 
地域の多様な側面を可能な限り丁寧に探った上で、ささやかではあるが「複合的不利地
域」におけるひとつのコミュニティ実践の姿を浮かび上がらせる作業はこれから「複合的
不利地域」の問題に取り組んでいくうえでも、また複合的課題を抱えた住民が増加しつつ
ある地域にとっても意味があるのではないだろうか。 
  
第 5節 研究の方法と構成 
（１）研究の方法 
本研究は文献研究と事例研究法に基づく。文献研究は地域福祉、都市問題、在日コリア
ンをはじめとする外国人・多文化をめぐる問題、貧困・差別・社会的排除に関わる文献を
中心に整理した。事例研究はインタビュー（実践主体の関係者や地域住民、行政関係者）、
定期的な活動への参加を通じた参与観察（フィールドワーク）、既存資料の分析によって構
成した。本計画では中でも多様な立場の関係者へのインタビューに最も重点をおく。イン
タビューは、研究の目的とインタビュー内容の管理・使用についての手続きに関して説明
を行い、同意をえたうえで実施している。 
なお、東九条地域におけるフィールドワークは 2002 年より開始した。最初の協力者で
ありゲートキーパーとなったのは特定非営利活動法人東九条まちづくりサポートセンター
の事務局長（当時）である。彼の紹介を通じて、福祉関連団体の関係者にインタビューを
広げることができた。2006 年 4 月から 2008 年 3 月までの 2 年間は定期的に東松ノ木団地
における会食会にボランティアとして参加し、特定非営利活動法人のスタッフおよび住民
に参与観察およびインタビューに協力いただいた。2007 年から 2008 年にかけては専門職
および民族的な立場からコミュニティ実践をおこなう関係者に対してインタビューをおこ
なっている。このインタビューに際しても 2007年に新しく着任した特定非営利活動法人東
九条まちづくりサポートセンターの事務局長に協力いただいた。2009 年からは京都・東九
条ＣＡＮフォーラムの会員としてフォーラムの活動・運営に参加している。2010 年からは
京都・外国人高齢者障害者生活支援ネットワークモアおよびモア関係者による東九条地域
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における高齢者生活実態調査（京都外国人高齢者障害者生活支援研究会 代表：加藤博史）
に参加し、調査事務局を担った。これら以外の活動にも必要に応じて各種催しに参加、イ
ンタビューをおこなってきた。筆者の立場は関係団体のボランティアや会員、時には支援
者とそれぞれの団体ごとの関係は一様ではないが、変化しながら 2013年現在まで続いてい
る。 
なお、2007年から 2008年にかけてのインタビューは平成 19～20年度科学研究費補助金
（若手研究Ｂ）「インナーシティにおけるＮＰＯ法人によるコミュニティ実践の位置とその
特色」（研究代表者 石川久仁子 課題番号：19730375）を、そして 2011 年に実施した高
齢者生活実態調査は平成 22～24年度科学研究費補助金（基盤研究ｃ）「外国人高齢者障害
者の生活支援に関する調査～外国人福祉委員制度の確立にむけて」（研究代表者 加藤博史 
課題番号：22530663）をうけて実施したことを付記する。 
 
（２）研究の構成 
 本研究は以下のように構成される。まず、第 1章「「複合的不利地域」の原型としての都
市下層の形成」では明治期における都市下層の形成とセツルメント・隣保事業、社会運動
に焦点をあてる。当時の内務省および自治体、当事者たちが都市の発展を背景に生まれた
これらの問題をどのようにとらえ、対応しようとしたのかについて検討する。また、それ
らの取り組みの中にみえる抵抗と融和についても言及する。 
第 2章「地域福祉は「複合的不利地域」を捉えたのか」では戦後の都市下層地域におけ
る実践、特にセツルメント・隣保事業がどのように変容したのか、特に民間セツルメント
と同和隣保館がどのように分化し、同和地区の実践が地域福祉事業ではなく“同和対策事
業”として社会福祉システムの外側に位置していったのかについて検討する。その一方で、
地域福祉の理論および方法論が標準的都市像を前提に発展したこと、しかしながら、複合
的多問題に対応しうるアプローチも誕生しつつあることを確認する。そして、ここで改め
て個々人の複合的多問題にアプローチすることと「複合的不利地域」にアプローチするこ
との異なりについて検討する。 
 第 3章「東九条における複合的課題の集積」においては「複合的不利地域」のひとつで
ある外国人集住地、京都・東九条における複合的課題の集積について概観する。在日コリ
アンの集住の経過と、集積していった問題、中でも「住宅をめぐる問題」「民族差別・多文
化をめぐる問題」「高齢者ケアをめぐる問題」についての検討をおこなったうえで、それら
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に対する行政の対応、最終的には国の施策について言及する。 
第 4章「東九条におけるコミュニティ実践の集積」では地域を住民・当事者・ボランテ
ィア・専門職の４つの立場に分け、それぞれの実践が地域課題に対応し、集積していった
のか概観する。そして、それぞれの実践の関係のあり方を検討する。 
第 5章「民族的体験の共有を基盤としたコミュニティ実践」と第 6章「団地コミュニテ
ィの絆を基盤としたコミュニティ実践」では東九条におけるコミュニティ実践の集積から
新たに生まれた２つの特定非営利活動法人による実践をとりあげる。それらの設立経過と
活動概要、そしてその意味について検討をおこなう。 
終章「抵抗と包摂のコミュニティ実践」では、本研究の結論として東九条におけるコミ
ュニティ実践群が意味するものを改めて整理し、これらの実践の集積が地域をどのように
変容させたのかについてまとめる。そして最後に、「複合的不利地域」に求められるコミュ
ニティ実践について提言をおこない、東九条におけるコミュニティ実践の課題についても
言及する。 
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第 1章 「複合的不利地域」の原型としての都市下層の形成 
第 1節 「複合的不利地域」としての都市下層の形成  
（１）明治期における都市と近代的課題の発生 
インナーシティとは大都市の中心市街地をさす。その意図するものは都市が抱える問題
である。都市とは何か、ということは社会学においては長らく追求されてきた問いである。
しかし、社会福祉は都市とどう捉え、どのように関わってきたのだろうか。 
都市は産業革命とともに発生し、社会システムの変化とともに国土のほとんどのエリア
をしめていた農村部からの人びとを吸収し、労働者人口は拡大しつづけた。そこでは“文
明開化”すると同時に新しい社会問題、すなわち多様な形態の近代的貧困と生活問題が生
まれ、都市内部にこのような問題が集中するエリアが生み出された。明治期には貧民窟、
明治後期から大正期にかけて細民地区と呼ばれ、大正後期以降は不良住宅地区と呼称され
ていった。都市下層ともいえるこの地は近代的な社会事業の発生の地であるが、まず、ど
のような地理的条件のエリアに形成されたのかみてみたい。 
地理学者である水内俊雄は 1918 年から 1928年までの大阪市・京都市・神戸市の要保護
世帯率を調べることによって、要保護率の高いエリアがこれらの都市の周辺部に位置する
ことを図示してみせた。水内によれば、城下町や京都市でいえば洛中などのオールドシテ
ィがなりたつには、地理的／社会的な周縁地区が不可欠だったという。木賃宿街、墓地と
刑場、芝居小屋、泊茶屋といった非日常の空間は、城下町などの旧市街の周縁地区に形成
された。また、封建社会には身分制によって「穢多」「非人」とされた人々が暮らす被差別
部落の所在地も都市周縁部あると指摘している。京都市内の部落は見事に洛中と洛外の境
界に位置している（水内 2008：17）。ちょうど、円形にちかい形になることから、水内は
これを「インナーリング」とよび、「日本の都市空間のなかで、文化的にも経済・社会的に
も都市問題の孵化器となり、陰に陽に都市の相貌を代表するエリア」（水内 2008：64）と
特色づけている。 
 
（２）不良住宅地区の類型 ～スラム・被差別部落・朝鮮人集住地 
不良住宅地区は、都市が拡張するために必要な労働力を安価で供給する市場でもあり、
そこに暮らす人々にすれば日雇いで土木建築や貨物運搬などに従事し、「スラム的水準」で
暮らすことを余儀なくされた町であった。1920 年代以降は日本列島を超えて海の向こうの
貧困層までを吸収していったのだが、具体的に当時国内最大の産業都市であった大阪市で
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みてみる。代表的なスラム地区として長柄付近と釜ヶ崎に形成された２大スラムと、被差
別部落であった西浜地区、大正末期に猪飼野など東成一帯にも形成された「朝鮮人街」が
あげられる。大正時代の大阪市内におけるスラムの研究をおこなった杉原と玉井によれば、
不良住宅地区は概ね、被差別部落、簡易宿泊所街、朝鮮人集住地と３つの類型にわけられ
るという（杉原・玉井 2008）。 
 
図１－１  京都市内の社会事業関連施設の分布 
 
 
 
 
 
  ハン・木村他（2003） 
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表１－１ 戦前の大阪における不良住宅地区の類型 （再掲） 
 被差別部落 （狭義の）スラム 朝鮮人集住地 
流入元 農村部落 近郊農村 朝鮮済州島・朝鮮半島 
代表的職種 零細工場職工・下駄職 土方・屑拾い 土方・零細工場職工 
基本的差別形態 血縁・出身地別差別 
職業・居住地域差別 
職業・居住地域差別 血縁・出身地別差別 
大阪における代
表地区 
西浜地区 日本橋・釜ヶ崎地区、長
柄付近 
猪飼野などの東成地区 
杉原・玉井（2008：22） の表を一部改編 
 
３つの中で新しく形成された不良住宅地区は朝鮮人集住地、すなわち外国人集住地であ
る。戦前の日本の植民地政策を背景に 1920 年代に朝鮮半島より渡日する朝鮮人が本格的に
増加、終戦直前の 1944年にはその数は 193万人と 200万人近くにのぼった。炭鉱や土木工
事などの住居が確保された仕事への集団募集でもないかぎり渡日後、住宅を確保すること
は難しかったことが背景にある。 
樋口雄一によれば①雇用された会社の社宅、寮および作業所宿舎にその後も住み続ける
場合、②土地の所有者が明確でない低地、湿地、河川敶、崖下などに自力で仮小屋を建て
てすみ始めていく場合、③日本人が住まなくなった空家、工場跡、古い家などに住み始め
る場合、④借りることのできたアパート・長屋などを拠点に広がる一方日本人が退去し、
次第に朝鮮人集住地になっていく４つのパターンに大別されるという。経済的に厳しく不
良住宅地区であったが、朝鮮の生活様式を維持しながら互いの助け合いがおこなわれた。
異郷に住む朝鮮人の心の拠り処でもあり、在日コリアンが民族的な感情・雰囲気を異郷で
維持する機能をもっていた（樋口 2002、金 2004）。 
これらの３種類の不良住宅地区はそれぞれ完全に独立して存在していたというわけで
はない。隣接およびオーバーラップしていた地区も尐なくない。朝鮮人は被差別部落にも
スラムにも居住し、被差別部落出身者もスラムに居住していた。形態は異なるものの、出
身地差別や民族差別など何らかの差別を共通して受けており、またスラムに暮らすことに
よって逆に差別されるという側面もあった。 
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第 2節 戦前の都市下層における社会政策の発生と展開 
（１）内務省による対応 
 このような都市下層社会には野宿はもちろん不安定労働、犯罪、売春（芸妓、娼婦、私
娼）、児童労働、児童虐待、人身売買など様々な問題がうごめいていた。しかし、これらが
社会的な問題であり、本格的な政策の対象となるのには 1917 年の米騒動まで待たなければ
ならなかった。 
第 1次世界大戦は経済を活性化させたが都市部で物価が上昇し、低所得層の生活に打撃
を与えていた。全国の主要市場の内地米の卸売価格は 1916年には一石あたり 13.26円だっ
たものが 1917 年には 19.35 円、1918 年には 31.82 円と跳ね上がった。そして米相場の騰
貴はいよいよ庶民の生活を圧迫し、同年富山県魚津で漁民の妻たちが米の県外船籍中止を
もとめた抗議行動は全国各地へと広がった。米価高騰に苦しむ住民たちが 1道 3府 38県で
米屋や資本家、当局などに対して米価の引下げ、生活救済を求めたこの行動は米騒動と呼
ばれ、日本で初めての本格的な社会運動となった。結果として当時の寺内内閣は総辞職に
追い込まれた。 
内務省は 1900 年に貧民研究会を発足、1911年、1912 年に東京・大阪の都市下層社会に
暮らす下級労働者や被差別部落住民の生活実態調査であるところの細民調査をおこなった。
被差別部落についても細民部落調査会を設置した。が、実際の救貧制度は働くことのでき
る貧民に対する救済を否定しており、むしろ恤救規則国庫支出は制限、共同体での相互扶
助や地方改良が期待されていたのだ。しかし、米騒動は下層労働者や被差別部落の問題、
在日朝鮮人の問題の存在を明らかにし、これらに対して政策的な対応を迫った。 
1918年成立した原敬内閣は「社会連帯」「社会改良」「労資協調」などをスローガンにし
て社会事業行政を確立していった。1917年に軍事救護法の成立にともなって内務省に救護
課が設置されていたが、1919年には社会課、1920 年には社会局へ発展した。実態を把握す
る救済事業調査会は 1918 年に設置されていたが、1921 年には社会事業調査会となった。
調査会の答申にもとづき公設市場や簡易食堂、公益質屋、公営住宅、公営浴場などが生活
困難への対策として設置された。 
また特に困窮層が多住するに対する調査として 1923 年に細民集団地区調査、1925 年に
不衛生住宅地区調査が実施され、1926年に『不良住宅密集地区改善方策に関する件』が答
申され 1927年に不良住宅密集地区改良法を制定公布、同年から 1943年にかけて６大都市
を中心に改良事業を実施した。そして、都市下層における政策は、内務省だけでなく、全
21 
 
国の地方自治体においても立案、実施される。その代表として再び大阪を例にあげる。 
 
（２）地方自治体による対応 
大阪は明治から大正にかけて東洋のマンチェスターとよばれ、国内最大の産業都市であ
った。明治にはいり農村部からの人口流入と労働者人口の増加により都市化、これに伴い
近代的な社会問題がおこり、多様な形態の貧困と生活上の問題が生み出された。そのため
に大阪では早くから民間の慈善事業がおこなわれていた。が、第一次世界大戦後の不況は
貧困問題を政策課題とし、公私によるさまざまな取り組みを促した。1918年、大阪市は都
市労働者の生活問題の解決にむけて救済課および救済係を設置した。翌年にはさらに労働
調査係を設置し、社会調査に基づく社会事業を生み出していった。簡易食堂や職業紹介所、
共同宿泊所、市営住宅、託児所、産院、児童相談所、市民館、公設広場など今日の社会福
祉事業の基礎が整備されていった。 
 
第 3節 戦前のセツルメント・隣保事業の発生と展開 
（１）セツルメント・隣保事業の発生 
 上記のように内務省および大阪市や東京などの地方自治体は、まず社会部などの対策を
おこなう部署を設置し、社会調査を実施、これに基づき相談・託児といったソフトから市
営住宅というハード施策まで取り組んでいったが、中でも貧困地域の改善と強い関連をも
つ事業が隣保事業であった。１）セツルメントとはもともとチャーチスト運動・キリスト教
社会主義・大学延長の流れをうけて 1880年代イギリスにおいて開始された運動である。日
本では 1890 年代に実験的な取り組みがなされ、宗教的・思想性や運動としての側面が強か
った。しかし、1920年代には隣保事業として事業化、総合施設化されていった（岡本 1968）。 
 
（２）公立セツルメントの動き 
 なかでも 1920年に大阪・天神橋筋六丁目に開設された大阪市立市民館は日本初の公立セ
ツルメントであった。大阪では 1909年に日本橋同情館、愛染橋保育所、愛染橋夜学校が設
立されるなどそれまで大阪においても民間によるセツルメントは設立されていたが、公立
                           
１）永岡正己によれば、貧困地域といっても①スラム地区、②工場労働者の居住地区、③低所得層の
居住地域および中産階級を含む商業地域、④被差別部落、⑤在日朝鮮人の居住地区など様々な地区
を含んだものであった。 
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セツルメントは初めての取り組みであった。1926年以降、天王寺市民館、大正市民館（1928
年設立）、浪速市民館（1928 年設立）と大阪市内の各地に市民館が設立され最終的には大
阪市は 14ヶ所の市民館を設置した。 
では具体的に市民館はどのような役割を果たしたのであろうか。大阪市立市民館の館長
として任命された志賀志那人は市民館を社会同化施設とし、コミュニティセンターの役割
を模索した。調査や住民との交流を通じて市民の“社会的要求の核心”を探り、その要求
に応える事業を組み立てていった。身上・法律・職業相談、講演会、講習会、図書閲覧、
慰安娯楽、託児保育所、保育組合、授産講習、貯金・信用組合、生業資金融通などが事業
として展開された。親同士が共同で保育をおこなうことをめざした保育組合など、現代に
おいても先駆的な事業がおこなわれた。 
 
（３）民間セツルメントの動き 
 大阪ではじめてのセツルメントは石井十次が岡山孤児院大阪分院事業として設立した愛
染橋同情館、愛染橋保育園、夜学校（1909 年）であるが、1940年代までに 26 団体が誕生
した（永岡 1993）。 
永岡正巳によるとこれらは①キリスト教系セツルメント②仏教系セツルメント③その
他のセツルメントに分類できるという。第 1のタイプのものとしては愛染橋同情館をはじ
め基督教ミード社会館（1923 年設立）、四貫島セツルメント（1925年設立）、大阪暁明館（1931
年設立）などがある。第 2 のタイプのものとして、四恩学園（1920 年設立）、光徳寺善隣
館（1921 年）などがある。その他の中には労働者運動から生まれた「大阪働く婦人の家」
や大阪府警察部の救済事業の取り組みを背景にした自彊館、新聞社社会事業として設立さ
れた大毎善隣館などがあり、民間セツルメントは多様な思想的背景に様々な焦点をあてた
課題に実践的に対応していた。 
 
（４）半官半民の隣保館と協和会 
 半官半民型の隣保館として大阪では、財団法人内鮮協和会による隣保館、財団法人弘済
会による隣保館があった。内鮮協和会は協和事業の一環として大阪市内に 11か所、堺市内
に 1か所の隣保館を設置した。 
協和会は 1923 年に関東大震災時の在日朝鮮人虐殺を背景に結成された在日朝鮮人に対
する融和団体として全国各地に設立されていった団体であり、大阪の内鮮協和会が第 1号
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で全国の協和会の原型となった。職業訓練や宿泊所、診療所、夜学校などが実施され、保
護が謳われたが、在日朝鮮人の増加とその生活・住宅状況、求職状況の非常に困難な状態
下にあって、これらの救済事業などはごく小規模であり、具体的な解決をなんらもたらさ
なかったと表されている（樋口 1986：17）。あくまで在日朝鮮人の治安対策と「神社参拝」
や「日本語講習」「和服着用」などの皇民化をはかる施策を実施する団体であった。一方、
財団法人弘済会は浪速・西成・四貫島に保育事業を中心に隣保事業をおこなった。 
 
（５）隣保事業の役割と限界 
 永岡正己は大阪におけるセツルメントが調査によるフィールドワークを重視しながら現
実的な取り組みを進めていき、多様な実践がなされていったことを評価している。また、
優れた実践者たちが行政、民間団体のなかに存在しそれぞれが連携しながら都市の課題に
実質的に対応したことも指摘している。しかし、朝鮮人集住地や被差別部落では隣保事業
は融和策として運営されており、本来のセツルメントにはむしろ反した内容となっている。
戦時体制への移行のなかでセツルメントは画一化、教化施設化を余儀なくされ、セツルメ
ントの本来の在り方は困難になっていったとしている（永岡 1993）。 
 
第 4節 戦前の都市下層における社会運動 
（１）戦前の都市下層における社会運動 
 ここまで戦前の都市部における社会問題に政策がどのように対応してきたのかをみたが、
民衆側はどのように受け止めたのであろうか。社会運動という視点から整理する。日清戦
争後、資本主義はますます強化され産業構造は変化、社会問題は本格化していった。1897
年には、キングスレー館を設立した片山潜も加わり労働組合期成会が発会するなど、労働
運動が本格的に開始された。また、先にみたように 1910 年の韓国併合によって朝鮮半島よ
り渡日し、過酷な労働状況におかれた在日朝鮮人たちによる運動もうまれた。1922年の全
国水平社結成に象徴されるように解放令が公布されていたものの差別と偏見下におかれて
いた被差別部落からは部落解放運動がはじまった。もちろん、農村部にも労働者、朝鮮人
集住地、被差別部落は存在したが、特に彼らが数多く居住していたのが都市部であった。
全般的に日本の社会運動は 19 世紀後半から生まれてくるのであるが、1910 年の大逆事件
によりいったん収縮した。しかし、1918年の米騒動は様々な運動を復活されることになっ
た。以下、労働運動、在日朝鮮人運動、部落解放運動について概観する。 
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（２）労働運動・在日朝鮮人運動・部落解放運動 
①労働運動 
明治以後、まず大きな労働問題として注目されたのは、いち早く近代産業化を果たした
紡績産業における年尐工および女工の酷使、そして鉱山における過酷労働であった。産業
化が進むにつれ大都市部に工場が数多く作られ、農村からやってきた人たちが工場労働者
として悪条件のなか集中的に居住した。このことにより労働問題はよりおおきくなってい
た。1897 年、労働組合期成会以前にも、東京の人力車夫が生活権擁護運動のため組織をつ
くったり、大阪天満紡績会社でも組織的なストライキおこなわれたりしたが、警察の介入
などにより首謀者が投獄されるなどして短期に終わっている。しかし 1897年に結成された
期成会は改良的漸進的経済行動の旗印をかかげて、ひろく賃金労働者に参加を呼び掛けた。
12月には 1800人の鉄工組合が、1898年には 1000人の活版工組合などが組織されていった。 
1900年の治安警察法により労働者の組織的行動が著しく制限された。しかし、自然発生
的な労働争議はやむことがなかった。そして、1912 年、社会主義からではなく、キリスト
教信者の人道主義的志向にもとづく友愛会が発足、当初は労資協調を主張する啓蒙団体だ
ったが、徐々に本格的な労働運動へ発展した。1919 年には友愛会が従来の穏健を旨とした
労資協調主義から脱して階級闘争を基調とする運動方針を採用、同年、神戸川崎造船所に
おいて「8 時間労働及び一週 48 時間制度」を提唱し、組織的サボタージュ戦術を遂行、8
時間労働を獲得。ここにはセツルメント運動の雄である賀川豊彦がかかわっていた。 
 1920年には友愛会をはじめ 24の労働組合が集合し治安警察法第 17条の撤廃、失業防止、
最低賃金制の制定などをもとめメーデーを実施した。友愛会も大日本労働総同盟友愛会へ
の改組し、翌年には日本労働総同盟となのるようになり、全国各地でストライキがおこな
われていった。しかし、これに対し資本家は国粋主義者や警官と結託し、労働運動は弾圧
されていった。1920 年、賀川豊彦は 3万人の労働者が 1ヶ月以上たたかった三菱・川崎造
船所大争議を指揮し、投獄されている。 
 
②在日朝鮮人運動 
戦前、日本の下層社会を構成した在日朝鮮人によっても様々な運動がおこされている。
在日朝鮮人は韓国併合後の 1910 年代に徐々に増え始め、1917 年には 14502 人と 1 万人を
こえた。朝鮮人は安価な労働力として紡績工場や造船所、造船所、製鉄所に導入されたが、
たとえ同じ仕事であったとしても賃金は低く抑えられ、危険で厳しい労働を担うなどの民
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族差別をうけ、务悪な生活環境におかれた。そのような中、在日朝鮮人は大きく分け 2つ
の運動をおこした。すなわち労働者としての権利を守るための運動と、日本帝国主義の朝
鮮支配に反対し、民族解放、民族独立のための運動である（樋口 2002、朴 1979）。 
20世紀初期の在日朝鮮人運動は主として留学生、キリスト教徒らを中心としたインテリ
たちの民族運動だったという。これに並行し、1910 年、山梨県北都留郡梁川村において朝
鮮人労働者 50人と日本人労働者が衝突するなど、自然発生的に争議がおこっていく。1920
年代にはいると渡日する朝鮮人が量的増加し、民族の独立や社会主義の影響をうけた組織
的な活動が広がった。一部、三・一運動の影響をうけているものもある。1925年には在日
本朝鮮労働総同盟が結成されている。 
日本社会そのものにおいても前頄でみたように 1910 年代より労働争議がおこるように
なり、日本共産党も 1922 年に発足している。そんな中、1928 年、国際共産主義者の会議
「プロフィンテルン」によって植民地の民はその国の労働組合に加盟する方針がだされた。
これにより「在日本朝鮮労働総同盟」は解散し、「日本労働組合全国協議会」参加、「日本
共産党」にも在日朝鮮人が参加することになった。その一方、1923 年の関東大震災に端を
はっした内鮮一体をねざす動きも活発化していった。大阪府内鮮協和会が発足し在日朝鮮
人側からも国政選挙、議員に立候補し、当選する朝鮮人たちも出現した。 
1925年に公布された治安維持法による労働運動、民族運動、争議に対する取り締まりが
強まり、多くの活動が弾圧をうけた。不当逮捕、拷問の中で多くの活動家たちが命を失っ
ていった。詩人で当時同志社大学在学中であった尹
ユン
東柱
ドンジュ
も治安維持法により逮捕、福岡刑
務所にて獄死している。労働争議の指導者も同様であったが、それでも民族差別による生
活困難が続いており、労働争議は収まることはなかった。 
 
③部落解放運動 
被差別部落をめぐる諸問題は江戸時代以前から今日にいたるまで続いており、日本の差
別・貧困問題を考えるにあたって看過できないものである。1871 年、「賤民制廃止令（解
放令）」によって封建的身分制度は廃止されたものの、これに対する反対一揆がおこるなど、
差別は続行された。部落の人々は先にみた紡績や炭鉱、マッチ工場など過酷な労働現場に
おいて一般の労働者よりさらに务悪な待遇をうけた。そもそも、「解放令」がめざしたもの
は資本主義の発展のために必要な労働力を自由に確保することであり、身分の平等ではな
かったのだ（杉之原 1994）。自主的に部落を改善しようとする融和運動がおきるものの、
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差別の原因と責任を部落の側に求めるものでしかなかった（村越 1986）。 
 この状況に対して 1918 年米騒動が全国各地でおこり、この各地の騒動に何らかのかたち
で部落大衆が米騒動に参加したと確認、もしくは推測できる府県は 21府県におよぶという。
政府は部落出身者・朝鮮人が首謀者ときめつけ、米騒動の首謀者として部落出身者が不当
逮捕される問題が各地でおきた。米騒動は部落問題の大きさを広く知らせた。このような
流れの中で、1922年全国水平社が設立、部落解放運動が広まっていった（部落解放研究所 
1988）。 
 すべての部落が都市部にあるわけではなく、農村部にも存在しているのだが、全国各地
の部落のなかでも都市部落はその存在感は大きく、運動・政策の両面から大きな影響を与
えていた。また、都市部落は農村から都市部へという人口移動の流れのなかで、地方の部
落からの流入、また一般の困窮者や朝鮮人の受け入れ地域として人口が増加していった。
水平社は各地で結成され、差別事件への糾弾闘争や生活擁護闘争を繰り広げていった。し
かし、1937年、中国との戦争が本格化するにしたがい、水平社は融和団体と合体、消滅し
てしまう。 
 
第 5節 おわりに 
（１）戦前の社会運動からみえる抵抗と融和 
 明治期から昭和初期にかけて水内のいうところの「オールドシティ」および都市の近代
的発展を支えるべく地理的／社会的周縁地区「インナーリング」に被差別部落・スラム・
朝鮮人集住地が形成された。在日朝鮮人、部落大衆、工場労働者はいずれも日本が産業化、
軍国化していくなかで近代産業の底辺を支えた。その中で保護をうけるわけでもなく、過
酷な労働を、特に部落大衆と在日朝鮮人は支えた。 
その一方、この地においては不安定労働・児童労働・売春・犯罪などさまざまな問題が
噴出していた。これらの問題に対応すべく社会政策が生まれ、今日の地域福祉の源流であ
る民間・自治体によるセツルメント・隣保事業が発展した。大正デモクラシーのなかで、
労働運動が生まれ、さらに部落、そして在日朝鮮人のなかから当事者による運動が生まれ
たが、いずれも 1900 年の治安警察法、1925 年の治安維持法により弾圧、そして“一般大
衆”への同化をめざす融和運動と変質している。しかし、そもそも当初より“一般大衆”
への参入を許さず、都市下層地域に押し込め、都市発展の土台としたのは近代日本である。
在日朝鮮人運動・部落解放運動・労働運動はこれらの構造に抗い、人間らしい生を求める
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魂の奥底からの抵抗であった。  
しかし、同じ時代の波にもまれながらも、これらの運動が互いに協力関係をもっていた
わけでない。先に見た大阪天満紡績会社における争議は部落出身の工員とともに仕事をす
ることを嫌った労働者によっておこされている。また、「在日本朝鮮労働総同盟」を吸収し
た「日本労働組合全国協議会」は在日朝鮮人労働者を平等な立場から擁護し、朝鮮民族の
独立を援助したわけでもない。在日朝鮮人の多くは被差別部落の中、もしくはその近くに
居を構えたが、部落解放運動と在日朝鮮人運動は協力しえなかった。それぞれが相互に忌
避していたのだろうか。分断がおこなわれたのであろうか。それぞれの発展や互いの連携
がなされぬまま、３つの運動は戦時体制の闇の中にかき消される。 
 
（２）「複合的不利地域」の原型としての都市下層  
 都市下層とは「都市の『最底辺』にあって階層的空間的、かつ社会的に隔離された人び
と」を指す（青木 2000：13）。戦前の都市下層の生活の在り方を研究した中川清は、都市
下層の変遷をつぎのように分析している。そもそも明治中後期の都市下層は家族を形成す
ること自体が困難であり、渾然とした騒音、悪臭、景観のなかで木賃宿や貧民窟を中心と
する「下層社会」の共同性に依存していたという。しかし、大正中期になると都市下層は、
家族としての世帯を構えて何とか定着し、一つの世帯を単位としてまとまった生活様式を
形成し始めた。従来のように集住地区に依存した共同性を必ずしも必要とはしなくなり、
市街地の拡張や世代の移動等にともなう何らかの機会によって、伝統的な集住地区から分
散して、都市地域に個々バラバラに居住するようになったという（中川 2000）。 
 先にみたように、21世紀の現在からみると明治期から続く当時の不良住宅地区・スラム
の多くは現在風景の中からは消えている。しかし、いま「下層社会」の共同性を必要とし
なくなったはずの家族のまとまり、つまり相互扶助力は低下し、これまで生活を最低限保
障してきた生活保護基準の引き下げさえも断行され、雇用環境も悪化、ますます生活をと
りまく条件は厳しくなっている。 
都市下層が抱えた課題に対応するために隣保事業や方面委員が誕生し、戦後の社会福祉
制度が発展した。その後、いわゆる一億総中流社会が形成されたはずであったが、1990年
代その再分化がはじまり、あらためての都市下層が 21世紀に誕生しているといえないだろ
うか。いや、高度成長期にも、バブル経済期にも都市の貧困は完全にはなくなっていなか
った。グローバリズムに席捲されるなか、貧困の水脈は息を吹き返し、遠い昔になったは
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ずの戦前の都市下層でおこったさまざまな現象は私たちが暮らす 21 世紀現在の未来とな
りつつあるのではないか。 
 
<第 1章 引用文献・参考文献＞ 
阿部志郎（1967）「地域社会の変容と隣保事業の課題」『月刊福祉』1967 年 10 月号 全国
社会福祉協議会 
秋定嘉和（2006）『近代日本の水平運動と融和運動』解放出版社 
青木秀男（2000）『現代日本の都市下層』明石書店 
部落解放研究所（1988）『米騒動－水平社への道のり』解放出版社 
樋口雄一(1986)『協和会－戦時下朝鮮人統制組織の研究』社会評論社 
樋口雄一（2002）『日本の朝鮮・韓国人』同成社 
井上和子（1987）「大阪における戦後のセツルメント運動と学童保育」『大阪女子短期大学
紀要』第 12号 
菊池正治・清水教惠・田中和男・永岡正己・室田保夫(2003)『日本社会福祉の歴史 付・
資料－制度・実践・思想－』ミネルヴァ書房 
水内俊雄・加藤政洋・大城直樹（2008）『モダン都市の系譜』ナカニシヤ出版 
村越末男（1986）『部落解放のあゆみ』部落解放研究所 
永岡正巳・井上和子（1983）「北市民館の歴史とその意義」『地域福祉研究』11号 
日本地域福祉学会地域福祉史研究会編（1993）『地域福祉史序説』中央法規 
西内潔（1959）『日本セッツルメント研究序説』宗高書房 
大林宗嗣（1926：1996）『セッツルメントの研究』同人社：日本図書センター 
朴慶植（1979）『在日朝鮮人運動史－8・15解放前』三一書房 
杉原薫・玉井金五編（2008）『増補版 大正・大阪・スラム もうひとつの日本近代史』新
評論 
杉之原寿一（1994）『改定版 新しい部落問題』兵庫部落問題研究所 
29 
 
第 2章 地域福祉は「複合的不利地域」を捉えたのか 
第 1節 戦後のセツルメント・隣保事業の衰退と地域福祉の発展 
（１）地域福祉における貧困地域へのアプローチ 
2000年に制定された社会福祉法第 4条にもとづき、今日の日本社会におけるあらゆる社
会福祉にかかわる営みは地域福祉の推進を目的としているとされている。地域といっても
その特性、抱えた課題や歴史は多様なものであるが、どのようなものであっても地域社会
を基盤に一人ひとりのその人らしい生活を支えるために社会福祉事業および地域福祉活動
を発展させていくことの大切さが共有・確認されている。 
地域福祉という考え方は 1970 年代にはいって、岡村重夫や右田紀久恵などによって理
論化されるようになった。牧里毎治は岡村・右田をはじめとする 1980年代初めまでの諸研
究を検討し、地域福祉をニーズに対する充足機構ととらえる「機能的アプローチ」と地域
福祉を資本制蓄積に伴う貧困化として現れた生活問題への地域的対応策であるところの政
策とみなす「政策・運動論的アプローチ」の２つにわけた（牧里 1983）。また牧里自身は、
地域福祉を以下のように定義している。 
 
「ある一定の地域社会において望ましいとされる快適水準に住民もしくは地域社会の
生活が達していないとされるとき、その生活の改善・向上を生活者主体、住民主体の視
点に立脚しながら国・地方自治体、住民組織、民間団体が協働して、在宅福祉サービス
を含む社会福祉サービスの拡充をはかろうとする個別的、組織的、総合的な地域施策と
地域活動の総称」                      （牧里 2000:331） 
 
岡本栄一は牧里の「構造・機能論」が地域福祉論の整理に果たしてきた役割を評価した
うえで、その枞の中に既存の理論を閉じ込めてしまうもしくは排除してしまうとし、改め
て地域福祉論を①政策・制度志向の地域福祉論、②在宅福祉志向の地域福祉論、③住民の
主体形成と参加志向の地域福祉論、④福祉コミュニティ・地域主体志向の地域福祉論の４
つの類型に整理している（岡本 2002）。 
しかし、地域社会を基盤としながらアプローチする手法はそれ以前にもあった。「複合
的不利地域」である寄せ場や被差別部落、朝鮮人集住地における隣保事業および社会運動
である。実際に、戦後から 1950 年代末までにかけては地域福祉といえばスラムや被差別部
落などでのセツルメント運動、隣保館活動を指していたという（牧里 1999）。しかし、そ
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れらは戦後どのように発展したのか、変容したのだろうか。 
 
（２）戦後の民間セツルメントの衰退と同和地区における隣保館の増加 
戦後、日本の地域社会は空襲などで大きな被害をうけた。特に終戦直後から 1950 年頃
までは住居、そして仕事を失った人びと、そして植民地より引き揚げてきた人びとは生活
困窮におちいる。これらの問題に対応すべく、隣保事業・セツルメントは再開される。 
実は地域福祉研究者の間では隣保事業・セツルメントは衰退したという見解が多い（大
橋 1993、2005、山口 2000）。その根拠として概ね、２つの理由がしるされている。まず
戦後の社会福祉体制が再検討される際に GHQ(連合国軍総司令部)より提示された公私分離
の法則にもとづき民間社会福祉団体への補助金の支出が非常に限定され、民間セツルメン
トは経営不振に陥り衰退したというのだ。1951 年に制定された社会福祉事業法において隣
保事業は規定されなかったことも経営不振に拍車をかけたといわれている。1958年社会福
祉事業法の改定にあたってようやく、隣保事業は第 2種社会福祉事業として位置づけを得
ることができたが、原則的に財政的裏付けがないことには変わりはなかった。２つめは隣
保館と類似した公民館という新しい社会教育システムが形成されたことである。隣保事業
は戦前より大変幅広いメニューをもっていた。児童や母性の保護、診療などの医療的支援、
経済的支援、クラブ活動、教育活動と多様であった。大橋謙策はこのなかから各種の社会
教育部門は社会福祉事業ではなく、社会教育とみなされ、セツルメントがおこなうべき役
割が公民館にバトンタッチされてしまったのではないかと指摘している。 
しかし、隣保館の数そのものは衰退したどころか、むしろ 1960 年代以降急激に増加し
ており、1990 年代には 1200 カ所を超えている。これは民間セツルメントではなく、同和
地区に所在する隣保館が増加したことによる。ごく一部のものを除き、地域福祉研究者は
同和地区における地域アプローチに言及していない。以下、同和地区における隣保館活動
について概観する。 
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第 2節 同和対策事業と地域福祉 
（１）同和地区における隣保館の設立と増加  
2010 年現在、日本の隣保館は 1026 ヶ所存在し、大きく社会福祉法人などに設立運営さ
れる隣保館と同和問題を背景とした公立隣保館との２つにわけられるが、そのほとんどが
同和地区に所在する隣保館である。全国水平社が創立された 1922年、京都市においても東
七条隣保館など 6館が日本で初めて被差別部落に設置されているが戦前においては尐数で
あった。 
しかし、戦後の 1951 年のオールロマンス事件後、部落解放運動は活性化し、1953 年よ
り被差別部落において同和対策としての建設される場合に限り隣保館設置補助事業がはじ
まったところから隣保館は急増する。1965年、国の同和対策審議会答申において部落問題
の解決は国の責務であり、同時に国民的課題であるとされた。そのうえで、住環境の改善、
社会福祉の増進、産業・職業の安定、教育の向上、人権の擁護を柱とする総合的・計画的
な取り組みが求められた。1969 年に制定された同和対策事業特別措置法に基づき、全国の
同和地区において隣保館が設置されていった。１） 
社会福祉関係者はこの動きにどのようにかかわったのであろうか。1951年、全国社会福
祉協議会は 1956年、「隣保事業施設最低基準」を検討、全国隣保事業関係者会議等を開催
                           
１） 同和対策事業特別措置法は 10 年間の時限立法として制定されたが、10 年後に 3 年間延長。そ
の後、1982 年「地域改善対策特別措置法」が施行、1987 年に「地域改善対策特定事業に係る国の
財政上の特別措置に関する法律」が施行、その後再び延長されたが、2002 年国の同和対策事業は終
了した。 
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し、定期的に研修会や代表者会議を開催している。会議には同和地区だけでなく、北海道
のウタリ生活館、僻地や離島の生活館・厚生館をはじめ都市の民間地域福祉事業体も参加
していた。1965 年にも隣保館設置基準案を提案している。そこでは隣保事業は以下のよう
に規定されている。 
 
「隣保事業は、比較的に社会連帯の観念がうすく、自動的に生活の改善向上を図ろうと
する意欲も消極的な人々が多く居住する地域において、その居住者たちを対象とし、隣
保館という施設をよりどころとして、相談事業をはじめ各種のサービスを提供しながら、
職員と居住者との人間的接触を基盤に相互の理解と信頼を深め、その参加利用をすすめ
て、物心両面から総合的に地域居住者の生活の改善向上を図ろうとする事業である」 
（全国社会福祉協議会 1965:67） 
 
しかし、同和地区隣保事業の関係者はあくまで同和問題の解決の一環としての隣保事業
を主張し、結局、1971 年、同和地区の隣保館のみで結成される全国隣保館連絡協議会を結
成する。同和対策事業特別措置法の施行にともない制定された「同和地区における隣保館
運営要綱」では隣保館事業を以下のように述べている。 
  
「隣保館は基本的人権尊重の精神及び同和対策審議会の答申の趣旨に鑑み、地域改善対
策対象地域住民及びその近隣地域住民（以下「地域住民」という）に対する理解と信頼
のもとに、地域住民に対して生活上の各種相談事業をはじめ社会福祉、保健衛生等に関
する事業を総合的に行うとともに、国民的課題としての同和問題に対する理解を深める
ための活動を行い、もって地域住民の生活の社会的、経済的、文化的改善向上を図り、
同和問題のすみやかな解決に資することを目的とする」 
（全国隣保館連絡協議会隣保館あり方検討委員会 1994） 
 
その後、全国社会福祉協議会による関与はなくなる。また、全国に点在する民間セツル
メントは 1971 年、日本地域福祉施設連絡協議会を結成、隣保館のみならず地域福祉センタ
ー、公民館、保育所、老人福祉センターなど地域福祉施設も含みこみ、自主的なネットワ
ーク組織として現在も活動を継続している。 
全国隣保館連絡協議会と全国社会福祉協議会、民間セツルメントのネットワークである
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日本地域福祉施設連絡協議会は関わりのない組織としてそれぞれの地域の福祉に関わって
いくこととなる。 
 
（２）同和対策としての隣保館 ～神戸・葺合地区における２つの隣保事業 
 全国隣保館連絡協議会隣保館のみならず同和地区における生活改善について取り組みは
一定の成果がみられた。住民の不安定就労を解消するために職業安定促進講習事業などの
就労支援対策や公共施設の職員としての登用などがとられた。また、隣保館には有給職員
が配置され、相談活動がおこなわれた。住民の生活問題については、奨学金、世帯構成資
金、保育所など様々なサービスが提供された。学力向上のための学級も開かれた。しかし、
これらはあくまで同和対策の一環としてなされたものであり一般地域で活動をおこなう民
間セツルメントは国庫補助の対象外とされた。 
 例えば 1962 年に民間セツルメントである賀川記念館は神戸市葺合区（現在の中央区）吾
妻通に設立された。吾妻通はかつて新川スラムと呼ばれた地域の北部にあたり、1868 年に
開港した神戸港および居留地を神戸市の中核とみたとき、神戸市の中心部を支える周縁、
インナーリングにあたる地である（図 2－2）。新川スラムは神戸港の沖仲仕および、工場
が次々と建設された明治 20年代に成立したといわれている（社会福祉法人イエス団賀川記
念館 1973）。この地は 1909年に賀川豊彦がセツルメント運動をはじめた地であり、まさ
に「複合的不利地域」であった。しかし、国道 2号線を挟んで南側は同和地区として指定、
同和対策に基づく隣保館として神戸市立葺合総合会館が設置された。賀川記念館が位置す
る北部は同和地区外とされ、公的な同和施策の外側におかれた。かつては同じ地区として
扱われ、現在もそれぞれの親戚が互いに住んでいる。ほぼ同一地域における２つの隣保事
業は異なる扱いをうけることになる。１） 
 当時、部落問題研究所に勤めていた山本敏貢は以下のように述べる。1965 年以前の同和
地区内隣保館は周辺地域と関わりながら地方社会に残されている半封建的な社会関係の除
去と、新憲法に基づく新しい地域社会の創造をめざして事業を展開していた。しかし、1966
年以後、隣保館は「部落解放運動の拠点・解放センター」であるとして、部落解放同盟に
よる独占的管理運営のもとにおかれ、事業はこの運動を支える形で展開したという。各種
                           
１）なお、神戸市においては 2005 年、同和対策にもとづく生活文化会館はすべて社会教育法に
基づく公民館と一体化され、市内における隣保館は民間セツルメントである賀川記念館 1 館と
なった。  
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図 2－2 神戸市新川部落地区図 
 
 
 
（安保則夫 2007：273） 
 
の隣保事業は、同和地区住民の生活向上をもたらすものの、他方で周辺地域社会住民との
亀裂を深め、隣保事業・セツルメント事業の利点を喪失したと批判している（山本 1990）。 
1961年に全国の同和地区内外の 125カ所の隣保館に対しアンケート調査をおこなった岡村
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重夫は同和地区における隣保館活動のあり方として以下のように指摘している。同和地区
隣保事業は①特殊な地区だから、同和問題解決の特効薬として必要とされるのでなく、②
地区には社会問題の重複錯綜があり、地区の社会構造がそれに拍車をかけている。③同和
地区は地域全体としてとらえる隣保事業の最も効果的に発揮される地域であり、④隣保事
業を必要とする地域の典型である。そして③それ以外の特殊な条件が同和地区隣保事業を
必要としているのでない、としている（大阪市同和問題研究室 1962）。 
同和地区が抱えていた、同和地区に暮らす住民が抱えていた課題はまさに複合的課題で
あった。しかし、これらは部落差別の結果であり、同和対策によって解消することができ
ると考えられた。同和地区における隣保事業および地域改善に関わる実践は、社会福祉シ
ステムの外側にある“特殊”な事業・取り組みとして存在として進展していくことになる。 
 
（３）地域福祉としての同和対策事業の再評価 
あらためて地域福祉の定義をふりかえってみる。「望ましいとされる快適水準に住民も
しくは地域社会の生活が達していない」ときに、「住民主体の視点に立脚しながら国・地方
自治体、住民組織、民間団体が協働して、在宅福祉サービスを含む社会福祉サービスの拡
充をはかろうとする個別的、組織的、総合的な地域施策と地域活動」が地域福祉とするの
ならば貧困と差別に抵抗し、地区全体での発展に公民ともに取り組んだ同和対策事業はや
はり先駆的な地域福祉実践群だったのではないか。内田雄造は 1970 年代から 1980 年代に
かけて展開された同和地区のまちづくり（部落解放地区計画）は①まちづくりが各地区ご
とに運動として展開されたこと、②部落産業の復興、解放教育、児童福祉、社会保障、住
宅供給などが総合的に追及されるなど日本における代表的なコミュニティ・ディベロップ
メントであったと評価している（内田 2006）。 
同和対策事業が日本の社会福祉制度の枞外におかれるにあたっては、同和問題を純化す
るがあまりの同和地区関係者側の排他性もあったようにも思えるが、糾弾闘争という激し
い抵抗手法を伴いながらも貧困と差別を核とする複合的課題に取り組む同和地区における
実践をうけとめる度量が社会福祉関係者にもなかったのではないか。ともあれ、社会福祉
および地域福祉が複合的課題に地域単位でどう取り組むのかという視点を培う大きな機会
が失われることになったことには間違いないだろう。 
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第 3節 社会福祉協議会によるコミュニティワークの主流化 
（１）コミュニティオーガニゼーションの輸入と地域組織化説の定着 
 特別措置法下での同和地区における地域実践が独自に展開していく一方で一般地域にお
ける介入手法は本格的に発展していく。それはコミュニティオーガニゼーションというあ
らたな社会福祉援助技術である。 
戦後初期における地域福祉にかかわる大きな動きのうちの１つが日本社会事業協会と
前日本民生委員連盟、同胞援護会の団体統合による全国社会福祉協議会の結成であった。
これはＧＨＱ(連合国軍総司令部)から厚生労働省に提案された 6頄目のうちの１つであり、
アメリカにおいて形成されたコミュニティ・オーガニゼーション理論の導入が想定されて
いた。牧賢一、岡村重夫、谷川貞夫らによりアメリカのコミュニティオーガニゼーション
理論が紹介されると当時に、日本社会において社会福祉協議会を主たる推進主体と仮定し
たコミュニティ・オーガニゼーション研究が模索されていった。 
もっとも基礎的な原型となったのは、地域福祉研究を独自の学問領域として確立した岡
村重夫による福祉コミュニティ論である。岡村は地域福祉のための基礎的条件としての一
般的なコミュニティづくりの組織化活動を「一般的地域組織化」とよび福祉コミュニティ
を形成する活動を「福祉組織化」とした。（岡村 1974） 
日本における地域組織化実践とその理論発展は社会福祉協議会の歴史そのものでもあ
る。当初社会福祉協議会の地域組織化は世帯更生資金制度（現在の生活福祉資金制度）の
運営に代表されていたが、徐々に地区住民が比較的狭い地域、つまり小学校区ぐらいの範
域で、住民にわかりやすいテーマから住民自身が活動を展開できるよう支援する、つまり
平たく言えば住民組織化の促進というスタイルに固まっていった。 
牧里毎治によればこのような地域組織化活動は①地域における福祉ニーズの発見、②住
民同士のつながりづくり、③住民参加の促進、④縦割り行政の克服をすすめるものであっ
た。しかし、「住民に普遍的、一般的になじみの薄い尐数者の福祉問題は地域の取り組みと
しては脱落しやすいこと、対策が講じられたとしても慈恵的、温情的な活動に堕してしま
いやすいこと」、「たとえ重篤で深刻な福祉問題であっても、住民の多くに合意を得るため
には無視される傾向がある」という難点をもっていたという（牧里 1985:290）。 
 
（２）コミュニティワーク研究 
1970年代から 80年代にかけ日本社会において高齢化の進展による「在宅福祉、地域福
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祉重視」、「インフォーマルケアの重視」などの傾向が高まった。イギリスにおけるコミュ
ニティケア研究が進むにしたがって、そこに浮かび上がる諸課題に対応する方法としての
コミュニティ・ワークが紹介され、検討されるようになった。 
1986年、岡村重夫はイギリスにおいて近隣社会を単位として取り組まれた実践報告書に
基づいてコミュニティワークの目的、課題、活動内容、基本原則を提示している。「コミュ
ニティ・ワークの本質的な課題（task）は、地域社会生活のあらゆる方面について住民の
関心を刺激し、また自分の地域社会の運営に住民が参加するように仕向ける（enable）と
同時に、地域社会外のことであっても、住民の福祉に影響を与え、また将来の生活を決定
するような政策の決定や計画の過程に対しても、住民が参加するように仕向けるのである。
というのは、コミュニティワークの目的は、地域社会が自らの社会的状況に対して実際的
な自治能力（realistic autonomy）をもつようにすることである。そしてその自治とは、
地域社会が自らの活動を制御する代表者団体を設置したり、地域社会の生活に関連する政
策の策定（policy-making）や計画に参加することを可能にしたり、そして地域社会の内外
にわたる利益を代表することである」と紹介している（岡村 1986）。 
しかし、コミュニティ・ワークとコミュニティ・オーガニゼーションが意味するものに
大きく違いはないという見解も多い（牧里 1985、山縣 1988）。コミュニティオーガニゼ
ーション理論からコミュニティワーク理論に転換したというよりは、コミュニティ・オー
ガニゼーション理論がもつ思想や価値、原則、対象、諸技術などを日本の現状により適応
させ、深化させたものとして受け止められていったといえるのではないか。 
 
第 4節 新たな手法としてのコミュニティソーシャルワーク 
（1）コミュニティソーシャルワークの展開 
 これに対し、1990 年代よりコミュニティの自律性ではなく、あくまで個々人の地域自立
生活の実現、そしてそれを可能とする地域トータルケアシステム形成を重視する手法が新
しく主張されるようになった。コミュニティソーシャルワークである。コミュニティソー
シャルワークはもともと 1982 年、イギリスのコミュニティケアに関する報告書のひとつで
あるバークレイ報告において提唱された概念である。ここでは、カウンセリングと社会的
ケアプランニングの２つの機能を遂行するものとされた。その後、コミュニティソーシャ
ルワークは大橋謙策によって以下のように定義されている。 
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「地域に顕在的に、あるいは潜在的に存在する地域住民の生活上のニーズを把握し、それ
ら生活上の課題を抱えている人や家族との間にラポート（信頼関係）を築き、契約に基
づき対面式（フェイス・ツー・フェイス）によるカウンセリング的対応も行いつつ、そ
の人や家族の悩み、苦しみ、人生の見通し、希望等の個人因子とそれらの人々が抱える
生活環境、社会環境のどこに問題があるかという環境因子に関して分析、評価（アセス
メント）し、それらの問題解決に関する方針と解決に必要な支援方策（ケアプラン）を
本人の求めと専門職の必要性との判断を踏まえて、両者の合意で策定し、その上で制度
化されたフォーマルケアを活用しつつ、足りないサービスに関してはインフォーマルケ
アを創意工夫して活用する等必要なサービスを総合的に提供するケアマネジメントを
手段として活用する援助を行なう。それらの個別援助過程を重視しつつ、その支援方策
遂行に必要なインフォーマルケア、ソーシャルサポートネットワークの開発とコーディ
ネイト、並びに“ともに生きる”精神的環境醸成、福祉コミュニティづくり、生活環境
の改善等を同時並行的にかつ、統合的に推進していく活動及び機能がコミュニティソー
シャルワークである」                     （大橋 2005:12） 
 
 しかし、大橋の定義をよく読めばコミュニティワークがもつ要素、すなわちインフォー
マルケアの活用、開発、他者の課題に対する問題意識の共有や生活環境改善など共通した
ものがかなり含み込まれている。あたかも、コミュニティワーク概念を飲み込んだようだ
が、共通する概念を持ちながらもやはり異なる概念である。コミュニティワークは地域の
自治・自律にもとづき社会変革・地域変革を目指す概念である。それに対し、コミュニテ
ィソーシャルワークは地域ネットワーク形成や地域における総合的なケアシステムの構築
を目指しながらも、究極的には個人の尊厳を旨とした地域自立生活支援をめざすのであろ
う。 
2008年の厚生労働省からだされた「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」報告
書においても、地域福祉を推進する要素のひとつとして「地域福祉のコーディネイター」
を市町村ごとに設置する必要性をのべている。このコーディネイターは専門的な対応を必
要とする地域住民の問題を解決するために様々な専門家、ボランティアなどと連携を図り、
総合的かつ包括的なネットワーク形成や社会資源の活性化を図ることが期待されている。
これは、すなわちコミュニティソーシャルワーカーを意味している。同報告書はあくまで
指針であり、予算措置はないが、市町村社会福祉協議会ごとでのコミュニティワーク実践
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のみならず、コミュニティソーシャルワーク、時に地域包括支援センターや施設法人にお
いてもコミュニティソーシャルワーク実践が期待されている。 
 
（２）コミュニティソーシャルワークにおける複合的課題の発見 
大阪府では 2004年から『大阪府地域総合支援計画』などにもとづき、「コミュニティソ
ーシャルワーカー配置促進事業」を開始し、地域福祉支援計画の補助金が切れた後も、各
市町村ごとでの配置が続いている。イギリスのコミュニティソーシャルワークおよび大橋
が提唱するコミュニティソーシャルワーカーがコミュニティケアという思想を背景に生ま
れている。しかし、大阪府の「コミュニティソーシャルワーカー配置促進事業」はむしろ、
2000年の「社会的援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会報告書」で 
述べられた「心身の障害・不安」「貧困」「社会的排除や摩擦」「社会的孤立や孤独」などが
重複・複合化した課題をめざしている。大阪府地域福祉支援計画推進委員会は大阪府コミ
ュニティソーシャルワークの特徴として①ニーズを顕在化・発見する土壌形成、②住民と
の協働、③住民活動におけるモニタリングや継続的見守り機能の育成、④個人の問題の共
有化の 4点をあげている（大阪府地域福祉支援計画推進委員会・コミュニティソーシャル
ワーカー検討部会 2008）。 
表 2－1 は 2006年度に大阪府下のコミュニティソーシャルワーカーによって実際に取り 
組まれた事例の一部である。本人と家族、地域社会との関係に大きな課題があり社会的
に孤立していたり、高齢・障がい・児童などの各分野が重複している家族のケース、権利
擁護システムの未整備により対応が不十分なケースなど複合的で多問題、および地域から
の孤立しているなどの課題が多数存在している。コミュニティソーシャルワーカーは住民、
ボランティア、専門職間にネットワークをはりながら、チームを構築しながら課題解決に
むけてのアプローチを図っている。なお、コミュニティソーシャルワーカーの配置事業は
大阪府下に設置されている隣保館においても取り組まれている（大北 2012）。もともと貧
困と社会的排除の問題に取り組んできたのは隣保館のはずだった。公設公営、まるがかえ
運営の中でかつて水平社運動がめざした“よき日”とは、部落解放運動がめざした“人間
の尊厳回復”とは、何であったのだろうか。 
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表 2－1 大阪府コミュニティソーシャルワーカーが対応した事例の概要 
事例の概要 キーワード 問題および相談状況 
ゴミ屋敷のリセットで社
会的孤立からサービス
利用へ援助 
一人暮らし高齢者・ゴ
ミ屋敷・サービス拒否 
集合住宅でくらす 70 代の虚弱高齢者の自宅がゴミ屋
敷状態に。本人は民生委員、ケアマネージャーらの訪
問を拒否。困ったケアマネージャーが CSWに相談 
地域住民との葛藤を抱
える精神障がい者への
側面的支援 
精神障がい者、民生
委員・児童委員、地域
組織化、福祉組織化 
親への暴力により一人暮らしをする精神障がいをもつ
男性が発する昼夜を問わない大声に、マンション住民
が困惑。民生委員から CSWに相談 
親亡き後の 50代の障が
い者姉妹の支援 
精神障がい、親亡き
後、権利擁護、チーム
アプローチ 
両親が死亡し、知的障がいのある姉と統合失調症の妹
が残され、生活が困難に。葬式時に異変を察知した住
民が CSWに相談 
徘徊する若年症アルツ
ハイマーの母親を介護
する家族の支援 
徘徊、若年性アルツハ
イマー、若い介護者、
子育て支援 
子育て期にある若年性アルツハイマーの母親が子ども
をつれて徘徊する事案が発生。たまたま参加した認知
症家族会の役員が対応に苦慮し CSWに相談 
50 代のアルコール依存
症の男性の見守り 
小地域活動によるセー
フティネット、アルコー
ル依存症、精神障が
い、看取り 
タクシー運転手の 50 代男性がてんかんの持病から休
職したため収入が途絶え困窮状態に。男性が通う酒屋
さんが男性の栄養状態が心配になり、CSWに相談 
高齢者夫婦に対する悪
質業者からの被害を防
止するための高齢者支
援 
悪質業者、コンサルテ
ーション、地域の福祉
力 
悪質業者によってリフォームしてしまった高齢者夫婦に
再度リフォームの勧めが。リフォームによって夫婦関係
が悪化。困った夫が CSWに相談 
判断能力の乏しい一人
暮らし高齢者をねらう悪
質リフォーム業者への
危機介入 
一人暮らし高齢者、悪
徳商法、社会的孤立、
危機介入 
半年前から、80 代の一人暮らしの男性宅にリフォーム
業者 3 社が出入り。男性がリフォーム業者に連れ出さ
れたという情報が、校区福祉委員会がおこなう相談窓
口にはいり、CSWに相談 
 
大阪府地域福祉支援計画推進委員会・コミュニティソーシャルワーカー検討部会（2008）から 
筆者作成 
 
41 
 
（３）同和地区における隣保館による新たな取り組み ～大阪・萱野地域における試み 
 同和対策事業に関わる一連の特別措置法が 2002 年 3月に完全失効し、隣保館に関わる事
業は一般対策へ移行するものとされた。1969 年の同和対策事業特別措置法以後、生活・地
域改善がみられた同和地区であったが、同和対策が終結した現在、部落解放運動が活発で
あった地区においても、①比較的収入のある若年層が流出、かつ生活困難層が流入、②尐
子高齢化の激化、③学歴の低下状況と就職困難者の増大、④部落民という意識の希薄化と
いった状況に悩まされているという（４地区共同まちづくり研究会・大阪市立大学都市研
究プラザ 2012）。 
しかし、同和地区においても新しい取り組みがはじまっている。大阪府箕面市の中心部、
にある萱野人権文化センターでは指定管理制度にもとづき 2010 年より地元の特定非営利
活動法人による幅広い多角的な事業がおこなわれている。萱野地域は世帯 200世帯、人口
は約 500 名という小規模な同和地域である。1969年、部落解放同盟大阪府連合北芝支部が
結成されたが当初は、環境改善や生活基盤の底上げを求めてというよりは同和対策事業の
受け皿として「支部」が誕生した。しかし、その後差別糾弾闘争をへて、70年代、80年代
部落解放運動が展開された。 
1990年代にはいり、行政依存から住民が主体となったまちづくり、地域福祉を検討する
動きがはじまる。1994年の萱野文化・青尐年会館が「らいとぴあ 21」としてリニューアル、
市民活動グループの拠点としても機能するようになり、地区住民と外とのつながりが生み
出された。さらに 1995 年におこなわれた同和対策事業の道路をコミュニティ道路として整
備するあたり実施された道づくりワークショップは地区内の公的事業を住民団体の幹部と
行政との協議し、住民に知らしめるという方式から北芝地区住民、周辺住民が対話・参加
しながら事業をつくりあげる方式へと転換する機会となった。すなわち、①部落完結型運
動から地域まちづくり運動へ、②「地域代表者との話し合い」から「市民主体」、③「画一
的発送」から「オルタナティブ発送」多様性の時代へ、④コンセンサス（合意形成）の重
視、⑤地域住民との「協働」、⑥コミュニティ分権の時代へと転換させたと指摘されている
（北芝まんだらくらぶ編 2011）。 
特別措置法終結後に地域施設の民間委託が予測される 2001年、「萱野地域で、暮らしづ
くりの協働行動を起こそうとしている個人や地域の中で活動する NPOグループの応援団と
して、活動資金や相談、情報発信などの支援を行い、人と人、組織をつなぐネットワーク
として機能する」ことを目的に特定非営利活動法人暮らしづくりネットワーク北芝が発足
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させた。現在、部落解放同盟大阪府連合北芝支部、特定非営利活動法人暮らしづくりネッ
トワーク北芝、北芝まちづくり協議会、収益事業団体として設立された北芝まちづくり合
同会社などの連携のもと、福祉を中心としながらも、福祉にとどまらず教育、居住などに
関わる新たな拠点・組織を創出している。2011年には特定非営利活動法人がパーソナルサ
ポートセンター事業を受託、それまで対応策が欠落していた若年層もうけいれる地域シェ
ルターを北芝まちづくり合同会社と特定非営利活動法人が連動して開設、萱野地区のみな
らず箕面市全域、そして箕面市を越えた新たな事業の開発と整理を繰り返している。 
 内田雄造はこのような萱野地区の実践を特別措置法終結後の新しい動きとして、地区外
居住の部落民を含む運動を模索しながら従来の部落解放運動、特に特措法下のコミュニテ
ィデべロプメントの経験や蓄積を活かし、新しい運動論・組織論に基づく新しいタイプの
コミュニティデベロップメントが展開されている、現代社会に対する一つの先進的な開か
れた福祉社会モデル構築と評価している（内田 2010）。 
 
第 5節 おわりに  
 さて、本章では「地域福祉は「複合的不利地域」を捉えたのか」ということを問うてき
た。もっとも最近取り組まれている手法であるコミュニティソーシャルワーク実践は 2000
年の「社会的援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会報告書」で指摘
されている複合的課題への対応を一部実現しつつある。しかし、これはあくまで、個々人
の、個々の家族がもつ複合的課題への対応であり、その地域がもつ複合的課題への対応と
なっていないのではないか。もちろん、コミュニティソーシャルワークは複合的課題をも
つ個人、家族を支援するサポートネットワークの形成を目指す。が、ここでみるべきは「複
合的不利地域」がたまたま複合的課題をもつ個々人が暮らしている空間ではなく、そうい
った人達を生み出し、また引き寄せる磁場であるということである。この磁場にどう立ち
向かうのかが問われているのだ。 
現在のコミュニティソーシャルワークは地域社会の奥底に眠る複合的課題を生み出し
拡大する装置へのアプローチまで踏み込めていない。いや、都市そのものがひとつの排除
システムであり、真に地域における社会的包摂をめざすということは都市の再構築に挑戦
するということではないのだろうか。残余的福祉という立場からは社会的包摂は望めない。
排除的都市の補完システムとしての地域福祉ではなく、包摂的都市の構築に挑戦する地域
福祉の方法が必要とされている。地域福祉とは創造的で人間的な営みではないのか。 
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 次章においては、同和地区とおなじく歴史的な複合的課題を抱えながらも、部落民でも
なければ、日本国民でもないため、同和対策および社会福祉制度の外側で独自の地域福祉
実践を発展せざるをえなかった在日コリアン集住地域における地域福祉について取り上げ
たい。 
 
 
 （内田 2010）                                        
表 2－2 同和地区のコミュニティディベロップメントの変容タイプ 
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第 3章 東九条における複合的課題の集積 
第 1節 東九条の歴史 
（１）京都における朝鮮人の流入 
「近年本市に於ける朝鮮出身者の流入は極めて著しきものあり、而も之等多数朝鮮出身
者の流入に依りて惹起こされつつある問題は、失業問題、居住問題、児童問題、融和問
題等各方面に亘ると共に、其の性質亦極めて微妙なる関係におかれ、その解決の容易な
らざるを思わしむるのである。」              （京都市社会課 1937） 
 
これは 1936 年に京都市が実施した『市内在住朝鮮出身者に関する調査』の冒頭の調査
趣旨についての文章である。同報告書によれば朝鮮半島において生活に困窮した農民労働
者たちが大正末期以降著しく内地に渡航、政府当局および総督府における対策が講じられ
てはいるが、渡航者たちの多くが都市に集中、密集部落を形成したという。「朝鮮出身同胞
労働者の住宅は或は河川敶その他の空き地を利用して無雑作に立て連ねられた掘立小屋、
町はずれのほこりっぽい地域にゴミゴミと群衆した長屋として急遽」都市に出現したとし、
これら移住朝鮮出身者に対する適切な対策をもつべきだとしている。 
しかし、京都における朝鮮人集住地の形成にあたっては流入した朝鮮出身者の事情だけ
でなく、受け入れた京都市の事情もある。京都における在日朝鮮人史を研究している高野
によれば、朝鮮人は土木建設労働者として 1880年代からはじまった京都市の市域拡張とそ
れにともなう都市計画事業を底辺からささえてきたという。京都の近代都市化と密接な関
係があるというのだ。韓国併合に先立つ 1906年頃から山陰線鉄道工事、1909年前後には
宇治川水力発電工事に朝鮮人労働者が働いていた記録があった。1920 年～30 年代から本格
的な流入がはじまり、当初は男性が単身で渡航していたが、1930 年代以後は家族で暮らす
ように変化している。 
京都市内に流入した朝鮮人は典型的には不良住宅地区、すなわち被差別部落内および、
不良住宅地区周辺に暮らすといわれているが、高野によれば京都市に編入された新市域で
暮らすようになった朝鮮人も多い。いずれにしても、都市計画事業を底辺からささえる土
木建設労働者として、あるいは染色業や西陣織など、零細工場の労働者として朝鮮人労働
者は年々増え、1941年には 8万人を越えていた。 
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                 高野 （2010：12） 
表 3－1 京都在住朝鮮人の人口 
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表 3－2 主だった東九条の歴史（～1945 年） 
江戸時代 
1872年 
1876年 
1877年 
1888年 
1902年 
1918年 
1924年 
1925年 
1929年 
 
1930年 
1932年 
1933年 
1935年 
東九条村（辻子・烏丸・御領） 
東九条陶化殿で紀伊郡第二区東九条校設立（旧陶化小学校） 
京都－神戸鉄道開通。 
京都停車駅（七条ステンショ）設置（現在のＪＲ京都駅） 
京都市隣接町村第 1回編入 
京都市隣接町村第 2回編入 
京都市隣接町村第 3回編入（東九条他 18ヶ町村京都市に合併） 
京都共済会、山王町に「東九条公設質屋」設置 
京都協助会、岩本町に協助会館建設 
朝鮮基督教京都南部教会（現在日大韓基督教京都南部教会の前身）設
立 
陶化第二校新設（旧東和小学校） 
陶化第三校新設（旧山王小画工） 
京都共済会第 6社会館竣工・東九条職業訓練所設立 
東九条一帯の土地区画整理事業着手 
京都市社会課「市内在住朝鮮出身者に関する調査」実施 
東九条まちづくりセンター（2012） から筆者作成 
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（２）東九条の概要 
東九条とは新幹線の乗車駅も兹ねるＪＲ京都駅のすぐ南側に位置する交通至便な場所
に位置する。2010 年の国勢調査では 16,325人が暮らしているとされるが、1965 年では現
在の 2倍に近い 30,986人が暮らしていた。最東部の北隣は京都市最大の被差別部落・崇仁
地区であり、先の分類に従えば、不良住宅地区周辺となるだろう。被差別部落に対する差
別意識はまだまだのこっているが、東九条もかつて「東九（トンク）」と呼ばれ、地域その
ものが差別の対象であった。 
東九条は３つの旧小学校区、すなわち山王学区、陶化学区、東和学区、38ヶ町で構成さ
れているのだが１）、いずれにしても東九条の最大の特徴は外国籍住民の割合の高さである。
元陶化小学校区で 19.8％、元山王小学校区で 11.0％、元東和小学校区で 7.5％となってい
る。外国籍住民の割合は国勢調査のたびに減っているのだが、年々、帰化によって日本国
籍を取得したり、日本人との通婚率が増しているため日本国籍であっても外国文化をルー
ツにもつ住民が逆に増えていることに注意を払う必要があるだろう。 
もうひとつの特徴は尐子高齢化の進展である。高齢化率でみれば山王学区で 28.0％、陶
化学区で 28.4％、東和学区で 22.7％であり東側で尐子高齢化が進んでいる。 
同じ東九条でも元学区・町ごとでかなり様相は異なる。北端の一部は八条口であり、複
合商業施設や観光客向けのホテル、飲食店や娯楽施設の歓楽街も立ち並ぶ。しかし、その
一角を過ぎれば、古い建物が目立つ街並みに変わる。特に河原通の東側にはいるとその傾
向は強まる。 
東側を流れる鴨川の河川敶にはかつて不法占拠地区が形成され、北東部にある通称４ヶ
町（北河原町・東岩本町・南河原町・南岩本町）は戦後から長らくの間スラム的様相を呈
してきた。京都市全体からみれば東九条全体が“特別な地域”であるが、東九条全体から
みれば、河原町通から東側、特に４ヶ町と０番地とよばれた不法占拠地区が“特別な地域”
であり、これらの地域の存在ゆえにが“自分たち”がいわれもない差別をされるという認
識であった。この 5町は外国籍住民の割合、高齢化の割合は共に高い傾向にあり、特に不
法占拠地区がかつてあった東松ノ木町では高齢化率は 42.9％、外国籍住民の割合は 55.6％
と高い。 
 
                           
１）東九条にあった山王・陶化・東和小学校と陶化中学校は 2012年 4月に統合、小中一貫校凌
風学園として出発した。 
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図 3－1 京都市東九条の位置 
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東九条まちづくりセンター（2012） 
図 3－3 町別外国籍住民割合 
 
図 3－2 東九条における人口の推移 
（1965年を 100とした場合の指数） 
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（３） 東九条の形成～在日コリアンの集住と地域課題の深化 
①京都市における在日コリアンの集住 ＜戦前＞ 
東九条は京野菜の九条ねぎの産地でもあり、もともと農家が点在する地域で河原町通よ
り東は田畑が広がる閑静な田園地帯であった。平安京では九条三坊・四坊にあたり、1868
年（慶応 4年）には京都府紀伊郡東九条村とよばれた。 
戦前の東九条における在日コリアンの集住過程については高野昭雄と宇野豊の研究に
詳しい。交通網の整備にともない工場等が増加、1920 年代から 1930 年にかけて朝鮮人が
暮らしはじめ、繊維・染色業に、また鴨川の護岸工事、東海道線の複々線化工事などの京
都市都市整備事業に従事したという。 
また 1925 年に建設された東九条岩本町に京都協助会の協助会館も増加の一因といわれ
ている。京都協助会とは 1924年、朝鮮人に対する宿泊や、職業紹介、人事相談、貯蓄奨励
など「社会教化事業」の実施を目的として発足した団体である。 
以後東九条は京都最大の在日朝鮮・韓国人集住地となった。北隣に京都市最大の同和地
区であった崇仁地区があり、貧困な層を受け入れる土壌があったことも集住の一因とされ
ている（宇野 2001）。２）３） 
 
②住環境をめぐる問題の深化 ＜戦後＞ 
戦後まもなく国鉄京都駅の南側、八条口には闇市が形成され、引揚者が崇仁・東九条に
流入した。戦後、朝鮮半島に帰国しようとした他地域の朝鮮人たちが駅の南側にある八条
口にきたものの本国の不安定な情勢についてしり周辺地域にとどまったという説もある。
ともかく、駅南側に崇仁学区の屋形町からこれに隣接する山王学区 4ケ町の高瀬川沿いに
はバラックなど不良住宅地域が形成された。京都駅を往来する列車の車窓からはちょうど
鴨川の沿いのバラックの風景がみえる格好になったのだが、国際文化観光都市をめざして
いた京都市にとっては居住者の生活問題よりもスラムの存在そのものが頭の痛い問題であ
り、クリアランス事業がおこなわれた。４）そのような時代におこったのがオールロマンス
                           
２）以下の文献に詳しい。宇野豊（2001）「京都東九条における朝鮮人の集住過程（一）」『研究紀要』
世界人権問題研究センター pp43－80  
３）戦前、崇仁地区にも在日コリアンが集住していた。また、逆に東九条にも崇仁地区出身の住民が
尐なからず居住しており、生活、自治、運動といったあらゆる面において同和地区出身者と在日コ
リアンとの関わりがある。 
４）例えば 19 62～63 年には東海道新幹線敶設のため東九条に隣接する屋形町から強制立ち退きが実
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事件である。 
オールロマンス事件とは、1951 年 10 月に発行された雑誌『オールロマンス』に京都市
職員が崇仁および東九条に形成されたバラックに暮らす人々をモデルにした「特殊部落」
という小説を発表した事に端をする差別糾弾闘争である。当時の部落解放委員会は小説に
おける「目やにとうそう、はてわみっちやのハナたれ子たちが、ほとんど裸体に近い風俗
でたわむける空き地がある。」「昨日のぞう物は仕末
マ マ
もつかず、片偶
ママ
にハエのちよおりよお
にまかされきつて異臭が鼻をつく」などといった表現をとりあげ、この小説は部落差別を
煽るものとし、そのような実態を放置してきた京都市の責任を追及した。以後务悪な生活
実態を放置した行政責任を追及する闘争は全国に広がり、1965 年の国の同和対策審議会答
申につながっている。しかし、オールロマンス事件以降、京都市の同和対策に基づいて建
設された改良住宅には属地属人方式５）がとられたため、周辺に暮らしていた在日コリアン
が東九条に流入せざるをえなかった。クリアランス後も東九条における木造老朽アパート
が密集する状況はかわらなかった。 
労働・健康などあらゆる側面で課題があったが、もっとも東九条において最も深刻な問
題はやはり居住をめぐる問題、すなわち住宅であった。北東の通称 4ヶ町に位置する民間
セツルメントである希望の家が1968年3月に発行した通信においてこのような描写がある。 
 
「四畳半位の部屋には、家族 5，6人と言うのはざらにあるのです。主人は仕事から疲れ
た体を横たえるに狭い部屋では子供たちがじゃまになる。子供達は外に出て、遅くまで
家に帰らない又、子供が多くては生活も困まる訳で、母親は昼間内職に出かける。学校
から帰った子供は冷たい家の中にはいっても面白くなく…。こんな訳で非行に走る子供
もいない訳でない。成長した子供は教育もなく良い仕事につけない。やけくそになって
生活がみだれる………。こんな人生の繰り返しが東九条だったのです。」6） 
 
住環境が生活に与える悪影響を表現している。何度も火災が発生している。1966 年、1967
年におこった火災では死者がでた。住民側からも地域改善を求める動きが生まれ始め、同
                                                                                 
施された。 
５） 同和対策事業の対象者の選定にあたり、同和地区に住む部落民であることを条件とすることを
言う。ゆえに、部落民ではない在日コリアンは対象外となる。 
6） 1968 年 3 月地域福祉センター希望の家発行『希望の家新聞』25 号より 
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年、当時の富井京都市市長はようやく「東九条地区住民の生活上の実態は、憲法に規定す
る基本的人権並びに社会福祉にかかわる重要な社会問題である」という認識をしめすこと
になる。 
 
③京都市による東九条対策の開始～1969年東九条実態調査 
1968年、京都市が東九条対策をおこなうにあたって、同志社大学に実態調査が委託され
る（東九条実態調査研究会 代表小倉襄二）。この調査では、東九条のなかでも多く課題が
集中している 4 ヶ町内の全世帯を 1079 世帯、3658 人を対象とした面接調査方式がとられ
た。調査内容は①職業を中心とした住宅・疾病・子どもの問題、②生活内容（家計簿によ
る事例調査）となり、基礎資料をつくることを基本的任務とされた。 
報告書執筆責任者である三塚武男は労働問題という視点から、東九条の形成過程と地域
構造について分析している。「今日における底辺労働は、一般に低賃金・無権利労働として
位置付けられているが、雇用・労働における差別を基底に従属（寄生）的なわが口の独占
資本を頂点とした重層的な系列・下請制による支配と搾取の（ピラミッド型）機構にとっ
て不可欠なもの（最底辺部門）として構造的・体系的に組み込まれている」としている。 
東九条は国鉄京都といった交通上のターミナルに接しており、「生産的な工業地帯」と
盛り場や歓楽街といった「消費地域」にも近い。ターミナルや工業地域で発生する単純・
重筋肉労働や消費地帯で発生する種々雑多な労働力を民族差別および部落差別をテコに供
給する「最大の密集＝貯水池」として形成されたと説明している（図 3－4）。 
 
図 3－4 スラムの立地条件 
 
（三塚 1970） 
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表 3－3 『東九条実態調査報告書』の経緯 
1967年 8月 
 
 
1967年 9月 
1967年 10月 
1967年 11月 
1968年 9～10月 
1969年 2月 
1969年９月 
1971年 
・火災による被災者同盟結成および対市交渉 
・市長から生活と健康を守る会へ文書回答（東九条にお
ける抜本的対策を計画することを表明） 
「京都市スラム対策基本計画」 
「東九条を住みよくする会」結成 
予備調査 
調査実施 
第１次報告書提出 
最終報告書 
「東九条地域社会福祉パイロットプラン」 
 
また、前住地と階層、転入理由の分析から 86％の生活保護層が他地域から流入している、
親の代から東九条に暮らしてきたわけではなく、「立ち退きにあって」「家賃が安いから」
「他に行くところがない」など「住居上の理由」により他の地域から流入してきているこ
とも明らかにしている。 
結論として東九条にくらす住民の生活問題として①超過密居住の住居環境、②务悪な生
活環境、③健康問題、④朝鮮人世帯の労働・生活条件の低位性の 4点をあげている。「在日
朝鮮人は、たとえば国民金融公庫、国民健康保険制度、国民年金保険制度および公営住宅
さらには生活保護行政においても、子どもが朝鮮人学校へ行くと教育扶助は適用されない
など、基本的な社会的生活手段の利用からの制度的な閉め出されている」。ことを厳しく指
摘し、この改善を訴えている（三塚 1970）。 
京都市はこれ以後、1985 年 10 月に「東九条地区整備に関する調査報告書」、1993 年 1
月に「松ノ木町 40番地生活実態調査委員会」「東松ノ木町 40 番地に関する調査報告書」を
作成している。しかし、4000人の生活実態を調査する大規模調査はこれ以後みられず、東
九条が抱える課題を単なる一地域の特殊な貧困問題ではなく社会構造的なものであること
をデータに基づいて立証した意義は大きい。 
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④ 住環境をめぐる闘いと住環境整備計画 
～東九条対策の行方・「東九条福祉地区まちづくり計画」の終焉 
1968 年の実態調査をうけ、1972 年に「東九条地区パイロットプラン」が発表された。
これをうけて 1972 年に南岩本町に隣保館に準ずる施設としての京都市生活館が、1978 年
に公設民営の山王保育所が開設されたが住環境改善自体は進まなかった。 
地域の密集居住の状況は変わらず 1980 年代にはいっても火災はつづき、1982 年の老朽
木造アパートの火災では死者がでた。これをうけて京都市役所内に東九条改善対策協議会
が設置、ふたたび 1985 年に東九条実態調査がおこなわれた。1988 年に策定された「東九
条地区改善中・長期計画（素案）」では、①防災環境の整備、②老人福祉の推進、③教育・
文化の充実、④地域環境の整備、⑤「希望の家」の社会福祉法人化とその援助、⑥東九条
対策総合調整部門の設置の６つの主要課題別施策が打ち出された。 
しかし、またもや地区改善そのものは進まなかった。1990年代にはいると前年におこっ
た地上げ問題などを契機に、住民組織と行政が合意、1994 年に『「東九条福祉地域まちづ
くり計画」のお知らせという文書』が 4ケ町住民に配布され、1995 年より実行、建て替え
が進んだ。このまちづくり計画は本来 10 年計画であったが進行は大幅に遅れ、2011 年に
完成した南岩本市営住宅をもって概ね一段落がつくことになる。この計画により、合計 3
カ所に市営住宅が建設されるなど住環境整備は進んだ一方でいまだ老朽アパートも現存し
ており、空地も目立つようになってきている。7） 
 
写真 4－2 移転後廃屋になった診療所   写真 4－3 診療所の取り壊し後の空き地 
     
                           
7）戦後の東九条の歴史、これまでのまちづくりの経緯については『東九条を知るために』（発行：
特定非営利活動法人東九条まちづくりサポートセンター）に詳しい。また特に 4 ケ町にまちづくり
に関しては『地域と共に 50 年‐希望の家創立 50 周年記念誌』に詳しい。 
（筆者撮影） 
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図 3－5 京都市東九条地区事業計画概要図（住宅市街地総合整備事業） 
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第2節 東九条における地域課題の変遷とその構造  
（１） 東九条における地域課題の変遷 
東九条の形成と変容は地域における諸課題の発生と積み重なりの歴史ともいえる。すべ
ての問題を挙げているわけではないが、その時代時代に主に課題になったテーマを図化す
ると図 3－5のようになる。目にも見え、たびたび新聞にも取り上げられ、また住民運動の
中心となってきたテーマは住宅である。 
住宅問題はスラムの形成とクリアランス、公営住宅建設運動および老朽化した民間アパ
ートの残存と様相は時代時代によって異なるが東九条にとって根幹的な課題である。なお、
これに密接に関連するのが不安定就労の問題である。1950 年代～60年代のバタヤ（廃品回
収業者）における「寄せ屋」「寄せ子」関係は象徴的である。宇野豊によると「寄せ子」は
「寄せ屋＝親方」にバタ車を借りて廃品を集め、親方のところで売って金をもらい、家も
親方から借りる。一人の「寄せ屋」につき 10人から 50人の「寄せ子」がおり、巧妙な搾
取形態であったという。しかし、無一文で転がり込んだ困窮者たちが手早く職と住居を得
る手段でもあり、地域のコミュニティを形成する上で大きな役割を果たしていた（宇野 
2007）。 
これに、児童問題や高齢者問題が重なり、地域アイデンティティの問いなおしが重なっ
てくる。そして、根底に流れているのは日本人と在日コリアンの間、民族をめぐるコンフ
リクトである。住宅問題が地域課題の中心となり得るのは民族の立場を超えて議論できる
という点もあろう。特に、4 ヶ町の住民層は「3分の１が在日コリアン、3分の１が被差別
部落出身、3分の１その他」といわれており、民族を前面に押し出した場合分裂がおこり
かねない。住宅問題はその点を回避できる利点もある。東九条におこる地域課題の背景に
は常に複数の要素が絡み合い、複合的課題となっている。 
以下、主な地域課題として続いている、「住宅をめぐる問題」「民族差別・多文化をめぐ
る問題」「高齢者をめぐる問題」について再度検討する。 
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図 3－6  東九条における主な地域課題の変遷 
 
1920年代   戦後     1950 年代      1980 年代      1995 年以降    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）東九条における主な地域課題 ～その１ 住宅をめぐる課題 
①生活の基盤としての住宅 
住宅は、個々人の健康で文化的な生活環境を基盤から支える。毎日の日常生活やその
時々のライフサイクル、つまりそれぞれの幼児期、学童期、青年期、中年期、熟年期、老
年期にふさわしい生活環境が必要とされる。住宅は地域社会の一員としてその人が認識さ
れ、住民登録によって行政的に、社会的に位置づけられるにあたり肝要な拠点である。 
貧困状態にある人びとは社会の中で居住においても不安定な場におかれてきた。生活困
窮および地域社会からの排除は居住状況に端的に表れる。日本においてホームレスは「野
宿状態」を意味するが、ヨーロッパ諸国では Houseless(野宿者および一時宿泊施設・収容
施設に宿泊するもの)、Insecure accommodation(Houselessおよび親戚・友人等の部屋に
住んでいる物や不法に住居を占拠している者など不安定な形態で住宅に居住しているも
の)、Intokerable housing（その居住する住宅の水準が社会的に許容可能な水準に達して
いないもの）なども含むなど幅広い概念である（長谷川 2005）。 
岩田正美は暮らす貧困状態にある人びとの住空間として以下の 6つの類型をあげている。
貧困者は貧しいだけでなく社会関係から排除されており、保証人や地域住民としての証明
・民族的アイデ
ンティティを
め ぐ る問題
（地域文化） 
・１人暮らし高
齢者問題 
・高齢者ケア
全般の問題 
・不安定就労 
・児童問題 
地域社会における日本人と在日コリアンとのコンフリクト（民族差別） 
在
日
コ
リ
ア
ン
の
流
入
・集
住 
 
ス
ラ
ム
形
成
と
ク
リ
ア
ラ
ン
ス 
 
劣悪な住環境の改善 
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がない。また切れ切れの労働ゆえに 1カ所への定住ができず、不安定な居住状況におかれ
やすいという。東九条はまさにこの 6つの類型が集合する地域である。 
 
表 3－4貧困状態におかれた人々が暮らす空間 
住宅 ① 安価で低質なアパート群 
② 低所得層向けの公営住宅 
住宅以外 ③ 労働者住宅（寮） 
④ 旅館・宿泊所・簡易宿泊所（ドヤ） 
安価なビジネスホテル・カプセルホテル 
⑤ 社会施設（社会福祉施設・病院・刑務所などの
矯正施設） 
⑥ 飲食店（ファーストフードなど）・娯楽施設 
岩田（2008）から筆者作成 
 
東九条においては 1920年代、周辺地域から在日朝鮮人をはじめとした工場労働従事者
として集住しはじめた頃より不良住宅地区が形成された。冒頭に引用した『市内在住朝鮮
出身者に関する調査』（1937 年）においても、治安・保健・財政・経済・文化的に極めて
大きな課題があると指摘されており、当時の東九条岩本町が以下のように記述されている。 
 
「土地は平坦であるが湿地であり住宅地として不適当のものと思われる。家屋は瓦葺、ト
タン葺の木造平屋建長屋が主であつて棟数は二八、戸数七三である。建物年齢は約二三
十年であるが相当荒廃している。一戸の大きさは大体四畳半及び三畳の二間出あるが数
世帯群居せる者多く、その世帯数一二七、人員五六四である。」 
（京都市社会課 1937） 
 
戦後は京都駅の近隣といった地理的条件から崇仁地区から東九条にかけての鴨川沿い
にバラック形成は繰り返されている。住民たちは不安定労働・低所得・被差別のため低質
な住宅に住まざるを得なかった。いや暮らしをえただけましであったのかもしれない。し
かし、バラックは①景観上・美観上の問題、②衛生上の問題、③防災・火災対策上の問題
をもっており常にクリアランスの対象となってきた。 
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早川和男は「住宅は人権」「住居は福祉の基礎」であると居住福祉の概念を提示した。
人々の長い人生の中で発生する疾病、失業などにより貧困状態に陥らないために所得保障
や人的サービス、社会福祉施設などが存在しているが、これらを支えているのが住宅と生
活環境である。住居は個々が使用する私的な使用財、個人の財産であると同時に社会的な
財産であるという。人々の居住を守ることこそが福祉の基礎であると、東九条でおこった
ような住民による居住運動は世界的には珍しくないという（早川 1995）。 
 
②公営住宅建設運動とその後の課題～ハウジング・トラップ 
その後も東九条の民間アパートには外部からここにしか暮らせない人びとが不動産業
者などによってあっせん入居するという構造が残っている。このような中、火事が発生し
各種の住民組織は密集・老朽化した住宅を改善するための運動、公営住宅建設を基軸にお
いてコミュニティ整備事業を目指すこととなった。結果として山王学区の 4 ヶ町、陶化学
区の松ノ木町において市営住宅整備が進んだ。これは住民が望んだことでもあり、長年行
政と話し合いをつづけてきた成果ともいえる。その結果、現在東九条には 8 カ所の公営住
宅が建設されている。しかし、公営住宅の整備が東九条の問題を解決したのだろうか。 
ハウジング・トラップという言葉がある。ハウジング・トラップ現象とは住宅政策によ
って特定の社会階層を特定の住区や住棟に集積させていく現象である。公営住宅はその世
帯の生活を安定させる効果はあるが、所得があがれば制度からの保護を失い、高家賃の負
担や住宅水準の低下など困窮が深まる方向への変化が予想されることから定着を選択せざ
るを得ない（山口 2005）。また、コミュニティ整備事業にもとづいて建設される住宅に入
居にあたっては一定年数以上特定の老朽住宅に暮らしていたなどの入居資格が存在し、指
定地区以外また比較的最近転入してきた住民は入居できない。東九条マダン実行委員会前
代表で現在東九条 CAN フォーラム代表の朴実は、以下のようにこれまでの住環境整備中心
のまちづくりに疑問の声を投げかけている。 
 
「確かに住環境が整備され、まちの概観はすっかり変わりつつありますが、その一方で空
き地が多くなり、かつての東九条ならではのまちの活気や、文化、人情、風景、臭い、
おとなどが失われつつあります。」８） 
                           
８）京都・東九条ＣＡＮフォーラム設立総会における朴実の発言 2009 年 5 月 10 日 於：故郷
の家・京都 
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表 3－5 東九条にある公的住宅 
   住宅名 戸数 建設年 元学区 
市営住
宅 
①  岩本市営住宅 64戸 1982年 
山王 
②  東九条市営住宅 79戸 1995年 
③  南岩本市営住宅 50戸 2002年 
④  高瀬川南市営住宅 75戸 2004年 
⑤  東岩本市営住宅 85戸 2011年 
⑥  南烏丸市営住宅 334戸 1985年 東和 
⑦  東松ノ木団地 86戸 1996～2004年 
陶化 公団住
宅 
⑧  
松ノ木町団地 701戸 1976年 
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持ち家政策がとられている日本社会において、公営住宅建設は数尐ない住宅のセーフティ
ネットであり、東九条のまちづくりにおいては大きな争点ではあった。しかし、特に高齢
であったり単身家庭であったり福祉的ニーズを強くもつ住民がよりよく生きていくために
は、安心して暮らせる住宅というハードのみが重要なのではなく、生活全体を支える全体
の仕組みであったり、朴実が指摘するように住宅が位置する地域全体がどのような地域で
ありたいのか、それを成り立たせる方策を検討する必要があるのではないか。 
 
（３）東九条における主な地域課題 ～その２ 民族差別・多文化をめぐる課題  
①住民に刻みつけられた差別の歴史 
地域がどうあるのか、というのは地域アイデンティティに関わる問題である。東九条の
地域アイデンティティの中に在日コリアン文化が含まれているのか、含まれていないのか
という問いには簡単に答えがだせない。住宅問題と並んで、長らく東九条が抱えてきた問
題は 1920 年代以降新たな住民層となった在日コリアン住民と日本住民がどのように同じ
地域で暮らしていくのかという問題であるからだ。両者の間には長い間コンフリクトが存
在している。 
「鰯が魚か、朝鮮人が人間か」という言葉が昔あったという。豊富にある鰯は“魚”で
もなく、また同じように在日コリアンは“人間”ではないことを意味する。外国人が日本
社会で暮らすにあたって経験する人種差別、民族差別は半ば宿命的なものになってしまっ
ている。 
在日コリアンは日本社会において 100 年間様々なかたちで民族差別をうけてきた。佐々
木てるは 1910 年の韓国併合以後の帝国日本による植民地政策は、表面上は内鮮一体を叫び
つつも、制度的な側面、社会的実践の場において、「人種差別」的であったとする。国籍法
では帰化の権利を剥奪し、戸籍法では「内地」と「外地」の区別をおこなった。特に 1930
年代においては創氏改名、日本語常用の強要、「皇国臣民ノ誓詞」斉唱の強要などの人々の
生活の場まで踏み込んだ「皇民化政策」をおこなった。「内地」である日本では協和会が推
進主体として「皇民化政策」を推し進めた（佐々木 2013）。 
にも拘らず、サンフランシスコ平和条約が調印された 1951年、「平和条約の発効に伴う
朝鮮人、台湾人等に関する国籍及び戸籍事務の処理について」（法務府民事局長通達 1951
年 4月 19日）により在日コリアンらは一斉に国籍をはく奪され、国籍条頄にもとづき戦後
補償・社会保障から除外された。日本国内に暮らす在日コリアンは帰国するか、日本に残
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り市民権を求めるのであれば帰化することが求められた。つまり同化政策がとられたので
ある。 
民族差別は個人レベル、地域レベル、国家レベルといったさまざまな局面で存在するが、
根本的に国家レベルでの法的差別や、かつての「皇民化政策」および戦後の同化政策、外
国籍住民への公的差別が地域レベル、個人レベルにおいて大きな影響を与えている。1980
年代に東九条において地域住民の生活相談活動をおこなっていた京都地域労働センターは
次のようなエピソードを紹介している。 
 
「強制的に軍属として日本につれてこられたＡさん（67才）は戦時中二回も被弾をうけ
右足を失い、手も不自由な戦傷者です。しかし、戦傷による援護は、在日朝鮮人という
ことで全く受けられないのです。 
 Ａさんは、今も、だいじに「協和会手帳」をもっています。その手帳には、20 才代の若々
しい写真がはってあります。そして、最後のページには、「君が代」と「皇居」の写真
が印刷されています。 
私たちは、今後、在日朝鮮人の日常生活での諸問題をはじめ、不当な民族差別とねばり
強くたたかっていきたいと考えています。」         
（京都地域労働センター 1986） 
 
日常生活をすごす地域レベルにおいては入居差別、賃金差別にはじまり就職差別、本
名・通名をめぐる問題、指紋押捺問題、民族教育に関わる問題などに民族に関わるさまざ
まな差別を受けてきた。次のエピソードは韓国の親類の重病に際して、指紋押捺拒否のた
めに韓国に渡航することができなくなった在日 1世女性とともに法務省および出入国管理
局に対して交渉をおこなった牧師の体験として語られたものである。 
 
「私は、オモニと一緒に、京都の入管事務所にいったときのことが忘れることができな
いんです。所長と、私とオモニが三人がいたときでした。オモニがどんなふうにして、
日本へ渡ってきたのかということを語ったとき、オモニはその所長の前で、「君が代」
を歌ったんです。それは、オモニのオモニが、「日本へ行くんだったら、日本語ができ
なくても、これだけは覚えないといじめられるよ。これだけは覚えていなさい。」と言
ってですね。皇国民誓詞と君が代を教えたというんですね。それは、オモニが自分のオ
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モニからカマドにたき木を一本一本くべながら教えてもらった君が代なんです。確かに
歌詞は日本語の君が代なんですが、メロディーが全然違うんです。君が代のメロディー
じゃない。（中略） 
後で、オモニの娘の徐得子（ソ・トッチャ）さんに聞きましたら、それは、朝鮮の語り
物パンソリの調べだということでした。私は初めてそれでよく分かったんですね。つま
り、日本が君が代を朝鮮半島で強制した、それを受けとめるのに歌詞は一応日本語らし
い言葉なんですけれども、曲はパンソリの調べで受けとめた。つまり、これは「ねじれ
た君が代」なんです。 
所長のようにですね、軽蔑の目でみるのか。それをパンソリの調べで受けとめたという
ところに、どれだけ、朝鮮人を破壊して日本人を押しつけようとしても押しつけること
のできない民族としての証といいますか、抵抗の姿が、そこにあるんだとそう思いまし
た。」 
（九条オモニ学校 1990） 
 
②差別の諸層～民族からの逃避、民族をめぐる闘争 
民族差別をどのように受け止めるのか、個人差もあるが世代においても大きな異なりが
ある。君が代をパンソリで受けとめた在日コリアン 1世において民族性は自明のものであ
るが、日本で生まれ育った 2世以後の世代にとっては差別の対象となった民族性は認めが
たく、朝鮮文化に対する拒否感も存在していた。東九条ＣＡＮフォーラム代表の朴実は以
下のように語る。 
 
「私たち東九条で生まれ育った朝鮮人の多くは、私もそうですけれど、日本の学校を卒
業して何も知らないまま世に出されて、結局、差別社会のなかにあって自分を隠すとい
うことしかしなかったのです。私も名前を日本名で通してきたし、いつか日本人になり
たいと願っていました。やっと自分で朴を名乗るようになったのは歴史の本を読んでか
らです。」 
                                （朴 2007:175） 
 
民族差別の中で自らの民族的アイデンティティを最も象徴するものはイルム（名前）、
すなわち民族名である。朴さんは日本人との結婚を機会に帰化した際に本名と認められな
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かった民族名を本名として使用するため 1984年、家庭裁判所に申し立てを行うが敗訴する。
が、翌年に「民族名を取り戻す会」を結成し 1987 年の再び提訴し勝訴、在日コリアンが帰
化するにあたり、民族名を本名として使用する道を切り開いた。 
しかし、民族性は両刃の剣である。第 4章で詳述するが、在日コリアンは自らの権益を
獲得するために、在日本大韓民国民団在日本朝鮮人総連合会という２つの民族団体を結成、
東九条においてもそれぞれの支部が活動をおこなってきた。しかし、在日コリアンのなか
でも南北をめぐって、どちらの民族団体に属するのかが問われた。また、朴さんのように
日本国籍を取得した在日コリアンによる民族運動をみとめず、在日コリアンと日本人の間
に生まれた子どもは半日本人（パンチョッパリ）と呼ばれ、“純血”の在日コリアンから蔑
視の対象となった。 
子どもの世界の中にも民族差別は深刻な影を落としている。4 ヶ町にある保育園では次
のような事件もおきている。 
 
「1981 年のクリスマスイブのこと、3 歳児の公園での自由遊びの時間に小学生がオモ
チャのピストルで園児をつかまえふざけていた。「お前は、朝鮮人か日本人かどっち
や!!」のおどしは 3 歳の子どもたちをふるえさせた。韓国人だと言った園児の顔をめ
がけて“朝鮮人殺したる”といいながらオモチャのピストルを打ち鳴らした。」 
（希望の家カトリック保育園・山王保育所 1987:27） 
 
 この小学生はこの保育園の卒園児であった。この事件を契機にこの保育園では民族教育
の配慮、本名使用など人権・多文化に関わる取り組みに力をいれている。希望の家カトリ
ック保育園の園長である崔忠植は筆者のインタビューに際し「自分にとって福祉とは、差
別的環境におかれている子ども達が九条の中で差別に抗って生き抜く力をどう身につけて
いくのかということである」と語った。在日コリアンであること、被差別部落出身である
ことなど、子どもたちは生きていく過程の中で数々の差別に遭遇していく。教育の現場な
どでも民族差別に対抗するアイデンティティを確立するために生徒たちに民族に誇りを感
じられる、ひとつの方法として本名宣言を促す動きが生まれている。 
1980年代からは差別によって侵された民族的アイデンティティを音楽や祭りなど文化
によって自らを表現していくという動きもそれぞれの地域中に生まれていく。マダン・民
族まつりについては次章において言及する。 
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③多文化共生言説と多文化共生施策 
1990年代、阪神淡路大震災時に災害弱者となった外国人住民に対する市民による支援活
動の中から「多文化共生」という言葉がつかわれるようになった。それまで、多文化社会
（multicultural society）、多民族社会（multi-ethnic society）という言葉はあっても
多文化共生社会という言葉はなかった。この言葉には多文化・多民族が混ざって暮らして
いるうえでさらにそれらの間に軋轢がなく互いに尊重して暮らしていてほしいという願望
をしめしている。 
2006年に総務省が発表した『多文化共生の推進に関する研究会報告書』では地域におけ
る多文化共生を「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等
な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと」と定義してい
る。 
国のこのような動きをうけ、京都市では、2008 年『京都市国際化推進プラン～多文化が
息づくまちをめざして』を制定した。①世界各国からの観光客・留学生の誘致、②市民レ
ベルでの国際交流の促進、③外国籍住民の暮らしやすいまちづくりが３つの柱とされてい
る。３つめのまちづくりのひとつに「多文化共生の地域づくり」がその柱となっている。
しかし、多文化共生という言説は、それまでの民族差別をめぐる問題、地域におけるコン
フリクトを等関視する作用がある。東九条マダンも京都市の広報紙で京都を代表する多文
化共生のイベントとして紹介はされているが、現在のように小中学校や地元団体、民族団
体が参加する地域のお祭りとして根づくにも時間がかかっている。 
 
④新たなる排外主義の登場 
多文化共生のまちづくりが進むなかで、これに反発する動きも日本社会で生まれている。
“ネット右翼”と呼ばれる存在である。2009 年 12 月には東九条の南隣にある京都朝鮮第
一初級学校で、2010 年 3月には東九条の東部を南北に縦断する須原通で「在日特権を許さ
ない市民の会（以後、在特会）」という地域外の市民グループによる民族排外デモがおこな
われた。2010 年 3 月 28 日におこなわれたデモの様子を東九条でまちづくりをおこなう京
都・東九条 CANフォーラムは以下のように伝えている。 
 
「3月 28日、「不逞鮮人撃滅」「日本人の血税を吸う外国人は出て行け」「ゴミはゴミ箱
に、朝鮮人は朝鮮半島に」「在日は密入国者、犯罪者の子孫です」などなど、露骨な差
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別発言（ヘイトスピーチ）を大音量でがなりながら「在特会」は東九条デモを強行し
ました。この日は、「在特会」デモの出発集合地点であった北岩本公園で、ラジコンカ
ーで遊んでいた若者のグループが彼らのヘイトスピーチに憤慨し、激しい応酬が発生
したために機動隊が防御線を引くという波乱の幕あげになりました。（中略） 
おびえた目に涙を溜めた小学生が、「あれは僕らに出ていけゆうてんの」「あんなこと
ゆうても誰も止めさすことでけへんの」、それでも自転車を押しながらデモ隊の横をど
こまでも付いて来ていました。「どうなるか気になるねん」 
30 代位の女性が目を赤く泣き腫らしてデモ隊に向かって精一杯の声で叫んでいまし
た。「私ら一生懸命に生きてきたわ！お前らにそんなこといわれることないわ、おまえ
らこそ出ていけ！」、「こんなん無視したらええのは解ってる、そやけど涙が出てくん
ね」」９） 
 
 
在特会は 3月 6日に在日コリアン高齢者のためのデイサービスセンターであるエルファ
センターを「保険料も払っていないのに年金寄こせという厚かましい在日」として抗議の
対象とした。第 5章で詳述するが、京都コリアン生活センターエルファには京都在日無年
金訴訟事務局がおかれていた。職員たちはデモ予定日にデイサービスの休所も検討したが、
「私らなんも悪いことしていない。」との利用者である在日コリアン高齢者たちの声をうけ、
開所を決意したという。3 月 28 日、普段は 20 人程度が通所する 2 階建とはいえ小さなデ
イサービスにエルファの支援者を中心に 100人近くの民族差別に反対する人々が集まった。
10） 
国連「人種差別撤廃条約」第 4条(a)(b)はこのような明らかな人種差別の扇動に対し法
律による禁止と処罰を定めている。しかし、日本政府は同条約に批准そのものはしている
ものの、この頄目については日本国憲法で定めた集会、結社、表現の自由などを制限する
ものとして「留保」している（岡本編 2003、藤本 2013）。つまり、現在の時点で日本で
は法的にヘイトクライムを容認しているのである。11） 
                           
９）『京都・東九条 CAN フォーラム ニュースレター４号』 2010 年 6 月 6 日発行 
10）デイサービス関係者からの聞き取り 
11）2013 年 10 月 7 日、京都朝鮮初等学校は在日特権を許さない市民の会に対して街頭宣伝禁
止と損害賠償を求め起こした訴訟に対し、京都地裁はヘイトスピーチを人種差別として認定し、
街頭宣伝禁止と損害賠償を命じた。これに対し、在特会は控訴、その後もヘイトスピーチは続
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かつて、東九条にも融和団体が存在し、着物講習など在日コリアンに対して同化政策が
とられた。また、強制されているわけではないが、小学校における通名使用は続いている。
多文化共生という言葉は耳触りがいいが、地域において民族的アイデンティティを表現す
ること、外国籍住民が人として当たり前に生きる権利を訴えることに対して、ボランタリ
ーな共感は広がる一方、反発する声もある。東九条において「多文化共生の地域づくり」
はいまだ道半ばである。 
 
（４）東九条における主な地域課題 ～その３ 高齢者ケアをめぐる課題 
①単身高齢者のまちとしての東九条 
「（東九条は）一人で生活しておられる高齢者が多いのも特徴だ。近くに身寄りがない
方や、生活保護を受給して生活せざるを得ない高齢者も尐なくない。他地域から住ま
いを求めてこの地域のアパートへ一人で引っ越してこられた高齢者も尐なくない。地
域に建設された新しい市営住宅に転居した方もあるが、お風呂もない段差だらけの老
朽化したアパートに生活しておられる方も尐なくない。このような中で、足腰がしだ
いに弱ってこられたり、脳卒中など後遺症がもたらす深刻な病気にかかられると、こ
れまで住み慣れた家であっても、生活を続けることが困難になってくる。買い物に行
けなくなったり、銭湯に行けずお風呂に入れなくなったり、食事やトイレも困難な方、
認知症のため金銭管理ができなくなったり徘徊がはじまったり…」 
（地域福祉センター希望の家 2010:74） 
 
東九条は単身者、低所得、外国籍の高齢者が多いといわれている。1969年に三塚武男ら
が 4ヶ町において実態調査を行った際にもこの点は既に指摘されている。三塚は東九条を
東京の山谷、大阪の釜ヶ崎に並ぶ日本の３大スラムであるとしたが、山谷と釜ヶ崎が「生
産年齢」層の単身者が多いのに比べ、東九条は「高齢」の単身世帯が多いのが対照的であ
るとしている。また、高齢化率そのものは京都市平均より低いものの、その過半数は「病
人が過半数を占め、世帯に働き手もなく、老人だけが取り残され、貧困→疾病→貧困の悪
循環の過程で堆積・沈殿」していると指摘している。更に男子は 70 歳以上、女子では 60
歳以上になると急速に比率が下がるのは「さきの沈殿から淘汰過程に転じ、急激に死に追
                                                                                 
いている。 
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いこまれていくことを物語る」としている（三塚 1970）。 
1968年から 17年後の 1985 年、同じく同志社大学の小倉襄二を調査委員長として実施さ
れた「東九条地区実態調査」においても、1968年の調査と大きく相違しているのは、第 1
に人口が逐年減尐し、半数以下になっていることと、第 2に 65歳以上の高齢者、特に単身
者の比率が極めて高くなっていることを指摘している。 
 
表 3－6 1980 年代の 4ヶ町における高齢者の状況 
 人口 人口総数に占める
65歳以上の割合 総数 65 歳以上 
４カ町 2,043人 316 人 15.47% 
南区 101,713 10,072 9.9 
全市 1,473,065 153,107 10.4 
全国 117,060,396 10,647,356 9.1 
政令指定都市平均 ------ ------ 7.8 
 資料：4ヶ町は 1983年 9月世帯カード調査、南区、全市及び全国は 1980 年国勢調査 
京都市（1985） 
 
②単身高齢者が増えるメカニズム 
現在東九条地域包括支援センターのセンター長であり 1980 年代から東九条のまちづく
りに関わってきた叶信治は単身で低所得・外国籍が同時に多くなる理由のひとつとして、
在日コリアンの経済問題をあげている。つまり、後述するが無年金問題を抱えた高齢者は
経済的に厳しく、子どもと同居すると子どもの収入が査定されて生活保護が受給できなく
なる。逆に家族との関係が切れて一人で孤立して住宅に住んでいる人の方が生活保護を受
給できるという（叶 2000:11）。 
単純に街が高齢化したのではなく若年層の大幅な転出も背景にある。吉田友彦は「京都
市「東九条」実態調査報告書」（1969 年）、「東九条地区整備に関する調査報告書－実態分
析と提言－」（1985年）、「東九条福祉地域住環境整備計画基礎調査」（1993 年）の 3つの調
査を用い、東九条の高齢化の上昇の背景に若年層の大幅な転出にあることをあきらかにし
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ている（吉田 1996）。12）しかし、社会資源整備という意味では東九条は有利な位置にた
つことになる。1985 年、そして 1993 年調査において、生活に困窮する単身高齢者が多い
が認識された結果、積極的な高齢者施策にむけて、東九条のまちづくりは高齢者福祉とい
うテーマにシフトしていくことになる。 
第 4 章で詳細について述べるが京都市健康都市構想により 1995 年、西岩本町に京都市
初の公設民営の総合福祉施設のぞみの園が建設される。在宅介護支援センターが併設（そ 
の後、東九条地域包括支援センターに移行）、その後の東九条の高齢者福祉の核施設になっ
ている。   
 
図 3－6 東九条・4ヶ町における人口ピラミッドの変遷 
 
 
 
                           
12）なお、東九条といっても山王学区の 4 ケ町に限定されていることに注意しなければならない。 
吉田（1996） 
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第３節 東九条に暮らす高齢者の生活実態 
（１）2011年東九条高齢者生活実態調査の実施 
 現在も東九条において理解されやすい地域課題は高齢者ケアの問題である。第 1節でみ
たように陶化学区、山王学区では 3割近くの住民が 65歳以上であり、町別にみれば、東側
に集中していることがわかる。 
 2011年、外国人高齢者障害者生活支援研究会（代表 加藤博史）13）は東九条のうち山王
学区・陶化学区の 70歳以上を対象に「陶化学区お年寄りアンケート調査」「山王学区お年
寄りアンケート調査」「東九条高齢者生活実態調査」をおこなった。筆者もその実査にあた
って実務責任者としてかかわった。主に「陶化学区お年寄りアンケート調査」の調査結果
より、東九条のなかでも特に多くの課題を抱えていると思われる高齢者の生活実態をみて
みたい。 
 
 東九条まちづくりセンター（2012） 
                           
13）外国人高齢者障害者生活支援研究会は代表の加藤博史と筆者の他、小澤亘、小川栄二（以上
立命館大学）、牧田幸文（福山市立大学）、Martha Mensendiek、山田裕子（以上同志社大学）
によって構成されている。 
表３－７  東九条の各町内における 65歳以上割合 
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（２）調査の目的と方法 
この調査は高齢化がすすむ東九条地域に暮らす高齢者の生活実態を把握することによ
り、外国人高齢者と日本人高齢者双方が安心して暮らしていくことのできる生活支援ネッ
トワークと地域づくりのあり方を検討することを目的に実施された。陶化学区自治連合会
に協力を依頼し、陶化学区 70歳以上の住民約 1500 名のうち 300人を調査対象とした。サ
ンプリングにあたり、まず町別にグルーピングし、それぞれの町内から等分に抽出をおこ
なった。 
調査方法としては面接聞き取り調査を選択した。訪問にあたり、民生委員もしくは老人
福祉員に同行していただき、調査への協力を依頼した。倫理的配慮として、調査目的、個
人情報の保護、調査拒否の自由を明記、調査員からも口頭で説明をおこなった。既に転居・
入院・施設入所など、調査の対象から省いた調査対象者は最終的に 263 人となり、うち有
効回答は 181 人、回収率は 68.8％だった。 
 
（３）調査項目 
 調査頄目は大きく分けて以下のとおりであった。 
①健康（健康状態、通院頻度、通院の交通手段、食事） 
②親族（居住形態、親族とのつながり） 
③近隣関係（近隣関係の種類、近隣とのつながり、地域行事および世話役への参加） 
④緊急時の支援や相談（緊急時の支援者、正月の過ごし方、福祉関係者とのつながり） 
⑤介護保険などの行政サービス（情報の入手方法、介護保険などの相談、介護保険の申請、
介護保険の利用、介護保険外のインフォーマルサービスの利用 
⑥楽しみ 
⑦住まい・収入（住居の種類、家賃、収入） 
⑧支援ニーズ（困り事、見守り対策への関心、認知症対策への関心） 
⑨幸福度 
⑩多文化的ニーズ（言語、コミュニケーション、日本人の友人の有無） 
⑪回答者プロフィール（性別、年齢、文化的背景、教育歴） 
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（４）調査結果 
①ひとり暮らし・貧困・外国籍 
 これまで、東九条で働く高齢者ケアにかかわる福祉専門職から東九条にはひとり暮らし、
生活保護受給者、在日コリアンが多いと指摘されていたが、この調査でも改めてそのこと
が再確認できた。まず、在日コリアンの割合が 24.6％と 4人に 1人が外国籍もしくは帰化
していることがわかった。更に、ひとり暮らしは 35.0％、持ち家の割合は 65.1％、生活保
護の受給は 20.6％と京都市高齢者調査の結果の 10倍近くとなっている。 
 更にこれを日本人と在日コリアンとを比較してみると、住宅、生活保護受給率、居住形
態に大きな差異があることがわかった。陶化学区住民全体が持ち家の割合が尐なく、生活
保護受給率が高いといえるが、中でも在日コリアンの持ち家率は京都市全体の半分以下で
あり、生活保護受給の割合は半数にものぼり、公営住宅もしくは民間借家で暮らす在日コ
リアン高齢者の女性の困窮が推測される。 
 
    表 3－8 東九条・陶化学区および山王学区における高齢者世帯の特徴 
 陶化 山王 備考 
ひとり暮らし 34.9％ 38.3％ 京都市平均 17.9％ 
持ち家に居住 31.2％ 29.0％ 京都市平均 78.6％ 
生活保護 20.6％ 項目なし 京都市平均 2.5％ 
在日コリアン 25.5％ 13.8％  
 
注 備考欄の数字は第 5期京都市すこやかプランに策定の基礎資料作成のために 2010年に実施さ
れた高齢者一般調査の結果を引用している。また 2011 年に京都外国人高齢者障害者生活支
援研究会が実施した陶化学区および山王学区調査が 70歳以上対象であったのにたいし、京都
市が実施した高齢者一般調査は 65 歳以上対象であったため、単純には比較できず、参考程度
に記載している 
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表２ 日本人高齢者と在日コリアン高齢者 
  日本人    N=135人 在日コリアン   N=44人 
年齢 79.3歳 77.8歳 
女性 65.7% 84.1% 
1人暮らし 28.1% 54.5% 
現在の住宅 
持ち家 66.7％ 
民間借家 28.1% 
公営住宅 5.2% 
持ち家 36.4％ 
民間借家 27.3％ 
公営住宅 34.1％ 
生活保護の受給 11.1% 50.0% 
教育年数 10.7年 5.2年 
幸福度 4.9 4.2 
1 ヶ月の収入 10～15万円 5～10万円 
 
②社会的なネットワーク 
 都市部での孤立死などをうけて、ひとり暮らし高齢者の貧困と社会的孤立という課題が
大きな注目をあつめている。家族・親族、近隣、福祉関係者とのつながりについての頄目
を下記にまとめてみた。特に、「家族・親族」「近隣」「福祉関係者」との行き来については
それぞれクロス集計をおこなった。その結果、まず、「家族・親族との行き来」も「近隣・
知人との行き来」もない住民は 18人（9.9％）であり、そのいずれもが福祉関係者を知っ
ていた。いずれも行き来がない 18人の特徴は「お正月に 1人で過ごしている」「近隣との
会話がない」「団体の世話役を引き受けたことがない」傾向がある。しかし、文化的背景や
住んでいる町、暮らし向きには差異はなく、すべてが民生委員や老人福祉員、ケアマネー
ジャーなどの福祉関係者を知っていると答えている。本人が必要な際に主体的に連絡をと
ることができるとするならば、陶化学区には孤立している高齢者はいないとすることがで
きる。 
 「いい意味でも悪い意味でも東九条は人とのかかわりが深い。他の町では暮らせない人
でもここでは暮らせる」という福祉専門職の言葉があるが、人とのつながりという意味で
は密接な関係が浮かびあがった。 
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表３  社会的孤立に関する項目 
質問項目 回答率 
家族・親族との行き来なし 9.9% 
家族・親族以外との行き来なし 23.1% 
近所とあいさつしない 5.8% 
地域における行事への不参加 33.7% 
正月三が日をひとりで過ごした 14.9% 
困りごとや悩みごとを相談できる人がいない 7.5% 
緊急時に誰も来てくれる人がいない 3.4% 
福祉関係者の誰も知らない 23.1% 
福祉関係者の訪問がない 44.9% 
 
③福祉ネットワーク 
 孤立死であれ、緊急時の支援であれ、困ったときの相談であれ福祉関係者とのつながり
は高齢者が抱えるケアの問題を解決していく際に重要である。住民がまず「民生・児童委
員」「老人福祉員」「ケアマネージャーやヘルパーなどの福祉専門職」を知っているのか否
かについて質問をおこなったところ以下のような結果になった。 
まず、民生委員が 48.6％、老人福祉員が 37.7％、専門職が 30.3％の回答者に知られて
おり、インフォーマルの福祉関係者の方が多く知られていることになる。陶化学区では自
治会活動が活発であり、それぞれの町内活動に積極的に参加している住民が民生委員を務
めており、住民は民生委員として知る前に町内会長などとして知っている。しかし、文化
的背景によってこの 3種類の福祉関係者の既知の割合に差が出ている。すなわち、日本人
は老人福祉員・民生委員を知っている傾向があるのに対し、在日コリアンは福祉専門職を
知っている傾向がある。後者に関しては、福祉専門職の中に福祉事務所のケースワーカー
が含まれており、在日コリアンが生活保護を受給している割合が高いことも影響している
だろう。在日コリアン高齢者と地域ネットワークとの関係についてのより深い分析につい
ては次頄でとりあげる。 
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図３－７ 既知の福祉関係者の組合せ 
 
 
表 3－11 福祉関係者の既知の組合せ（文化的背景別） 
  日本人 コリアン 
民生委員○老人福祉員○専門職○ 12(9.2%) 1(2.3%) 
民生委員○老人福祉員○専門職× 32(24.6%) 4(9.1%) 
民生委員×老人福祉員○専門職○ 0(0%) 0(0%) 
民生委員×老人福祉員○専門職× 13(10%) 4(9.1%) 
民生委員○老人福祉員×専門職○ 7(5.4%) 5(11.4%) 
民生委員○老人福祉員×専門職× 18(13.8%) 5(11.4%) 
民生委員×老人福祉員×専門職○ 13(10%) 15(34.1%) 
民生委員×老人福祉員×専門職× 35(26.9%) 10(22.7%) 
合計 130(100%) 44(100%) 
○知っている ×知らない 
 
④地域ネットワークとの関係～地域活動への参画 
 京都市では町別での自治会活動が活発である。陶化学区自治連合会では陶化学区区民集
会所などを拠点に消防団の出初式や尐年補導委員のパトロール、老人クラブなどの傘下の
各種団体の取り組みの他に夏祭り、運動会、敬老のつどいも実施している。さらに町ごと
では組が結成され町内の住民たちは輪番で組長となり、地蔵盆などの町内の行事を担って
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いる。 
このような陶化地区でおこなわれる地域の活動へのこの 1年間の参加および世話役の経
験について質問をおこなったところ、自治会関連の参加の催しに参加したことのある日本
人は 59.2％であるのに対し、在日コリアンは 42.9％であった。更に、これまでの世話人に
経験について質問したところ日本人は 38.8％が役の経験があると答えたのに対し、在日コ
リアンは 0％であった。自治会以外の地域での行事を加えた際は日本人と在日コリアンの
間では統計的な有意差はみうけられない。 
 
 
 
 
 
図 3－8 この一年間に自治会関連行事への参加経験 
図 3－9 自治会系地域組織役員の経験 
コリアン N=39 
日本人 N=116 
コリアン N=42 
日本人 N=125 
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この調査では、調査員所見という形で住民の語り・発言の記録をおこなったが、「この
町内は朝鮮の人が多いが、なかなか役を引き受けてくれない。」「近隣に朝鮮の人が多く、
役をやってもらえず、自分が引き受けたこともあった。」との声が複数あった。その一方で
「あの（日本の）人はお母さんの代から朝鮮人差別する。挨拶してもほとんど返してくれ
ない。同じ人間やのに…。家にも全然来ない。朝鮮の人も、私は腹割ってすぐに話してし
まうのに、腹の底が見えたらもう信用出来ひんようになった。（中略）できるだけ人とは関
わらないようにしている。地域の行事やらも出たことない。」という記録もあった。また、
韓国籍の調査員は「（アンケートの質問に際して）「日本人ですか？」の問に「そうです。
日本人じゃなかったら何やねん？」ときかれ「日本人といってもいろんな外国人の方が住
んではりますしね」と言うと、「韓国か？」と言われました。私から「そうですね。私も韓
国人ですし」と言うと顔はやや、微妙なご様子だった」との記録を残した。別の記録には
「韓国キライ」という発言も残されていた。 
 
（５）考察～在日コリアン女性高齢者の周縁性 
まず、今回の調査で改めて東九条に経済的かつ居住上の課題をもった住民が多い、特に
在日コリアン女性高齢者に多いことがわかった。1 ヶ月の収入や教育年数の低さもあらた
めて指摘できる。 
しかし、家族・親族や近隣とのつながりは一定もっていることも明らかになってきた。
同じ、長屋であっても 6～8軒ぐらいごとで声をかけあったり、集合住宅でも電気の消灯が
されているなど互いに見守るような工夫をしている住民もいた。なによりも、協力者であ
る民生委員・老人福祉員のネットワークは幅広く、つながりが深いことがうかがえた。 
在日コリアン高齢者による地域への参加は低い傾向はあるが、それでも彼らが町内の組長
となり、町内行事をささえてきたという発言も複数あった。 
 同じ東九条でも改めて、町ごとでかなり様相も違い、まとまりかたも違う。しかし、東
九条では班活動を含む自治会の活動が非常に基本的なものであること、各世帯同士が自治
会などの地域の団体のおこなう行事を通じて、各世帯がコミュニケーションをとっている
といえる。もちろん、反発や摩擦がないわけではないがそれらをのみ込みながら地域生活
が営まれている。 
一方、オートロック式のマンションや一部の集合住宅のように自治会そのものがない町
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もある。インフォーマルな地域活動は自治会活動と連動しているため、自治会の不在が住
民間の支え合いに影をおとしている。それぞれのまちのポテンシャルを活かすためには、
また課題を考えるにあたっては町ごとのまとまり、すなわち自治会の意義やそのあり方を
再考していく必要もあるだろう。一方、自治会の入会、行事に参加していても、在日コリ
アンが自治会活動に関して、参加、特に世話人になるのには壁があり、改めて住民間で地
域生活上様々なコンフリクトがあることがわかった。 
自治会がもつ重要な機能は、その人がどれだけ地域活動に参加するのかどうかはともか
く、まず第一義的にその人の存在を地域の中で認めること見守ることである。調査員所見
の中には次のような記述がある。「近隣の韓国籍女性と以前は親しかったが、最近来てくれ
ない。その娘が、日本人と仲良くしたらあかん、と言っているに違いないと思っている。
日本人でもいいじゃないか。」「孫も娘も帰化して韓国籍はわたしだけ。友達は、朝鮮の人
より日本の人のほうがいい。朝鮮の人はあーだこーだと人の話いっぱいするからいやや。」 
日常的な日本人住民と在日コリアン住民間の壁も単純なものではない。しかし、つながり
は確実に存在している。在日コリアンである回答者のなかで日本人の友達をもたない人は
2 割未満であった。互いに関係を日常生活の中で模索している様子がうかがえる。 
序章でも紹介したように谷富夫は日本人と在日コリアンの間に 10 つの民族関係、すな
わち①多元主義、②日本人による分離の忍従、③在日コリアンによる分離の忍従、④（穏
健な／抵抗を伴う）在日コリアンの分離、⑤（穏健な／抵抗を伴う）日本人の分離、⑥「す
れ違い」、⑦在日コリアンが日本人に同化、⑧日本人が在日コリアンに同化、⑨PASSING、
⑩多民族コミュニティがあるとしている。権力関係が作用する②～⑨ではなく相互に相手
の民族性を尊重しつつ結合する平等関係を原則とする⑩多民族コミュニティがめざされる
べきだとしている（谷編 2002）。東九条において非常に長い期間がかかっているが徐々に、
互いが認め合い、活動に参加、在日コリアン自身も世話役を引き受ける、受けやすい環境
が整えられることが求められている。 
 
第 4節 おわりに  
 北隣に隣接する崇仁地区においては、京都市は 1969年に制定された「同和対策事業特別
措置法」の法的、財政的裏づけのもとに、「住環境」「教育」「雇用」「福祉」「人権」の 5
本柱のもとに各種施策が展開されてきた。改良住宅が早期から立ち並び、隣保館には多く
の職員が配置されてきた。 
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これに対し、東九条は戦前より崇仁学区と同様、貧困と差別を核とした複合的課題を抱
えてきたにも拘らず、4ヶ町および 40番地においては深刻な住環境上の課題が存在してい
たにも拘らず、1967年まで、京都市において地域改善の対策外とされていた。 
1970年代以降、隣保館に準ずる施設として京都市生活館の設置、市営住宅の建設がなさ
れたが、1990年代以降は特別養護老人ホーム、デイサービスセンター、在宅介護支援セン
ターと高齢者関連施設も積極的に設置されてきた。これは住民運動による独自の住宅政策
の喚起と国・京都市をあげての高齢者福祉施策の推進の結果であろう。 
 その一方、民族差別・多文化の問題に関しては、2008年『京都市国際化推進プラン～多
文化が息づくまちをめざして』が制定されるものの、実質的な支援施策は存在してこなか
った。これは、京都市というよりも、国全体が外国籍住民を住民として位置付け、社会保
障の対象としてこなかったことが大きく影響している。 
しかし、東九条に暮らす住民たちはひたすら地域の課題や行政の施策に対して受身だっ
たわけではなく、自らの手で様々な課題に取り組んできた。特に、在日コリアンは基本的
権利の主張でさえ、自らの資金と行動によってせざるをえない状況の中で同胞の力を結集
せざるをえない状況があった。そして、これらを支援するボランティアも地域内外から参
集してきた。 
むしろ、住宅をめぐる問題、民族差別・多文化をめぐる問題、高齢者ケアをめぐる問題
など様々な課題は住民・ボランティアたち自身が実践との応答の中で掘り起こされた、顕
在化されたものともいえる。 
東九条には同和対策などの政策に頼らない（頼れなかったのであるが）、さりとて自治
会活動と社会福祉協議会による地域組織化でもない（存在はしているが）、独自の多様なコ
ミュニティ実践群がある。集積していく複合的課題に対し、実に多種多様なコミュニティ
実践が自生している。これは、政策によって意図しても形成しえないものである。第 4章
ではそれらの発生と集積をみていきたい。 
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第 4章 東九条におけるコミュニティ実践の集積 
第 1節 コミュニティ実践の担い手をめぐる諸説                  
（１）コミュニティ実践の基盤としての住民組織 
東九条におけるコミュニティ実践について検討する前に、現在一般的にどのようなコミ
ュニティ実践のあり方が必要とされているのかについて、検討したい。 
グローバル化が進む現在、首都圏に資金が集中するなか地域間競争が煽られ、活性化す
る地域と衰退・空洞化する地域との差が激しくなっている。まちづくりの実践者であり研
究者でもある林泰義は日本の各地におけるまちづくりの 50 年を整理するなかで、2005 年
頃より活力ある地域と衰退化・空洞化地域の明暗がわかれ、衰退する「地域ではコミュニ
ティ崩壊からの回復、反貧困の闘い（雇用・住居、医療・福祉、教育などの保障、居場所、
エンパワメント、セーフティネットの再構築等）、そして地域経済再生が緊急の課題となっ」
ていると指摘する（林 2011）。過疎化・高齢化が進む中、共同体としての機能を失った集
落を限界集落というが、都市の中にも限界集落化する団地群なども出現している（池田 
2008）。ある意味で多くの町が「複合的不利地域」と化しているともいえる。 
どのような町であれ、地域の中には様々な課題がある。そして、これに対し住民自治の
立場からテーマを選ばす、地域が抱えた課題の解決を図ろうとする団体として自治会を代
表とする地縁型の組織が存在する。1970年代から活性化したコミュニティ行政において自
治会・町内会体制に代わる新しい地域組織づくりが検討され、1980年代にはまちづくり協
議会という新しい主体が一部の地域で組織された。しかし、自治会・町内会は弱体化の傾
向は否めないものの、再編・結果として様々な施策を吸収し、維持されつづけている。市
町村社会福祉協議会がおこなうコミュニティワークにおいても地域組織化を図り、その活
動を支援する対象として最も重視される学区社会福祉協議会もこの地縁をベースとしてい
る。  
 
（２）多様な組織間連携による地域と人の再生 
一方、1980 年代より地域という捉え方ではなく焦点をあてる課題・テーマの解決にむけ
て活動をおこなうボランティア団体・NPO が地域社会においても台頭してきている。2005
年には国民生活審議会による報告書『コミュニティ再興と市民活動の展開』においてもテ
ーマ型コミュニティ、すなわちボランティア団体や NPOによるコミュニティ課題の解決が
期待されている。同じ生活圏域に居住する住民の間でつくられるエリア型コミュニティが
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停滞する一方で、特定のテーマの下に有志が集まって形成されるテーマ型コミュニティが
登場しているが、これらの間に不信感などの垣根が存在しているとしている。コミュニテ
ィ再興のためには、自治会のようなエリア型コミュニティとテーマ型コミュニティとが補
完的・複層的に融合し、多様な個人の参加や多くの団体の協働を促していくことが求めら
れている。この報告書においてはこれを多元参加型コミュニティと呼んでいる。コミュニ
ティ再興に貢献する市民活動が発展するためには①市民参加を促す理解と信頼、②主体間
のネットワーク形成促進、③持続可能な市民活動を支える資金基盤強化が求められるとし
ている。また、行政に対しては①市民参加を促す理解と信頼、②主体間のネットワーク形
成促進、③持続可能な市民活動を支える資金基盤強化が求められるとしている。 
 
 
 
 
 
国民生活審議会（2005） 
図 4-1 垣根が見られるエリア型コミュニティとテーマ型コミュニティの関係 
図 4-2 多元参加型コミュニティの形 
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 林泰造も今後の地域再生に際して事業型 NPO に強い期待を寄せている。既にさかんな町
づくり活動を展開した地域においては尐なからぬ市民活動団体が次々と出現し、あたかも
多様な社会関係が層状に重なり堆積した地層のようなもの、これを林は「まちづくりレイ
ヤー」と呼ぶのであるが、が形成されているという。事業型 NPOを核とするリーグを形成
するためには①自治体による NPO 支援の土俵づくり、②再生に関わる複数の事業型 NPO や
社会福祉法人、その他の非営利組織による組織づくり、③地場の企業とのネットワーク、
④再生事業に関わる事業型 NPOをサポートする機能集団が必要だと指摘する（林 2011:19
－33）。 
 コミュニティ再生にむけての議論においてはコミュニティ型組織と市民活動組織、中で
も特定非営利活動法人などの事業型 NPO、企業などとのネットワークの形成の重要性とこ
れらに対する支援が議論されている。 
 
（３）地域福祉実践の累積と「地域福祉の容器」の形成 
地域福祉研究においては地域のまちづくりにおける担い手のあり方、および担い手同士
のつながりについてどのように議論されているのであろうか。第 2章において、社会福祉
協議会によるコミュニティワーク実践が福祉コミュニティ形成において中心的な手法とし
て開発されてきたことを確認した。しかし、雇用や住宅など人びとの生活が根幹的な部分
から切り崩される現状においては、福祉コミュニティ形成においてもより幅広い主体の参
加が必要とされているのではないか。 
2008年の「これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告」においては住民たちが自
分たちの発想で、主体的に活動に取り組むことを前提としつつ、自治会、教育・文化団体、
スポーツ団体、防犯・防災団体、事業者、民生委員、NPO ボランティア、専門家、社会福
祉協議会がネットワークを組んで受けとめることが求められるとしている。特に、自治会・
町内会などの地縁団体と NPO・ボランティアなどの機能的団体との協働、行政・事業者・
専門家との協働が重要だとしている。 
平野隆之は地域福祉とは「地域が主体となって推進する福祉」であるとし、地域福祉の
推進にあたって自治体レベルで地域福祉の諸実践が累積するメカニズムに着目する必要性
を説いている。従来のコミュニティワーカーは地区社会福祉協議会やボランティアグルー
プ、当事者グループの組織化、活動支援をおこなってきたが、それにとどまるのではなく、
これらの実践をより波及させていく推進装置を形成すべきだとしている。 
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地域は「地域福祉の容器」であり、この中に自発的な地域福祉実践や支援をうけた地域
福祉実践、専門機関による実践によって作り出される資源や協議、連携の場が積み重なる
にしたがい、容器が形成されると見立てている。平野はこの「地域福祉の容器」の形成過
程をフォーメーションと名付ける。それぞれの主体が実践・協働・協議に取り組む経過の
なかで、多様な経験（「履歴」）が地域のなか蓄積され、より豊かな容器、すなわち地域が
形成されていくことを想定している。さらに地域福祉計画の策定の場は推進主体間の相互
作用を促進する場だとし、「地域福祉の容器」の形成が地域福祉計画によってデザイン、推
進がなされると仮定している。 
 
 
平野（2008:73) 
（４）東九条におけるコミュニティ実践を捉える 
 「複合的不利地域」として 100 年の歴史がある東九条では、貧困と差別を核に住宅問題、
尐子高齢化、民族をめぐる問題などの複合的課題を抱えてきた。あらためて、東九条では
これらにどのように対応してきたのであろうか。次節から具体的な実践を見ていくが、こ
の研究では地域を基盤としながらの人と地域の再生にむけた取り組みをコミュニティ実践
（community practice）と称する。 
コミュニティ実践とはアメリカのソーシャルワーク研究において Mary.Weil が用いている
用語である。Weilはコミュニティ実践は草の根の組織からヒューマンサービスの計画や調整
の開発までを範囲とする幅広い領域を取り囲んだ概念としている(Weil＆Gamble 1995、
Weil 1996)。１）第 2章において主に専門職によるコミュニティワークおよびコミュニティ
                           
１）Weil によるとコミュニティ実践は①市民や市民団体の技術や能力を組織化を促進する、②
社会計画がよりコミュニティのなかで接しやすく包括的になされるようにする、③社会的経
図 4－3 実践の累積プロセスと地域福祉の容器 
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ソーシャルワーク実践について論じてきた。しかし、どちらの概念にしても地域社会にお
ける専門職によらない多様な実践がその活動の前提として存在している。先にみたように
折り重なる課題を抱え込んだ「複合的不利地域」においては人と地域の再生にむけた多様
な実践がもとめられている。福祉専門職による実践も、それ以外の多様な立場の実践者た
ちの取り組みも含めるためにコミュニティ実践という言葉を使いたい。 
ともあれ、多様なコミュニティ実践の主体としては、その性質の異なりより住民組織、
当事者組織、ボランティア、専門機関という４つの立場をあげることができる。第 4章に
おいてはこの分類にしたがい東九条において活動・事業をおこなう団体を概観し、東九条
におけるコミュニティ実践の背景やその特徴、課題などについて考える。 
 
第２節 地域住民によるコミュニティ実践 
（１）学区連合自治会・山王まちづくり協議会・東九条改善委員会 
まず、住民組織としては各町内の自治会および３つの小学校区別に連合自治会が存在す
る。各町の自治会においては、更に区域をわけ班活動がおこなわれている。全国的に自治
会活動の低下が指摘されているが、京都市の自治会加入率は市全体平均でも 76.2％と比較
的高い。元学区という旧小学校の単位の意識は強く、小学校や区民会議所などそれぞれの
地域拠点における各種の活動は健在である（資料１、２）。 
また、山王学区には山王まちづくり協議会、山王学区東部の４ヶ町の自治会による東九
条改善委員会が存在する。第 3章でみたように山王学区東部の東岩本町、南岩本町、北河
原町、南河原町は老朽・狭溢な木造共同住宅が特に密集し道路は狭く、過去 4 度の火災の
発生により死者もでるなど東九条の中でも特に大きな課題を抱えているとされている地区
である。東九条改善委員会は 1982年 2月の火災をきっかけに４ヶ町の自治会を中心に地域
住民が自主的に地域環境改善に取り組むべく発足し、地域の住環境改善に向けてその時々
で地域住民の立場から要望・提案をおこなってきている。また、環境改善に対する地域住
民自らの意識向上を図るための活動も現在まで続けている。山王まちづくり協議会は、山
王東部のまちづくりを推進し、これを基盤に山王学区全体のまちづくりに発展させるため
に 1992年に設立されている。 
                                                                                 
済的投資が草の根のコミュニティグループになされるようにつなげる、④コミュニティの問
題を解決するために幅広い連携を呼びかける、⑤社会正義のための考え方を社会計画のプロ
セスの中に吹き込むという５つの目的をもつという。1995 年には、Gamble とともにコミュ
ニティ実践の８つのモデルを提示している。 
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資料 4－1  山王学区における主な地域行事や集まり 
・町内一斉清掃 学区敬老会           
・稲荷祭など寺社の祭礼（敬神会） 
・愛の一言パレード（尐年補導委員会）     
・体育祭（体育振興会） 
・長寿会（老人クラブ）                  
・出初め式／パトロール（消防分団） 
・防災訓練／パトロール（自主防災会） 
・いも堀り 尐年補導・青尐年育成協議会 
・おたっしゃクラブ／ふれあい食事会（山王学区社会福祉協議会） 
・人権講演会 など 
 
 
 資料 4－2 陶化学区における主な地域行事や集まり 
・地蔵盆（自治会各班ごと） 
・夏祭り・もちつき大会（連合自治会） 
・出初式（消防団） 
・パトロール（尐年補導委員会） 
・運動会（体育振興会） 
・婦人会 
・老人クラブ 
・昼食会（はざくら会） 
・敬老のつどい（シルバークラブ） 
・おたっしゃクラブ／ミニ運動会（陶化学区社会福祉協議会） など 
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（２）学区社会福祉協議会、民生・児童委員、老人福祉員 
住民という立場から直接的に福祉に関わる団体としては、学区連合自治会の中に所属す
る学区社会福祉協議会と民生・児童委員、老人福祉員をあげることができる。老人福祉員
は京都市独自の行政委嘱型ボランティアで、主にひとり暮らしの高齢者を訪問し、見守り
活動をおこなっている。2012 年 11 月現在、山王学区では民生委員（児童委員を含む）22
人、老人福祉員は 8名、陶化学区では民生委員は 18人、老人福祉員は 1人、東和学区では
民生委員が 16人、老人福祉員 7名が活動している。 
特に陶化学区では 40 年以上前から民生・児童委員活動が活発であった。1972 年に知的
障害をもつ娘と元友染工であった寝たきりの父親を民生委員や地域住民が連携して支援し
た取り組みがきっかけに、小地域福祉活動が発展している。1972 年当時、父親の Nさんは
当時 71歳、同居の娘は 40歳で知的障害をもっていた。その年に母親が亡くなり、父親が
入院後退院したが、別居の娘と診療所の往診のみでは在宅での療養がかなわず、1985 年民
生委員が陶化民生委員協議会の中にボランティア部会を発足させ、週 4回の部屋のボラン
ティア活動をおこなうにいたった。その年に Nさんは死去し、娘は障害者施設に入居する
こととなったが、この過程のなかで、民生委員全体が高齢者世帯の食事の貧しさ、日常的
な生活援助の必要性を共有するにいたり、1976 年には陶化民協がモデルに指定、1978年に
はボランティアクラブが発足している。1993 年に京都市社会福祉協議会の「小地域ネット
ワークづくり事業」のモデル学区に指定されている。1995年に陶化地区に設立された陶化
デイサービスセンター（運営：京都市社会福祉協議会）は陶化学区社会福祉協議会の１つ
の拠点として住民から位置づけられており、学区社会福祉協議会がボランティアグループ
を結成するなどして地域のデイサービス運営にも日常的支援をおこなうなど活発な活動を
おこなっている。 
 
（３）東九条のまちづくりの基盤としての住民組織 
自治連合会や特に東九条改善委員会は主に住環境改善にむけて発言し、行政に積極的に
働きかけてきた。東九条改善委員会は 1989 年に 4 ヶ町ではじまった地上げに対し、他団体
と協力し「地上げに反対する会」「東九条を守る会」を結成、1990 年には京都市・および
京都市役所内に設置された東九条改善対策協議会に対し地上げ対策やお年寄りや青年が安
心して住むことのできる公営住宅の建設をもとめた署名活動もおこなっている。1992年に
は京都市による①特別養護老人ホーム、②デイサービスセンター、③在宅介護支援センタ
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ー、④公営住宅、⑤改善事業の計画案の策定をひきだし、1994 年の「東九条福祉地域まち
づくり計画」、1995 年の公設民営の総合福祉施設のぞみの園の設立を実現させた。同和政
策を背景にハード面の改良を早期に達成した崇仁地区に比較した際に圧倒的に遅れていた
住環境整備を推進、実現させたその運動の意義は大きい。 
また、学区社会福祉協議会および民生・児童委員、老人福祉員は自治会連合会の活動の
中に位置付けられており、自負心をもった活動がおこなわれている。特に行政からみた際
に住民組織は東九条を代表する団体であることは間違いがない。 
昭和 40 年代から活発な地域活動を展開している神戸市の真野地区を研究していた今野
裕昭は、都市社会学の議論の中で 1980 年代以降ボランタリー・アソシエーションの役割を
重視する見解が多いが、インナーシティ旧市街地の下町文化をもつ真野地区では、規制の
地域集団の枞組みが強すぎてボランタリーな集団が新たなに生まれる余地はないとしてい
る。新興住宅地と異なり、インナーシティの小地域のなかには、すでに歴史のなかでつく
られてきた既存の、町内会とその系列下の各種団体、行政委嘱員体制、そして社会福祉協
議会を柱とする行政と連結した「支配的文化」の論理が強く、このような下町の小地域構
造のなかで、新しいコミュニティへと至る道は既存の地域集団のなかからはじめるしかな
いとしている（今野 2001：259‐264）。同じ下町であり、真野地区以上に地域の歴史が長
い東九条においては同様の原則があてはまるように思う。そういった意味でも地域住民と
してのコミュニティ実践は基本となる。 
 
 
火災による被災者同盟が結成および対市交渉がもたれる
京都市長から生活と健康を守る会に対して「東九条における抜本的対策を計
画すること」が文書回答される
1968年 東九条実態調査実施
1971年 東九条地域福祉パイロットプラン作成
1972年 京都市生活館開館
1976年 4月火災。被災者･東九条青年会による糾弾。
2月火災。京都市”東九条改善対策協議会”を設置。地元においても”東九
条改善委員会”が結成される
東九条老人福祉センター設置
「地上げに反対する会」「東九条を守る会」が結成され地上げに対して反対
運動が続けられる
東九条改善委員会が中心となりお年寄りや青年が安心して住むことのでき
る公営住宅の建設を京都市に要求
地上げに対して粘り強い反対運動が続く。東九条改善対策委員会が中心と
なって、東九条対策の行政側の担当部局である民生保護課や住宅局との
交渉などがつづけられる
「地上げ対策・住宅建設」を求めた4000名の署名を提出
1991年 京都市に東九条対策に関する総合調整部門として東九条福祉地域改善対
策室が設置される
1992年
京都市が東九条対策を予算化。事業内容として①特別養護老人ホーム、
②デイサービスセンター、③在宅介護支援センター、④公営住宅、⑤改善
事業の計画案策定があげられる
1993年
京都市が四ヶ町の町づくり｢事業として「コミュニティ住環境整備事業」を厚
生省に申請。厚生省で検討の結果、無事事業認可される
1994年 「『東九条福祉地域まちづくり計画』のお知らせ」全戸に配布
1995年 これまでは地域整備課が東九条の担当課だったが、地域整備課がなくな
り、拠点地区事業課（崇仁担当）が窓口となる
1997年 山王まちづくり協議会設立。まちづくりに関するワークショップが４回開催
1998年 東岩本町北部の老朽アパートで火災。1名なくなる
2000年 南岩本市営住宅起工式
2004年 高瀬川南住宅竣工
2005年 北河原市営住宅の建て替えと希望の家を含めた周辺の地域施設を合築計
画が確定
2011年 東九条市営住宅竣工。希望の家および京都市地域・多文化交流ネットワー
クサロンが併設
1967年
1990年
1989年
1982年
表4-1 4ケ町における東九条改善委員会などの動き
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第 3節 当事者によるコミュニティ実践～エスニックアクション 
（１）在日朝鮮人運動の復活と展開 
同じ下町ではあるが、真野と東九条が大きく異なるのは外国籍住民の多さである。地域
住民としての活動が張り巡らされているのと同様に、東九条には民族を共通頄としたネッ
トワークが別途存在する。東九条に数多く暮らす在日コリアンにとってはコミュニティそ
のものである。 
コミュニティは運動によるネットワークにより維持される。第 3章でみたように、コリ
アンであることを理由に様々な差別をうけてきた。自らが必要とする権利獲得に関して前
面に立って運動をおこなってきたのは在日本大韓民国民団（以下民団）と在日本朝鮮人総
聯合会（以下朝鮮総聯）である。在日朝鮮人運動そのものは第 1章でもみたように戦前よ
りおこなわれてきた。しかし戦時下において圧殺されていたが、日本の敗戦と同時に息を
吹き返し、1945年 10月 16日に在日本朝鮮人連盟（朝連）が結成される。強制連行者の帰
国問題の解決を筆頭に、解放されたというものの半島などからの引揚者に職を奪われるな
ど失業・半失業状態に陥った生活問題の解決、朝鮮語学習などの民族教育の普及などの活
動が朝鮮人団体の資金をもとにおこなわれている。その後、政治的な立場の異なり、米ソ
の冷戦が激化するなかで、民族団体は分裂、大きくは 1946年に大韓民国とつながりをもつ
在日本朝鮮居留民団（現在の在日本大韓民国民団）と北朝鮮人民共和国とつながりのもつ
在日本朝鮮人連合会の 2系統に分かれることとなる。 
東九条においては後述するように在日本大韓民国民団京都府地方本部南支部と在日本
朝鮮人総連合会京都府南支部が存在する。東九条全体で朝鮮・韓国籍の住民は約 800世帯
ぐらいあるといわれているが、現在においては、必ずしも朝鮮籍の住民が朝鮮総聯に入っ
ており、韓国籍の住民が民団と明確に分かれているわけではなく、中には両方とも加入し
ている住民もいる。 
 
（２）在日本大韓民国民団京都府地方本部南支部 
 民団そのものの結成は 1946 年であるが、京都においてはその翌年 1947 年に民団京都本
部が結成されている。東九条は当初下京支部に属していたが、その後南支部となった。 
現在、民団においては相互扶助と権益擁護が大きな活動目的であり、①同胞生活支援事
業、②韓半島の平和定着と在日同胞社会の統一促進、③地方参政権獲得運動、④組織整備・
活性化事業、⑤次世代育成・文化振興が主な活動内容となっている。朝鮮籍から韓国籍へ
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の切り替えや結婚・出生・戸籍・翻訳・パスポート・兵役免状などに関わる領事事務もお
こなっており、1980年代中頃までは韓国籍住民はこのような手続きを民団の事務所でおこ
なう必要があった。花見や光復節（終戦記念日）、敬老会など在日１、2世が主になる行事
を開催している。2008 年の故郷の家・京都の開設にあたっては組織的な支援もおこない、
敬老会などが故郷の家で開催されることもある。また、3，4世にむけて民族アイデンティ
ティを育む青尐年育成活動をおこなっている。 
かつては一世を中心として問題を解決するのは自分たち自身であり、在日韓国人の権益
を確保しようという共通意識が高かった。活動が活発であった戦後まもなくから高度成長
期にかけては南支部の下に 8つの分団とさらに 22 つの班が形成されていたが、現在の組織
率は国民登録者に対して半数程度、3世 4世の加入率は低い。高齢化が進むにつれ、1世 2
世からも団費が負担との声もある。その一方で、民団職員による団費の回収が安否確認や
情報提供の機会にもなっている側面がある。 
韓国語教室やチャンゴ教室などの文化教室もおこなっているが、韓流ブームもあってか
ほとんどの参加者が日本人である。支部内で“韓国ドラマをたのしむ会”を組織し、他の
3 つの支部と協力、400人が入会、韓国ドラマ・映画を楽しみながら相互交流しているが、
この中にも日本人がはいっている。また民団はニューカマーは対象としていないが、ニュ
ーカマーは生活上、仕事上様々な課題を抱えている。団員や民団に関わる人々の変容にど
のように対応するかが問われている。 
 
（３）在日本朝鮮人総連合会京都府南支部 
一方、在日本朝鮮人総聯合会に関しては 1955 年に在日本朝鮮人総聯合会京都府本部が
結成されている。朝鮮総聯南支部は結成当初は朝鮮総聯七条支部となっていたが 1970 年代
に現在の名称である南支部となった。 
朝鮮総聯は①民族的尊厳と生活権、②民主主義的民族権利の拡大、特に民族教育事業と
文化啓蒙活動、③同胞生活奉仕、福祉活動などを柱とした活動をおこなっている。行政区
域は南区であるが、1945年から 1980 年代までは同胞が約 5～6万人居住していたため、東
九条を南（七条）支部とし、西側を西（九条）支部という名称にした。現在、京都市南区
陶化学区・山王学区・東和学区と東山学区を活動範囲としている。3 年に 1 回、総会が開
催されるが、総聯はピラミッド型の組織であるため基本的な運動方針は中央委員会に従っ
ている。県本部や支部のなかに権利福祉部があり、それぞれの部署で無年金裁判支援やウ
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トロ支援、民族の教育権の問題や介護予防、低所得者の支援に取り組んでいる。 
 総連には各種の関連団体が存在するが地域との関わりが強い組織としては在日本朝鮮民
主女性同盟および朝鮮学校をあげることができる。女性たちは時には朝鮮学校の父母会で
あるオモニ会の一員として、女性同盟の一員として在日コリアン家庭の生活防衛、そして
総連の諸活動に大きく貢献している。 
南支部の場合、1990 年から南同胞生活相談綜合センターを設立し、同胞生活支援など同
胞生活サポート活動を中心に取り組んでいる。高齢者を対象とした長寿会という老人会も
つくられ、南区社会福祉協議会に登録もおこなっている。2008年からは事務所のある南同
胞会館において月 1回『南同胞憩いのマダン』という憩いの場づくりをおこなっている。
10～20人の参加者が会館にあつまり、健康体操やカラオケなどをおこなっている。これを
支援するのは在日本朝鮮民主女性同盟である。朝鮮総聯の下部組織として、本部・支部の
活動を支え、子育て支援活動や高齢者を対象とした長寿会などの支援をおこなっている。 
 
（４）民族団体によらないエスニックアクションの拡がり 
朴慶植によると在日コリアンによる運動は当初、「在日民族団体に所属して朝鮮民主主
義人民共和国（共和国）、大韓民国（韓国）の海外国民（公民）として、密接な繋りを維持
しながら祖国の発展に寄与していく方向の方向性」であったという。民団と朝鮮総聯はそ
れぞれが大韓民国、北朝鮮人民共和国の在外領事館的役割を果たしており、政治的つなが
りが強いため、朝鮮半島の分裂の歴史や、本国での政治情勢が二者に大変大きな影を落と
していた。しかし、徐々に定住志向がうまれ、日本社会の中で在日コリアンがどのように
いきていくのか権益確保、すなわち、指紋押捺・常時携帯撤廃運動、行政差別撤廃国籍条
頄、年金問題などさまざまな民族差別に対する反対運動がうまれていった。その一方、徐々
に民族団体の変革への展望が持てず、そのため民団・朝鮮総聯とは異なる団体を組織し、
より民衆的、民族的な生き方を追求していく人々、在日同胞の民族としての人権問題を中
心に、生活問題、社会問題など民族差別撤廃問題を全面的に活動目標として掲げ、市民権
の獲得を中心に運動していく人々が生まれている（朴 1989）。 
東九条においても、民族団体によらない活動や 1980 年代に入ると在日コリアンの権利
やアイデンティティに関わる問題に当事者だけでなくボランティアとして日本人も関わる
ようになってきた。エスニックなアクションではあるがボランタリーなアクションでもあ
る。ゆえに、1980 年頃からの日本人も参加する実践については以下のボランティアによる
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コミュニティ実践の頄目において説明する。 
ともあれ、民団および朝鮮総聯は民族差別・多文化をめぐる問題に関してかつてほどの
存在感はないものの、いまだ、拠点と職員を擁する在日コリアン最大の当事者ネットワー
クであることには間違いはない。 
 
第 4節 ボランティアによるコミュニティ実践 
（１）京都地域労働センター（現・東九条市民文庫）とハンマダン 
東九条が抱えた課題に対しては住民を中心とした住民組織や当事者による民族団体以外に
も地域内外のボランタリーアクションがおこされてきた。それらの中から現在の東九条に
おいて特徴的なコミュニティ実践を３つ取り上げる。 
東九条における運動の流れのひとつとして労働運動がある。京都地域労働センターは、
1979年、南区内のあった企業の倒産をめぐる労働争議の中で得られた解決金をもとに地方
からきていた青年労働者の生活基盤の確立をはかるために設立された。当初は①働く人達
の賃金や労働条件の改善、②国や企業による部落差別問題、③指紋押捺など民族差別の撤
廃運動を中心し活動していたが、1983 年により相談活動など地域活動に関しても力をいれ
ようと四ヶ町にある南河原町に移転した。生活相談のなかで戦傷者でありながら援護がう
けられないなど在日コリアンの日常生活における諸権利が制限されていることに気づき、
『在日朝鮮人の生活保障－京都市を中心として－』という小冊子を発行している。当初は
文化活動や住民のコミュニティセンター的な役割などを果たしつつ地域住民運動をめざし
たが、活動が低調となっていったという。 
その一方で 1986 年、文学者である梁民基さんの呼びかけに呼応した在日２・３世、日
本人によってハンマダンが結成される。ハンマダンは朝鮮文化を基とする民衆文化運動を
行うグループであり、マダン劇１）公演とチャンゴ教室、マルマダン（語学教室）をおこな
っていたが活動場所に苦慮していた。後述する東九条マダン実行委員会も練習場などに苦
慮しており、2グループとも活動場所としてセンターを利用するようになっていった。1996
年に「京都地域労働センター」はハンマダンの参加をえて、センターを全面改修し、それ
まで収集していた資料を保管する「東九条市民文庫」として再出発している。建物は現在
“マダンセンター”と呼ばれ、東九条市民文庫、ハンマダン、東九条マダン実行委員会、
東九条まちづくりサポートセンターの 4団体がセンターを事務所として共同利用しており、
東九条のボランタリーアクションの拠点となっている。 
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（２）九条オモニハッキョ 
「人間にとって読書の、できないことは本当につらいかなしいのです。私の子供のころ
は日本の植民地でした。学校へ行っても勉強をする時間よりも、外にいっておち穂拾
いや、松の木に傷をつけてあぶらをとったり、くさかりをしたり、たくさんかれない
ときは家から持って通いました。（中略） 
私は十三年前、南部教会で夜間日本の字を教えて下さる話を聞いて心からよろこび、
家族のりかいをえて入学しました。冷暖房のきいた教室、上手に教えて下さるわかい
先生に深く感謝します。学ぶことにむ中になり無心になって一日のつかれも忘れて本
当に楽しいです。オモニ学校は字を学ぶことだけではありません。多くの仲間と出会
い友達もできました。人は一生学ぶことばかりです。」 
九条オモニ学校 （1990：131） 
 
東九条には戦中戦後期に子ども時代を過ごしたため、また大人になってからは生活と労
働に追われ勉強する機会を逸した女性が数多く存在した。また、「女性に学問は必要ない」
という親の教育観の影響もあっただろう。1978年、そんな女性たちを対象とした識字教室
が在日大韓京都南部教会においてオモニハッキョとして開始された。 
オモニは母を、ハッキョは学校を意味する。当時同教会の牧師であり希望の家カトリッ
ク保育園園長の崔忠植らが立ち上げた。それ以前にも前述した在日本朝鮮民主女性同盟に
よる識字活動がおこなわれていた。しかし、オモニハッキョは 1対 1での対話形式による
学びの場であり、オモニたちが字を覚えるだけでなく教える側の在日および日本人の青年
たちがオモニたちの人生やそのたくましさ、やさしさを学ぶ場であった。冒頭の文章はハ
ッキョにかようオモニが「学ぶことの楽しさ」という題で書いた作文である。ここでは教
会の青年だけでなく、日本人のボランティアも参加した。 
1981 年頃には在籍数 100 人以上、ボランティアの青年たちは 50 名近くになった。ここ
からその後の東九条地域の活動や福祉施設を担っていく人材が尐なからず輩出されたが、
開催場所など運営上の課題があり 2003 年にいったん閉鎖された。しかし、ハッキョの閉鎖
をおしむオモニたちの声におされ、朴実がマダンセンターでオモニハッキョケナリを開催
し、東九条のオモニハッキョの火を継いでいる。 
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（３）東九条マダン実行委員会 
マダンとは 1990 年代以降、在日コリアンが数多く住む京阪神を中心におこなわれてい
る民族まつりである。1983 年に大阪市生野区で開催された「生野民族文化祭」が大きな影
響を与えている。「生野民族文化祭」は在日コリアン集住地であろうとも、自らの民族性を
封印していきざるをえない状況や民族団体同士の亀裂を民族文化によって回復しようとし
たものであった。東九条においては九条オモニハッキョの文化祭と子ども向けに実施され
ていた東九条チャンゴ教室が一緒になって文化祭を実施したことがひとつの契機になった。
1993 年 11 月陶化中学校グラウンドにおいて第 1 回目を開催、それ以後毎年実施されてお
り毎年約 5000 人の来場者がある。 
しかし、当初は会場や練習場の確保など数々の課題があった。公立中学校小学校の使用
に当たっては教育委員会のみならず地元の自治連合会会長の承諾が必要であった。地域住
民のみならず民族団体からの参加も当初はなかった。しかし、回を重ねるごとに徐々に浸
透していった。 
東九条マダンの趣旨の１つは「韓国・朝鮮人、日本人をはじめあらゆる民族の人々が、
共に主体的にまつりに参加し、そのことを通して、それぞれの自己解放と真の交流の場を
作」ることである。東九条マダンの特徴はまつりの最後に実施される“和太鼓＆サムルノ
リ（通称 ワダサム）”に象徴されている。通常、マダンは在日コリアンを中心とした祭り
であり、朝鮮の民族楽器であるチャンゴ、ケンガリ、プク、チンの 4つの楽器によるサム
ルノリが定番である。しかし、東九条は被差別部落出身も数多く暮らす街であり、日本の
文化、かつ被差別部落の産業である和太鼓をつかった競演は日本人と在日コリアンが試行
錯誤しながらもともに暮らしていこうとする願いが込められている。 
藤井幸之助によればマダンは、在日朝鮮人主導型、在日朝鮮人教育型、在日朝鮮人・日
本人協同型、自治体・市民協同人権啓発型などさまざまなパターンがあるが、「生野民族文
化祭」は在日コリアンのみで構成されていたが、東九条マダンは在日朝鮮人・日本人協同
型であるという（藤井 2000b）。生野民族文化祭などでは民族楽器を演奏するのは在日コ
リアンに限られている。しかし、東九条マダンでは日本人もチャンゴもケンガリも同様に
演奏する。これに対して「民族まつりは朝鮮人主体の活動であり、日本人はお手伝いだ」
という考え方がなかったわけでもない。しかし、東九条にとって在日コリアンの民族文化
はもはや地域の文化の考え方を生み出している。東九条マダンには地域の希望の家カトリ
ック保育園の園児たちも多数参加している。在日コリアンの園児たちもいれば日本人の園
99 
 
児もいる。日本人の園児にとって民族楽器は当たり前にある存在となっている。 
東九条マダンは地域内外のボランティアによって支えられる実行委員会方式でおこな
われている。祭りの 2カ月前になると楽器の演奏希望者、劇の希望者、美術スタッフや出
演者が募集され、定期的な練習・準備が重ねられる。また、祭りの準備・実施だけでなく、
音楽教室や講演など 1年を通した活動をおこなわれている。しかし、悩みもある。規模が
大きいからこそ練習場所や物品の置き場所として後述するマダンセンターは手狭になって
いる。事務所の維持費を含め年間 300 万円前後の経費がかかっており、一部補助金がでて
いるものの資金獲得に苦心している。 
 
写真 4－1 東九条マダン 
 
                         （筆者撮影） 
 
（４）東九条におけるボランタリーアクションの特徴 
東九条においては 1960 年代以前にも学生セツルメントなどの諸学生運動や地元青年に
よるボランタリーな活動があったが、やはり 1980年代以降の在日コリアンの民族的アイデ
ンティティを問う活動が特徴である。 
これらに大きな影響を与えたのは梁民基である。梁は民衆文化運動の指導者的存在であ
り、1986 年、ウリ文化研究所を主宰と同時にハンマダンをよびかけ、東九条のみならず各
地においてマダン劇iを指導した人物である。東九条マダンは年 1回だけのお祭りと言えな
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くもないが、自らのルーツに誇りを持ちたいという人間にとって、遠い昔朝鮮半島で農楽
隊のならす音にしたしんだ１世たちが、自らがどのような存在であるのか確認したいとい
う最も根本的なニーズに応える重要な実践となっている。 
そして、重要なのはワダサムに象徴されるようにこれらの動きの中に日本人の動きが組
み込まれていることである。マダン劇をよびかけた梁民基は次のように呼びかけている。 
 
「あの解放の日に父母たちが農楽をくり出して恨を晴らしたように、「夜学」を建てるため
に朝鮮人部落をまわり、朝鮮戦争のさ中にも銃を手にとる思いで、胸をかきむしりなが
ら農楽隊をくり出していったように。そのような「大同
テ ド ン
ノリ」はわたしたちの記憶の中
にまだ息づいているはずだ。孤独に世を去ったかつての「ノリクン」たちの身振いや話
し方、諧謔諷刺、慟哭、力あふれる踊りとリズム。日本人と朝鮮人の共通の広場のため
に！なんてカッコイイことはいわないでおこう。自分たちの表現をやって、みんなで楽
しめる広場をつくり出そう。」 
梁民基記録集編集委員会（2012） 
 
 東九条におけるエスニックでボランタリーなアクションには、在日コリアンだけではな
く、日本人だけでもなく、相互が尊重しあいながら、関係を模索しながら、新しい東九条
の地域アイデンティティを創造しようという願いが込められている。 
 
第５節 福祉専門職によるコミュニティ実践 
（１）社会福祉法人によるコミュニティ実践 
これまでインフォーマルな立場、すなわち、住民、当事者、ボランティアという立場か
らのコミュニティ実践を概観した。豊富なインフォーマルな活動の存在は東九条の特徴で
あるが、東九条においては社会福祉法人による活動にも特徴がある。 
そもそも社会福祉法人は極めて公益性の高い存在であり、地域拠点でもある。施設の外
でますます生活困難が広がっている現状において、近隣地域住民は第 2の利用者であり、
また施設の運営を共に担う可能性のある存在である。社会福祉法人は大きくは社会福祉協
議会と施設運営を中心とする社会福祉法人によるわけられるが、本節ではまず京都市南区
社会福祉協議会および京都市社会福祉協議会が運営する陶化デイサービスセンター、そし
て東九条に位置する社会福祉法人のなかでも特に大きな役割を果たしてきた社会福祉法人
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カトリック京都司教区カリタス会をとりあげる。 
 
（２）京都市南区社会福祉協議会・京都市陶化デイサービスセンター（運営：京都市社会福祉協
議会） 
一般的に地域における多様な福祉問題に対応する実践主体として市町村社会福祉協議
会をあげることができる。京都市南区社会福祉協議会が東九条を担当する社会福祉協議会
であり、先にみた学区社会福祉協議会を支援するのもこの南区社会福祉協議会の役割とな
る。「住民の主体的な共同活動の促進による福祉コミュニティの実現」（寺田 1993）であ
り、地域住民の組織化はあらゆる手法の中で基本的な手法である。山王・陶化・東和学区
においても、民生委員や老人福祉員、住民によって、何らかの心配がある住民の情報がキ
ャッチされおり、健康すこやか学級の運営や学区内での高齢者を見守る体制づくりがなさ
れており、基盤的な活動である。しかし、南区社会福祉協議会の全体事業としては学区ご
とだけではなく、南区全域で発生する住民の生活課題に対応するために学区社会福祉協議
会の支援だけでなく、総合相談事業やボランティアセンターの運営、障害者支援、子育て
支援など幅広い活動をおこなっている。なかでも、東九条においては困難度が高い、ある
いは多問題の住民が他の地区に比較して多く、専門職による密度の濃い関わりが必要とさ
れている。社会福祉協議会による東九条における実践として注目されるのは在宅福祉サー
ビスと権利擁護活動を通じた困難世帯への支援だ。 
1995 年に地元の要望にもとづいて陶化学区に京都市陶化デイサービスセンターが設置
された。これを京都市社会福祉協議会が受託、在宅福祉サービスを実施することにより生
活困難といったニーズからこれまでボランティアによる取り組みではアプローチしにくか
った住民へのサポートを可能となったという。また、2005年からは南区社会福祉協議会が
基幹的社会福祉協議会となり地域福祉権利擁護事業（現在の日常生活自立支援事業）を実
施している。日常的支援者を欠く 1人暮らし高齢者世帯が陥る課題に金銭管理や経済的ト
ラブルがある。南区社会福祉協議会における利用者のうち東九条地域住民はおよそ半数を
しめており、日常的金銭管理が特に困難な世帯への生活支援の重要な切り口・見守りとな
っている。東九条には特に利用者が多く、同じ社会福祉協議会が運営する陶化デイサービ
スセンターが日常生活自立支援事業においても中継拠点になっているという。 
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（３）地域福祉センター希望の家（運営：社会福祉法人カトリック京都司教区カリタス会） 
東九条には複数の社会福祉施設、介護事業所が多数存在する。中でも地域福祉センター
希望の家、希望の家カトリック保育園、東九条のぞみの園を運営する社会福祉法人カトリ
ック京都司教区カリタス会はもっとも大きな影響力をもった社会福祉法人である。 
カリタス会による３つの事業のなかでも地域福祉センター希望の家は、民間で隣保事業
をおこなっていた数尐ない存在であり、特に位置する 4ヶ町の住民にとってなくてはなら
ないコミュニティの拠点として存在している。２） 
もともと希望の家は 1959 年、メリノール宣教会のフランシスコ・A・ディフリー神父に
よって設立された。前年に彦根教会に着任したディフリーしたが、車窓から当時の屋形町
から東九条にひろがっていた不良住宅地区、すなわち東九条を“発見”した。 
当初は下京区屋形町で誕生し、当初は戦災孤児や共働きの家庭の子どもたちの学習支援
を中心に活動が始められた。徐々に神父の熱意に共感した地域住民の協力をえて子ども関
連事業のほか、貯蓄信用共助会、青年相談所、婦人会などの事業も行なわれた。1965年に
は京都市の所有地を借り、新しい建物が建設され児童センターが併設、翌年には京都市初
の学童保育事業を開始する。住民の要望のなかから 1967 年に希望の家カトリック保育園、
1978年には山王保育所を開設・運営され、現在の希望の家の事業の原型が完成する。 
第 3章でみたように 4 ヶ町には 1960 年代から一人暮らし高齢者の問題が存在した。1968
年には 70歳以上の地域住民 60 人を対象に既に月 1回の「老人の集い」が開催されている。
1984 年に 4 ヶ町の単身高齢者の巡回訪問が 1985 年には 4 ヶ町の高齢者への配食活動が開
始される。老人巡回は現在も継続実施、65歳以上の 4ヶ町在住の高齢者宅を 6 人のスタッ
フでエリア分けして訪問、見守りをおこなっている。週数回から月１回の頻度で訪問して
おり、4ヶ町内の高齢者については概ね把握しているという。 
希望の家カトリック保育園では第 3章でみた 1981年のピストル事件をうけて 1982年に”
共に生きる”をメインテーマとした保育方針がまとめられ、1986 年に園児による単身高齢
者への訪問活動が開始されている。2001年より多文化共生保育を開始、1993 年からはじま
った東九条マダンに園児達が参加している。のぞみの園との交流もおこなっている。2003
年からはガレージを利用したサロン”にこにこや”が、2007 年からは障害のある中高生の
タイムケア事業などの地域のニーズに応じた新しい事業が開始されている。 
                           
２）隣保事業は東九条福祉地域の青尐年・女性・老人対策事業として 2010 年まで実施されていたが、
現在は廃止されている。 
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その一方、廃止される事業もある。東九条の中でも 4ヶ町を事業対象地域として指定し
た、東九条福祉地域の青尐年・女性・老人対策事業は 2010年に廃止された。事業の廃止に
不安の声もあったが、2011 年からは京都市営東岩本団地の一階部に併設された京都市地
域・多文化交流ネットワークセンターに移転し、今度は 4ヶ町にその対象を限定しない地
域・多文化交流ネットワーク促進事業を新たに受託している。 
地域福祉センター希望の家は 50 年間の地道な活動の中で住民の土地提供や寄付をうけ
るなど、地域内住民の力によって運営されている“地域の施設”である。それと同時に、
日常的に相談をもちかけることのできる希望の家は地域住民、特に 4ヶ町住民の信頼をえ
ており心の拠り所となっている。地域外に暮らす京都市周辺のカトリック教会信者や学生
ボランティアなど支援者にとっても活動拠点となっており、住民、当事者、ボランティア
の力が重なりあうコミュニティ支援の拠点である。 
 
（４）東九条のぞみの園（運営：社会福祉法人カトリック京都司教区カリタス会） 
地域福祉センター希望の家が社会福祉制度外のサービス提供およびコミュニティ支援
をおこなっているのに対し、介護保険制度に基づく多種のサービスを提供する専門機関と
して大きな役割を果たしているのが、東九条のぞみの園である。のぞみの園は 1995 年、4
ヶ町の東隣に位置する西岩本町に京都市初の公設民営施設として誕生した。地域住民から
切望されていた特別養護老人ホーム（定員 50人）の運営の他、山王学区を中心とした周辺
地域の高齢者世帯に対してデイサービスセンター（定員 30人）、ショートステイ、ホーム
ヘルプサービス（現在は閉鎖）の提供をおこなっている。合築されている東九条市営住宅
には京都市唯一のシルバーハウジング（30世帯）が設置されており、ライフサポート事業
ものぞみの園が受託している。 
介護保険がスタートする前の 1990 年代、在日コリアン高齢者へのケア問題はまだ大き
な議論にはなっていなかった。様々な困難を自力で乗り越えてきたがゆえ、親族・同胞以
外に生活を委ねることへの不安ゆえのサービス拒否や認知症による日本語でのコミュニケ
ーション力の低下などに対し、生活支援を模索してきた。高齢者世帯に対する総合相談窓
口であった在宅介護支援センターは現在、京都市東九条地域包括支援センターとなり東九
条だけでなく近隣校区の高齢者世帯の支援もおこなっている。 
2002 年には陶化デイサービスセンターに設置された陶化地域包括支援センターと共同
して、東九条地域における医療・福祉のネットワークを発展させる連絡会を結成している。
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ここでは、医師会・歯科医師会・地域内の専門機関・施設が参加しており年に 4回ほど勉
強会がおこなわれている。 
 
（５）故郷の家京都（運営：社会福祉法人こころの家族） 
社会福祉法人こころの家族は、故国に帰れなくても帰れない在日コリアンの高齢者たち
が豊かな老後を過ごすことのできる「梅干しとキムチのある老人ホーム」を 1988 年大阪府
堺市に設立した法人である。現在、堺市、大阪市、神戸市において高齢者施設を運営して
いるが、2009年、同法人にとっては３番目の特別養護老人ホームを東九条陶化学区に開設
した。東九条においては東九条のぞみの園に継ぐ大規模施設である。2005年に事業申請が
おこなれたが、地元団体との交渉がすすまず、開所が予定より 1年遅れている。しかし民
団京都南支部だけではなく京都内外の市民が協力して寄付をおこない、2009 年に民設民営
の高齢者施設としてスタートした。新型特別養護老人ホーム（定員 100 人）とケアハウス
（定員 40人）の施設ケアが中心であるが、短期入所生活介護、訪問介護（ホームヘルパ
ー派遣）、居宅介護支援事業所（ケアプランセンター）もおこなっている。当初説明会では
ユニット型であるため利用料金が高くなり、低所得の住民が多い東九条住民からは不満の
声がでた。しかし、一般のケアハウス（定員 20人）、介護付きのケアハウス（定員 20 人）
も併設し、生活保護利用者でも入居できるように配慮がなされた。食事や施設行事など朝
鮮文化を意識したものとなっているが、現在、利用者は在日コリアンと日本人がおよそ半
分の多文化共生介護をおこなっている。 
 
（６）特定非営利活動法人によるコミュニティ実践 
専門職ではあるが、当事者もしくはボランティアとしての立場を強くもったかたちで東
九条のまちづくりにかかっている団体がある。特定非営利活動法人東九条まちづくりサポ
ートセンターと特定非営利活動法人京都コリアン生活センターエルファである。社会福祉
法人と比べると小規模であり、東九条まちづくりサポートセンターの予算規模にいたって
は約 700 万円である。しかし、特に課題の多い地域、公営住宅におけるコミュニティ支援、
もしくは住民の支援についての新たな手法を提示している。一方、エルファは東九条にお
いては民族性にもとづいた介護などの多文化事業を開発してきた。先駆的、開発的な事業
をおこなっており前章でみた住環境問題、多文化の問題、高齢者福祉の問題にトータルに
貢献する特色があるが、その活動内容、機能、意味については第 5章と第 6章に詳述する。 
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（７）東九条における福祉専門職の役割 
 日本の地域福祉研究においては、住民主体が語られ、あくまで地域課題には住民が主体
的に取り組むことの大切さ、ソーシャルワーカーらが住民や当事者、ボランティアの活動
を如何に支援するの福祉かについて重要視されてきた。しかし、重篤で継続的な地域課題
に対しては専門機関の関与は必須であり、インフォーマルな活動を後方から支援する役割
であったり施設などの専門機関が “地域の一員”として参画するのかが重要である。つま
り、活動を組織化・調整・支援する機能とケアネットワークを形成する機能である。 
活動の組織化という側面では京都市南区社会福祉協議会は特に陶化地区において住民
組織と密接な関係をもっており、デイサービスセンターは住民参加の拠点となっている。
1959年より継続する地域福祉センター希望の家は様々な地域福祉活動の礎であり 4ケ町の
住環境整備計画も含めたコミュニティマネジメントに深くかかわってきた。 
ケアネットワークの形成といった側面では、東九条のぞみの園と故郷の家・京都は在日
コリアン高齢者をはじめとする東九条周辺に暮らす高齢者の最後の住み処を提供している。
地域の住民組織、当事者団体との関わりの深い社会福祉法人の存在は安心して東九条に暮
らし続けようとする住民たちにとって大きな資源である。 
また、従来、主体形成が主たる機能であった区社会福祉協議会においても、住民のボラ
ンタリーな活動の組織化だけでは、重篤な課題を抱えた多数の住民を支え切れない。もう
片方で直接支えるサービス、すなわち陶化デイサービスセンターであったり、日常生活自
立支援事業、生活福祉資金などの生活支援事業を持ちながら、それとボランタリーな活動
を組み合わせる手法がとられている。 
 
（７）福祉専門職によるコミュニティ戦略 
①福祉専門職は東九条をどのようにみているのか 
 活動支援機能をコミュニティワーク、ケアネットワーク形成をコミュニティソーシャル
ワークということができるかもしれない。が、どちらにしても、東九条という地域をどう
みたて、どのような支援方針をたて動くのかという能力が福祉専門職にも求められている。 
 2007年 8月から 2008年 2月にかけて東九条で働く福祉専門職 9 名に対して、①東九条
に住む住民に対してどのような事業をおこなっているのか、②東九条の地域（民生委員な
ど）とどのような関わりをしているのか、③東九条をどのような地域だと思うのか、何が
問題だと思うのか、何が変わればいいのかの 3点についてインタビューをおこなった。録
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音が許可されたインタビューはテープリライトをおこない、許可されなかったインタビュ
ーは記録を作成し、東九条をどのような地域だと思うのかについての回答部を抜き出し、
グルーピングをおこなった（表４－２）。その結果、「濃い人間関係」「特定の街へのラベリ
ング」「ラベリングの原因」「街同士・グループ同士の衝突」「行政との関係」の５つのグル
ープを作成することができた。 
 まとめると、インタビューに応じた 9名の福祉専門職たちは東九条というまちが住居の
問題を核にしながら、流れものや生活保護受給者が集中しやすい構造になっていること、
その中で東九条に暮らす住民がしたたかに、時に専門職と時に近隣住民と密接な関係をも
ちながら生活していること、しかし、様々なグルーピング、ゾーニングによるラベリング
が存在すること、それぞれのグループ、地域ごとの衝突があるという見立てをおこなって
いた。 
②東九条をどのように変容させうるのか 
 インタビューにおいて、どのように地域に変化させるのかという点については、熱心な
支援者が存在してはいるが、まだまだ連携が足らないという意見もあった。例えばニーズ
に対し、民生委員の人数が尐ない、一般の介護事業所のケアマネージャーからは存在が見
えにくく、福祉専門職と民生委員、老人福祉員との連携をまず深めていく段階であること
が指摘された。 
その一方 4ヶ町における地域福祉センター希望の家と NPO 法人東九条まちづくりサポー
トセンターのきめ細やかなインフォーマルサポートを評価する指摘が複数あったが、その
反面活動エリアが限定されているという課題もある。また、民族間コンフリクトやラベリ
ングはその解消まで長期間が必要であるとの指摘がなされた。いわゆる伴走型というスタ
ンスともいえるが、戦略を欠いているともいえなくはない。 
住民の温かみがあるまち
ある意味の支えあい
相手を見極めたうえでつきあう
ある種のたくましさ
「使えるものは使う」南区民
やってもらうのはありがたいけれども、やってもらっても文句を
いう
専門職とのかかわりの深さ
金銭管理などなんでもやっていたケアマネージャー
住民とケアマネージャー・生活保護ワーカーとの関わりが深
い
ワーカーが人生経験・人生哲学を学ぶ場
いろんな人生を背負った住民から勉強する
「同じ地域に住んでいる仲間」
施設にいくような介護度の住民が住み続けられる
小さなコミュニティがすごくできている
よってたかって何とかする
（入院しても）どんなに劣悪でも帰ってきたい
問題の中核に住居問題
劣悪なアパート
冬でも鼠・ゴキブリがいる家
東九条における風呂問題
流れ着く地
さらに他の土地に流れざるをえないときもある
生活保護が多い
単身の男性が多い
家族と絶縁している人が多い
高齢化する街（過去の元気さとの対比）
行政が過保護
希望の家は4ヶ町だけ
歴史がある希望の家
ある意味ケアマネージャー以上の相談員の存在
素晴らしい風呂がある
楽園か問題地域か
弱者かたくましい人か
文化と文化のせめぎあい 文化同士の問題
河原町から向こう
０番地
陶化と山王
東九条と西九条
宗教の多さ 心のよりどころ
京都市とのつながりは制度上のもの 地域と専門職と行政との距離
行政計画との関係
街同士・グループ
同士の衝突街同士の問題
住居問題
ラベリングの原因
流れもの・貧困者の街
”特別”な４ヶ町
特定の街へのラ
ベリング”恵まれた”東松ノ木団地
東九条というレッテル
”東九条”をどうみるのか
表4－2 東九条で働く福祉専門職のインタビューにみる東九条像
住民のあたたかさ
人間関係の濃さ
住民のしたたかさ
ワーカーと住民との関係
近隣の人たちのつながり
が深い場
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第 6節 東九条におけるコミュニティ実践の集積 
（１）多様なコミュニティ実践創出の要因 
これまで住民組織、民族団体、エスニックなボランタリーなアクション、社会福祉によ
る実践を列挙し、それらの特徴について検討してきた。自治会や学区社会福祉協議会とい
った住民による実践や施設を運営する社会福祉法人はどの地域での共通する実践主体であ
るが、東九条においてはそれ以外の団体も数が多い。なぜこれだけの多種多様なコミュニ
ティ実践が創出したのか。それは①行政による不作為、②地域社会における民族的アイデ
ンティティへの否定、③在日コリアンが生活保障の対象外とされるという住民・当事者に
とって受け入れがたい外部環境があるのではないか。 
まず、行政による不作為である。第 3章でも検討したように、住環境をめぐる深刻な問
題、民族差別・多文化の問題、高齢化など複合的な問題を抱えているにも拘らず京都市な
どの行政による取り組みが為されなかった、行政対策の対象外とされた点があげられる。
新幹線敶設には建設予定地のバラックで暮らしていた住民はクリアランスの対象となり、
東京オリンピック開催時には東九条にはベニヤが貼られ、道路から見えないように隠ぺい
された。1968年に富井市長によって東九条対策が開始されるも、東九条実態調査研究会の
対象は 4ケ町に限定されるなどの対策の限定化がみられる。限定された地域のみを考えれ
ば、当該地域内の住民組織が結束しやすくなるなどまちづくりに際しての促進要因となる
が、逆にゾーンにおさまらない地区や忌避されるテーマがあらわれる。 
忌避されるテーマは民族的アイデンティティをめぐる問題であろう。そもそも在日コリ
アンという存在が、国家の保護の対象外におかれた、もしくは同化をもとめられた、地域
住民としての取り扱いをされなかった問題が根本的にある。現在、東九条ＣＡＮフォーラ
ムの事務局長をつとめる金周萬は、大学生のころより様々な民族運動に取り組んできたが、
そもそものきっかけを以下のように振り返る。 
 
「僕は、ものの見方の最大の原因になったのは、“入管の手入れ”と違うかな。1966 年
ですわ。父親の兄弟のさらにつてをたどって何人かが密入国して、日本に働きに来てた
んですよ。僕のおばさんに当たる人は、一家で子どもも連れて、日本に来てましたから
ね。そういう人たちが、捕まるんです。僕の父が面倒を見てましたから。それと戦後の
一時期、韓国と日本を行ったり来たりしたこともあって、僕が 17 歳の時に、アボジが
入管に捕まって。何か月捕まったやろうなあ… 結構長かったですよ。3 ヶ月近くいた
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んと違うかな。家も家宅捜査が入って。それを経験して、随分替わりましたね。“僕ら
の存在って、一夜にして変わる不安定なものやな”という実感が、ものすごくしました。」 
（金周萬へのインタビュー 2008年 9月 12日） 
 
国や地方自治体から放置されながらも、民族的なものをふくめたアイデンティティ、存
在の否定に対する怒りや悲しみ、人間らしい生活をもとめる住民・当事者たちから始まっ
た実践が、やがてボランティアをまきこんで多種多様なコミュニティ実践と成長させたと
いえるのではないか。 
 
 
図 4－1 東九条におけるコミュニティ実践の集積要因 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
          
 
 
 
 
個人レベルにおける 
疎外・排除経験への抵抗 
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重篤課題の放置・限定化 
 
多様なコミュニティ実践の創出と集積 
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（２）東九条における実践団体間の相互関係と葛藤 
当該地域において何らかの実践がなされたとしても、それは単独で存在しているわけで
はない。他の実践の影響をうけていたりするものである。しかも、東九条は課題が多い地
域であるからこそ、個々人が経験した何気ない経験、どうしようもできなかった出来事か
らいくつもの実践が形成され、積み重なっている。これらはバラバラに立ち上がり、関わ
りなく実践しているのではなく、いくつかの関係がみうけられる。ここでは、大きく分け
て①支援、②連携・協力、③葛藤の３つの関係に整理する。 
まず、支援である。ハンマダンはウリ文化研究所の梁民基の支援をうけて設立されてお
り、京都外国人高齢者障害者生活支援ネットワークは民団・朝鮮総聯・NPO 法人エルファ
の支援をうけている。時には人員・資金面で大きなバックアップがなされる。また、民族
団体の相互支援の他にも、キリスト教関係者たちの地域活動や相互ネットワークが重要な
役割を果たしている。特に、京都洛南教会、在日大韓京都南部教会、カリタス会はそれぞ
れボランティア団体や社会福祉法人の立ち上げ、支援にかかわるなど、異なる宗派である
にも拘らず、相互に協力している。京都洛南教会は東九条ＣＡＮフォーラムの活動への会
場提供をおこなったり、先にみたように在日大韓京都南部教会は九条オモニハッキョの立
ち上げに深く関わっている。キリスト教関係者がキーパーソンとなり、教会による支援ネ
ットワークを活用しつつ、地域課題の解決の道を探るという流れは川崎市桜町における活
動や大阪市生野区など他の在日コリアン集住地にもみられる（二階堂 2007、金 2007）。 
そして連携・協力であるがマダンセンターはハンマダン、京都地域労働センターの 2団
体が協働して運営している。そもそも、活動拠点を求めていたハンマダンがもともと拠点
を保持していた京都地域労働センターと連合したともいえる。また、住環境改善がおこな
われた 4ヶ町では地域福祉センター希望の家は東九条改善委員会・北河原建替委員会と、
旧 40番地（現東松ノ木団地）では 40番地自治会（現東松ノ木団地自治会）と東九条キリ
スト者地域活動協議会（現特定非営利活動法人東九条まちづくりサポートセンター）が連
携している。京都市社会福祉協議会が運営する、陶化デイサービスセンターも陶化学区住
民にとってコミュニティセンター的な役割ももっており、陶化学区連合自治会と協働関係
にある。東九条においては、住民組織とボランタリーアクション、住民組織と社会福祉施
設とが密接に連携している。京都においては学区といわれる地域の意向はまちづくりに対
して発言権が特に強く、細やかな地域活動をおこなう場合、ボランティア団体であったと
しても地域住民組織との協働は必需という面もあるだろう。 
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最後は、葛藤の関係である。住民組織、当事者組織（民族団体）、ボランティア、専門
機関の４つの流れにわけて説明をしたが、概ね同一の流れの中ではメンバーの重なりも
多々あるなど一定のポジティブな関係性がある。しかし、異なる流れ、特に民族団体など
多文化を正面におしだす団体と住民組織の間には明らかな距離感がある。民族団体と自治
会はある意味で、メンバーの権益擁護と互助をめざし、組織内に年齢別、性別集団、班構
成がある点などでよく似ている。それぞれが東九条を故郷と考えているが、それぞれが語
る故郷像には大きな異なりがある。故郷像を地域アイデンティティといいかえることもで
きるかもしれない。 
 
 
図 4－3 コミュニティ実践ごとの相互関係のイメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当事者による実践 
地域住民による実践 
ボランティアによる実践 
専門職による実践 
葛藤 
↓↑ 
支援 
↓↑ 
連携・協力 
 
 
地域における 
複合的課題 
（住宅・多文化・高齢者
ケアなど） 
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第 4節 おわりに 
（１）政策によるコミュニティ実践の集積は可能か 
東九条においては遡れば戦前より在日朝鮮人運動、労働運動、部落解放運動の蓄積があ
る。戦後も住民、当事者、ボランティア、専門職と多様な立場からの実践、相互関係が累
積され、2000年以降はネットワーク型団体を生み出すなど新たな実践を創出している。し
かし、これらの東九条におけるコミュニティ実践の集積は行政による計画化に基づいてな
されているものではない。また、地域福祉の推進装置ともいえる社会福祉協議会も存在は
しており、一定の役割を果たしてはいるが、中心的な役割を果たしているわけでもない。  
むしろ、行政施策および公的団体からの重篤な課題の放置が、そして、なによりもその
課題を自らの人生・生活のなかに抱えざるを得なかった住民、当事者たちの、時に悲痛な
思いがさまざまな実践を引き起こしてきた。この点は、住民組織、ボランティア団体、エ
スニックな動き、社会福祉法人・セツルメントすべてに共通している。地域福祉計画など
の政策からではなく、制度から無視されつづけた地域課題そのものが「人間として当たり
前に生きたい」「同じ人間として共にありたい」という思いを引き起こし、実践の集積につ
なげる原点になっている。 
 
（２）コミュニティ実践の集積が生みだす新たな実践 
平野が述べるような「地域福祉の容器」の形成は一筋縄ではいかない。しかし、「人間
が人間らしく生きること」を支えようとする住民・当事者・ボランティア・専門職の存在・
集積そのものは、東九条においては新しい実践を生みだす下地になっている。その最たる
ものは、特定非営利活動法人による生活支援を切り口とした２つのコミュニティ実践であ
る。一つは 1999年に設立された特定非営利活動法人京都コリアン生活センターエルファに
よる活動である。エルファは外国籍による制度的排除がない介護保険制度スタートにあわ
せて在日コリアン高齢者への生活支援事業という新しい実践を模索してきた。そしてもう
一つは、特定非営利活動法人東九条まちづくりサポートセンターである。東九条の東南に
位置し、河川敶にそって１ｋｍの住宅群が形成された通称 40番地でのボランタリーな支援
活動をベースに、エルファと同年の 1999年設立、団地の絆を基盤としたコミュニティ実践
をおこなっている。 
中川幾郎は都市が産業や文化面などで衰退せず、成長していくためには「インプロビゼ
ーション（即興演劇）」が必要だと指摘している。もともとはジェーン・ジェイコブズが提
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起した概念であるが、中川は日本の文脈において「都市の成長・変動・変容に対応して、
そのつど役割を果たせる人材が柔軟に供給できるほどの多様な人材集積が必要なこと、そ
して、これらの人材をつなぎ合わせるに足りる幅広いネットワークが実在すること、これ
らのつながりを演出する機能的なシステムが存在すること」を意味するとしている（中川 
2011）。活動を担う人材をいかに育てるのかは、住民組織の運営であれ、市民活動であれ、
社会福祉事業であれその中心的要素である。 
第 5章、第 6章では特定非営利活動法人京都コリアン生活センターエルファと特定非営
利活動法人東九条まちづくりサポートセンターを詳細に検討する。 
 
 
行政の動き（京都市・京都
府・国） 住民組織 ボランタリーアクション エスニックアクション セツルメント・社会福祉法人
1971年
華頂短期大学社会福祉研究
室『東九条地区社会福祉パイ
ロットプラン（未定稿）』
1972年 京都市生活館設置
1978年
1979年
1981年
1982年
1985年
1986年
1987年
1989年 『東九条地区改善中・長期計画（案）』
1991年 東九条福祉地域改善対策
室設置
1992年 　鴨川陶化橋上流域環境整備対策本部設置
1993年
1994年 　『東九条福祉地域まちづくり計画』のお知らせ全戸配布
1995年
1996年 東松ノ木団地竣工
1997年 京都市国際化推進大綱
1998年
京都市外国籍市民施策懇話会
設置／特定非営利活動促進法
制定
1999年
2000年 介護保険制度スタート
2001年
2002年
2003年
2004年
2005年
2006年
2007年
2008年 京都市国際化推進プラン
2009年 京都市生活館閉鎖
2010年
2011年
北河原市営住宅建替終了
京都・地域多文化交流ネッ
トワークサロンの設置
図4-4　　東九条における主なコミュニティ実践の流れ
1970年以前
九条オモニ学校
＊2003年解
京都地域労働
センター
東九条マダン実行委員会
NPO法人東九条まちづくり
サポートセンター
NPO法人京都コリアン
生活センターエルファ
40番地自治会事務局
＊2000年解散
京都外国人高齢者・障害者
生活支援ネットワークモア
NPO法人東九条・共に生
きるまちづくりネット
故郷の家・京都
（設置・運営：こころの家族）
オモニハッキョケナリ
山王学区連合自治会
陶化学区連合自治会
東和学区連合自治会
40番地自治会
東九条改善対策委員会
山王まちづくり協議会
NPO法人日本自立セ
ンター ワークス作業
北河原団地立替委員会
＊2011年解散
東九条CANフォーラム
東松ノ木町自治会
東九条キリスト者地域活動
協議会（HEAT)＊1999年解散
朝鮮総連在日本朝鮮居留
東九条地域における医療・福祉の
ネットワークを発展させる連絡会
陶化デイサービスセンター
（設置：京都市 運営：京都市社協）
京都市地域・多文化交流
ネットワークサロン登録団体連絡
会議
マダンセンター
（運営：東九条市民文庫・ハンマダン）
京都市南区
社会福祉協議
発展解消
発展解消
立ち上げ・構成団体として協力
ハンマダン
ウリ文化研究所
＊2006 年自然消滅
地域福祉セン
ター希望の家
地域福祉センター希望の家が運営
希望の家カトリック保育園
東九条のぞみの園
（設置：京都市 運営：カリタス
会）
相互協力しながら結成
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第 5章 民族的体験の共有を基盤としたコミュニティ実践 
第 1節  新たな課題としての在日コリアンの高齢化問題 
 「「私の故郷は慶州北道義城郡東大洞。波乱万丈。私の人生は言葉では言い尽くせない。誰が
知るか、私の心情。姉ちゃん、私 13歳の時、アボジが死んで、18歳で栃木県に来たんや。バラ
ック小屋に住んだ。飯場で２００人のご飯炊きした。いつも、いつも腹が減っていた。焼畑つくっ
て種まいて・・・。京都に来て清水寺の坂、お米担いで、仙台にもお米担いで行った。学校？ 
そんな行くか。腹減ってるのに、夜間学校の戸を覗いて真似して覚えた。名前はこう、○○○○。
１，２，３，４、あいうえお、も覚えた。 
故郷では幼い頃から働いて、働いてナムルばかし食べていた。お金がなかった。言葉にな
らない・・・。日本に来てもいつもお腹が空いていた。今は娘がよくしてくれる。ナムルはセンナ
ムル（生）が好き。山にはナムルがいっぱいある。小川でミナリ（せり）取ってなあ。小川の清水
でシジミ取りした。トドック（タラの芽）はてんぷらがおいしい。」 
ハルモニの人生話を聞きながら、他界した母親の似通った人生が思い出され、涙が止まら
なくなりました。「姉ちゃん、なんで泣く？」と言われたので「ハンメ、これからいっぱいいいこと
あったらいいねえ」と答えました。情深く、気丈で、芯が強く、野性的な在日一世の朝鮮のハ
ルモニに長生きしていただきたいです。」１） 
 
1990年代より在日コリアンにとって大きな課題になってきたのは在日１世および 2世た
ちの高齢者問題である。全国各地で行われているオモニハッキョなどの識字活動に参加し
ていた１世たちの高齢化が目立つようになっていた。そのような中、1991年、庄谷と中山
が実施した大阪生野区における在日コリアン高齢者の生活実態調査を皮切りに、在日コリ
アン高齢者をめぐる社会保障・福祉サービスの問題が次第に明らかになっていった（庄谷・
中山 1997）。 
 まず、国民年金法における国籍条頄とその撤廃にあたり経過措置がとられなかったため
無年金者が大量に存在し、生活保護受給率も高く全体的に経済的低位におかれていること
が改めて明らかになった（嵯峨 2003）。そして、国籍条頄がない高齢者福祉サービスへの
                           
１） 2012年 7月 29日 京都外国人高齢者・障がい者生活支援ネットワークモアが主催した
外国人福祉委員活動報告会において紹介された外国人福祉委員による手記。ハルモニ、ハンメ
はともにおばあさんを意味する。 
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利用率が低いことも明らかになった。これは未就学による識字率の低さなど情報へのアク
セス上の課題やそれまでの制度への不信が背景にある。また、サービスを利用したとして
も朝鮮語でのコミュニケーションも含めた在日コリアンの文化・風習への配慮がないこと
からのサービス忌避もあった（在日高齢者調査委員会 2004、崔 2005、文・林 2005）。 
東九条において、在日コリアン高齢者問題に最初に着手し、いまも重要な社会資源とし
て機能しているのは特定非営利活動法人京都コリアン生活センターエルファである。ここ
では特定非営利活動法人京都コリアン生活センターエルファをとりあげ、同法人が在日コ
リアン高齢者への支援を通じて、どのようなコミュニティ実践をおこなっているのか、な
ぜその実践が必要になったのか、そして今日抱えている実践課題を明らかにする。 
 
第 2節 事例研究 
（１）研究の目的と方法 
本章ではまず東九条においてどのような在日コリアン運動がおこなわれ、またその流れ
の中で高齢化する在日１世の課題をどのように捉え、それに対してどのような実践を構築
されたのか、それが地域社会としての東九条においてどのような意味をもつのかについて
検討する。東九条には在日コリアンが関わる活動団体は複数存在するが、制度も利用しな
がら在日コリアン高齢者に対する組織的支援をおこなっている特定非営利活動法人京都コ
リアン生活センターエルファ（以下 NPO法人エルファ）を取り上げる。２）  
 
（２）特定非営利活動法人京都コリアン生活センターエルファ設立の経緯 
①NPO法人エルファの設立の経緯 
エルファは 2001年、NPO法人として認証された。それまで在日コリアンはそれぞれ様々
な公的サービスを受けることができない状況におかれてきた。理事長は 1990 年代より担当
                           
２）本章では 2008 年 7 月から 2009 年 3 月かけて NPO 法人エルファの理事長・ケアマネージャー2
名・スタッフ、およびモアネット前事務局長・現事務局長に対してそれぞれ 1 時間から 4 時間おこ
なったインタビューを主なデータ源とする。また、関連して東九条在住の外国人福祉委員 2 名、東
九条の他の活動団体のリーダーであり在日コリアンでもある 3 名にもそれぞれ 1 時間から 3 時間の
インタビューをおこなった。インタビューの実施にあたっては、研究の目的およびデータの管
理・使用について説明をおこなったうえで承諾をえた。なお、NPO 法人エルファの活動に関連
した既存文献として中村（2005）によるルポルタージュ、河本（2006）による調査があるが、いず
れも地域にどのような変化を与えるコミュニティ実践なのかという視点で活動を捉えようとしたも
のではない。本章は中村（2005）および河本（2006）の成果も参考にしつつ、オリジナルのインタ
ビューを基本にまとめた。 
119 
 
していた南同胞生活相談センターにおいて年々1世・2世の介護問題が増えていることに気
づいた。2000年の介護保険制度スタートにともない、介護保険料は支払わざるを得ないが
介護サービスを受けることができない状況が予測された。つまり制度・サービスそのもの
を知らなかったり、そもそも自らのニーズにあったサービスがないという状態が予測され
た。これまで苦労してきた１世たちが安心して老後を過ごせるサービスを自分たちの手で
つくろうと理事長は 1998 年から同胞ヘルパーの養成に取り掛かる。1999 年、東九条で開
業する医療法人の協力をえて、居宅サービス(訪問介護）事業所エルファが設立された。 
 
②東九条における在日コリアン運動から生まれた NPO法人エルファ 
 そもそも京都市および東九条では当事者および民団、朝鮮総聯が権利要求の運動をおこ
してきた。NPO 法人エルファは前章でみた朝鮮総聯京都本部、なかでも在日本朝鮮民主女
性同盟の動きが底流にある。エルファの理事長である鄭禧淳は 1968 年より女性同盟の職員
として東九条において識字活動をおこなっていた。戦前・戦中に学童期をすごした在日コ
リアンの女性の識字率は低く、学びたくとも、子育て・重労働の中、勉強できなかった女
性たちが数多く存在した。識字活動の中から東九条に暮らす女性たちの生活実態や地域の
温かさを学んでいったという。 
 
「識字活動で、「朝鮮人なら朝鮮人の心を持って、日本人とでも同等で生きていける心
を養うんだ」って、その時は若さでね。いろんな人と出会った。話せば話すほど、学べ
なかった悲しみとか、住む所がなくて流れてここに来て、「気がついたらこんな掘っ立
て小屋に住んどるんや」とかね。それは親の代から住んでたり、いろんなパターンがあ
った。関わって話せば話すほど、「ああ、この日本の一番貧困層の中で、ほんとの意味
で言うと、もっと支え合って生きてはるんやな」というのは、関わる中で感じましたわ。」 
（NPO法人エルファ理事長へのインタビュー 2008年 9月 11日） 
 
1960年代、東九条には現在の倍以上の多くの在日コリアンが暮らしていた。朝鮮総聯は
東九条の 3つの小学校区ごとに支部をもち、更に小学校区内にそれぞれ 3から 5つの分会
を組織していた。中には事務所をもつ分会もあり、識字活動など様々な活動の拠点になっ
ていたという。鄭禧淳は長らく女性同盟委員長をつとめ、京都市全域、なかでも東九条に
人脈をもっていた。  
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（３）特定非営利活動法人京都コリアン生活センターエルファによる実践の概要 
NPO法人エルファは“ソロ トウショ サンダ（共に支えあって生きること）”を理念に
①介護事業、②子育て支援事業、③障害者支援事業、④多文化共生事業をおこなっている。
東九条だけではなく京都市北部、そして南隣の宇治市、京都市西京区のあわせて 4カ所に
拠点をもっている。東九条においては介護事業にとどまらず障害者支援事業もおこなって
いるが、本稿は東九条が大きく抱える多文化、高齢者福祉問題への対応を中心に検討する
ため NPO 法人エルファ設立の出発点でもある東九条、かつ基盤事業である高齢者に関する
活動を中心に概観する。 
高齢者に対する主な事業は、介護保険制度内のものとしては居宅介護支援事業と訪問介
護事業・通所介護事業、そして介護保険制度外の配食サービス事業があり、60 名のスタッ
フが従事する。東九条の通所介護事業の定員は 25 名だが、登録数は 60名を超えている。
ケアプランは 70名ほど担当している。 
高齢者に対する自らのサービス提供方法を“ウリ式介護”と称している。朝デイサービ
スにハルモニ・ハラボジ３）たちがやってくると済州島の石像であるドルハルバンと「アニ
ョハセヨ」のあいさつがまっている。冬には広間に床暖房がはいり足元が暖かい。食事は
朝鮮料理が基本だ。チャンゴなどの民族楽器が時に打ち鳴らされ、アリランや故郷の春な
どの朝鮮の歌のリズムが流れれば、ハルモニたちの体の奥から朝鮮語の歌詞が沸きあがる。 
ウリ式の特徴は、提供されるサービスの性質だけではない。利用者は京都市全域から通
所するが、初回は「故郷はどこや」からはじまる。「わたしゃ、慶尚南道や」と、話をすれ
ば何らかのつながりが見出されることも多いという。「あ、安定所で働いてた時にあんたが
いて、いつの間にかいいひんようになって、」と何十年ぶりに会った利用者もいる。横のつ
ながりの中からウリ（私たち）という感覚が生まれる。2005 年にケアスタッフの調査をお
こなった河本によって、スタッフもその 74％が韓国・朝鮮籍、66％が民族学校出身者であ
り、日本語と朝鮮語のバイリンガルであることが確認されている(河本 2006：33－53)。  
スタッフも入浴介助をしながら「そういえば親の背中も流せなかったな」と思い出した
りするという。スタッフとの関係も、単なる「利用者と介助者」ではなく「仕事の延長線
上に何かがある」という感覚がある。 
 
                           
３）ハラボジとはおじいさんを意味する。 
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第 3節 考察  
（１）在日１世のアイデンティティを支援する 
①民族的アイデンティティを取り戻す“ウリ式介護” 
NPO 法人エルファの実践を理解するためには、まず在日コリアン高齢者、特に在日 1 世
が NPO法人エルファにとってどのような存在なのかを理解する必要がある。在日１世は渡
日後、京都市において戦前は道路・鉄道建設、戦後は染色工場や廃品回収など厳しい労働
に従事してきた。戦後も企業に就職が内定しても、国籍が明らかになれば採用が取り消さ
れた。参政権など政治参加から排除され、民族的アイデンティティを保持した学校教育・
成人教育から排除され、あらゆる社会的排除を一身にうけながら同胞社会を切り開いてき
た存在なのである。 
在日１世はボランティアでも同胞か否かにたいへん敏感である。「自分を守るために
80％ぐらい壁をつくっている」という。それが、朝鮮語で話しかけることによってその壁
がなくなっていくという。これは、それだけ日常生活において、警戒をして暮らしてきた、
誇りを傷つけられてきたということではないか。重要なのはハルモニ・ハラボジがいかに
安心感できるかということだ。逆にいえば、日本式介護が安心できないということでもあ
る。以下のようなエピソードもある。 
 
「K さんという方は他のデイサービスを利用していたんです。折り紙をおりましょうと
5 枚ほど折り紙をわたされたもののそんなものをしたことがない。時間がきても K さん
1 人できていない。そこで職員が声をかけたところ一斉に参加者全員が K さんをみた。
そのときに、若い頃日本にきて、日本語がしゃべれなくてつらかった体験が急によみが
えりパニックになった。」 
（NPO法人エルファ理事長へのインタビュー 2002 年 11 月 13日） 
 
「エルファなんかは、昼食後、よくチャンゴを叩いて踊ったりしたはるね。ああいうの
ができればいいのに。というのは、うちのオモニが最後 10年ほどは、G病院の長期療養
にずっといた。ボランティアとか NPO とかいろんな方が来られて、レクレーションとか
音楽療法とかされるんですけど、うちのオモニは参加できないんですよ。企画が合わな
いから。折り紙なんてしたことないし、歌だって日本のわらべ歌なんて歌えないし。だ
からそんなのに全然参加しないし、言葉もだんだん日本語を忘れていく。」 
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（朴実へのインタビュー 2008 年 3月 17日） 
 
特に在日一世たちが安心して過ごすためには“ウリ（私たち）＝当事者による親密なコ
ミュニティ”が必要である。在日コリアンが共有する集団記憶を呼び起こしながら、心お
きなく子どもの頃から慣れしたしんだ歌を歌うことによって、これまでのしこりを癒して
いるのではないか。 
 
②制度改善運動への支援をとおしての在日 1世の尊厳回復 
在日１世の尊厳をおおきく傷つけながらいまだ解決していないのは無年金問題である。
無年金問題は、1981年の難民条約批准まで国民年金に加入するにあたり国籍条頄があった
ため在日コリアンが加入できなかったため、その時点で 35歳を超えている場合 25 年の年
金加入資格期間を満たせず、また不可抗力であったが「カラ期間」も認めらなかったため
無年金状態になってしまう、年金制度から排除されてしまうという問題である。 
NPO 法人エルファは京都で提訴された無年金訴訟を民団・朝鮮総聯とともに支援した。
先にみたように 1980 年代から各地で設立した各運動団体は、1991 年に「年金制度の国籍
条頄を完全撤廃する全国連絡会」を結成し行政交渉などをおこなっているが解決にいたら
なかった。2000年に京都市の聴覚障害をもつ在日コリアンが国籍要件を理由に障害年金が
支給されないのは憲法および国際人権条約に違反するとして訴訟をおこした。原告団長の
金洙榮は「はしか」の予後に「障害者」になった。 
 
「私が裁判の原告にたってから、いろんな人が私の所に相談にきました。苦しい話ばか
りです。在日朝鮮人、そして障害者としての苦しみを誰も分かってくれない。誰にも
相談できず、みんな耐えるしかないのです。 
多くの在日障害者は、在日朝鮮人であり「障害者」であることの二重の厳しい差別を
受けています。その上に年金が受けられないためにどれだけ苦しい生活を強いられて
いるか。結婚生活の破綻、その重荷に追い詰められた精神状態。今から話す、これら
の現実はもっとたくさんあるのです。」４） 
2004年には在日無年金高齢者訴訟もおこなわれた。在日無年金高齢者訴訟原告団団長玄
                           
４）2003 年 3 月 18 日に原告である金洙榮によって提出された意見陳述書より 
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項任は以下のように訴えている。 
「結論から言って、朝鮮人が何を悪いことをしたのか、根本を裁判長に教えてほしいの
です。「朝鮮、ナップン、チナップン帰れ」といつも５、６人が集まってきて袋叩き
にして踏みにじられました。「ナップン」は「悪い奴」という意味です。国をとられ
て 100 年、「悪い」レッテル貼られて 100 年、すでに子孫六代目が生まれています。
どんなに悪いことをしたとしてもこんなに長い罰則ってあるのでしょうか。教えてく
ださい。 
原告になろうと思ったのは、ずっと言いたかったこと、誰も聞いてくれなかった、胸
のうちにしまっていた事を言えると思ったからです。日本の植民地政策により家族の
すべてのものが奪われました。日本政府はそれを清算しないで、働いて税金納めてま
じめに生きてきた私たち朝鮮人を差別しています。「悪い奴」のレッテルをはがしてほ
しいのです。朝鮮人は被害者で「悪い奴」、日本人は加害者で「清く正しい神の国」で
あると言われました。理解に苦しいです。私は無学やから込み入ったことはわかりま
せん。最高学府で学んだ裁判官に、その原因を突き止めてほしいのです。」５） 
 
NPO 法人エルファではこの 2 つの訴訟を組織的に支援した。本当の意味で１世が尊厳を
回復するためには生活支援だけでなく、社会保障制度を、社会制度を問わなければならな
い。生活支援とソーシャルアクションは表裏一体である。６） 
 
（２）拡散する在日コミュニティの維持～在日コミュニティの源としての在日１世 
在日 1世に対する生活支援は排除の歴史のなかで傷ついた 1世たちの尊厳を取り戻すだ
けでなく、今後の在日コミュニティ全体の行方にも大きな意味をもっている。 
在日 1 世は渡日後、東九条に“ウリトンネ（わがまち）”を形成した。その中では「ご
飯食べたか」とあいさつしあう。朝鮮語が交わされ、ハラボジたちは公園などでござをし
いて世間話をする風景があった。しかし、先にみたように民族学校や民族団体を拠点とし
たネットワークが形成される一方で、地域の公立学校に通い、通名を名乗り、言葉も歴史
も知らない 2 世 3世が増加、また自分の出自や朝鮮の文化、民族性を回避する傾向が生ま
                           
５）2005 年 3 月 24 日の第 1 回口頭弁論に際して原告団団長である玄項任から提出された意見
陳述書より 
６）なお、在日障害者無年金訴訟は 2007 年に、在日無年金高齢者訴訟は 2009 年にそれぞれ最
高裁判所で敗訴が確定した。 
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れた。また、在日コミュニティの結束の要因でもあった制度的差別は残存するものの徐々
に改善の方向にむかい、日本国籍を取得すれば制度的な排除はなくなる。 
京都市内においてかつて在日コミュニティそのものともいえた民団・朝鮮総聯の組織率
は低下している。朝鮮総聯のネットワークの核でもあった民族学校の在校生は減尐し、民
団がかつておこなってきた領事事務はいまや民団を通す必要はない。在日コミュニティは
拡散しつつある。 
 
     図 5－1 朝鮮総連の構成員数および朝鮮学校の児童・生徒数の推移 
 
朝鮮日報 2013年 10月 31日 
 
第 4 章でみたように東九条では 1980 年代後半より、在日コリアンのアイデンティティ
を見直す動きもある。東九条で生まれ育ち、NPO法人エルファの理事でもある朴実は、1970
年に日本人との結婚を契機に帰化し、日本名を名乗っていたが、1984年本来の民族名を取
り戻す裁判を起こし、1987 年全国ではじめて民族名を日本の戸籍で認めさせる判決を勝ち
取った。東九条で国籍・ルーツを問わない民衆文化活動を 23 年間続けている。朴実は 20
歳ぐらいまで字の読めないオモニを見下げ、第１子が生まれるまで朝鮮文化そのものを避
けてきたという。しかし、父親となり、自らのアイデンティティを問うなかで「朝鮮その
もの」である１世のオモニに行き着いた。「（3 世 4 世に）人間が生きてきた大切なものを
伝える拠点」の必要性を訴えている。 
NPO法人エルファのケアマネージャーは以下のように語る。「一番自分らしく生きている
のは 1 世かな。」「自分らしく生きるために必要なものっていうのは、私は、1 世に学ばな
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いといけないことがすごくあるかなと思うんです。自分たちはこうやったと隠すこともな
く。」「基本的に、根性が全然違う、私らとは。すごいたくましいなと。それを誇りに持っ
てはる。」 
在日 1世は一般的なケアサービスでは時に対応しづらい特別なニーズをもった利用者層
ではなく、在日コミュニティの中で特別な意味合いをもっている。混血、帰化も進み多様
化する在日コミュニティの中でアイデンティティの源になる存在なのである。 
東九条には在日コリアンによる運動団体だけでなく、他の社会福祉法人、他の NPO 法人
が在日コリアンのもつ歴史的背景、文化的ニーズに敏感に対応した活動をおこなっている。
文化的配慮をおこなった家事支援・身体介助という意味では NPO法人エルファと他の事業
所の間で極端な差はない。しかし、在日コミュニティを再形成し、かつこのコミュニティ
のなかの社会的・歴史的存在としての在日コリアン高齢者を支援する実践をおこなうこと
ができるのは当事者性を強くもった NPO法人エルファであろう。 
 
（３）地域の福祉教育・多文化教育の拠点としてのエルファセンター 
NPO 法人エルファによる実践は在日コミュニティの再形成だけにとどまらない。NPO 法
人エルファは多文化共生事業として、研修・見学の受け入れ、講演活動をおこなっている
がその受益者は過去 3年間 2000 人を越える規模である。また、多文化や福祉に関心のある
ボランティアたちが立ち寄るひとつの場にもなっている。 
これまで京都市におけるコミュニティ政策は基本的には住民組織を基盤に展開されて
きた。ある意味で福祉施設も高齢化が進むコミュニティにとって重要なサービス資源でも
あるが、現状では民族性を醸し出す NPO法人エルファは一介護事業所ではあっても、コミ
ュニティのあり方に関連してくるような存在ではない。しかし、2008年『京都市国際化推
進プラン』がまとめられたように、京都市において多文化共生施策が本格化しつつある。
京都市最大の在日コリアン集住地区東九条における在日１世の生き様は東九条全体、およ
び京都市の社会的・歴史的な財産である。NPO 法人エルファの多文化理解かつ福祉学習の
一大拠点としての意味は大きい。在日コリアン高齢者に対する福祉活動は地域社会も無視
できない流れを生み出す可能性をもっている。 
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表５－１ NPO法人エルファの過去 5年間の多文化共生事業受益者 
 講義受講者 研修受入数 介護研修受入数 
2009年度 1935名 283名 186名 
2008年度 887名 502名 191名 
2007年度 1966名 517名 136名 
2006年度 1745名 386名 490名 
2005年度 2175名 478名 
事業報告書より筆者作成 
 
第 4節 他のエスニックマイノリティへの支援 
（１）中国帰国者 1世のための介護ネットワークづくりの支援 
ＮＰＯ法人エルファは在日コミュニティにおいて、そして全体のコミュニティにおいて
大きな働きをなすために他の団体および行政と協働しながら多面的な広がりのある実践を
おこなおうとしている。そのひとつの証が高齢化しつつある中国帰国者への支援活動であ
る。 
京都市内では特に中国帰国者の介護問題が課題になりつつある。京都市伏見区小栗栖地
域内の公的住宅を中心に中国帰国者が多数暮らしている。認知症になった中国帰国者が介
護施設で適切なケアがうけることができないといった問題や、そもそも言語的な障壁から
日常生活や医療サービス、福祉制度利用しにくいという、在日 1世とも共通する問題がお
こっている。しかし、在日コリアンの場合は朝鮮総聯や民団のような当事者組織を通じて
の課題の共有化や解決に向けての取り組みがなされているが、中国帰国者の場合そもそも
コミュニティが欠落している。コミュニティを形成しようにも、日本人である中国帰国者
1 世、私費で帰国し定着支援が不十分かつ言語問題で生活が不安定な 2 世、中国にルーツ
をもつことに誇りをもちづらい 3、4世と抱えている生活課題が異なる。多様な中国帰国者
が一つにまとまるということは難しい。 
このような中、伏見区小栗栖では中国帰国者 2世が中心となり支援者の協力も得て 2011
年より中国帰国者 2世が「夕陽紅（シーヤンホン）の会」という集まりが立ち上げた。帰
国者 1 世の介護問題に気づいたのは介護職でもあった中国帰国者 2 世だった。1 世の問題
を 2世が支援するという視点に共感した NPO法人エルファの事務局長がグループの立ち上
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げを支援、当初より中国帰国者 2 世 3 世らのホームヘルパー2 級取得にむけた勉強会を共
催したり、中国帰国者 2世の研修をエルファの事業所で受け入れるなどをおこなっている。 
現在、「夕陽紅（シーヤンホン）の会」は月 1 回、太極拳をアレンジした体操や二胡な
どの演奏も加えた介護予防教室を開催している。中国帰国者 2 世を中心に、3 世、ボラン
ティアの留学生、主婦、介護事業所、区役所などの福祉専門職と様々な人々によって支え
られているが 1世自身によるパフォーマンスは何よりも場を盛り上げる。中国帰国者の高
齢者問題を参加者が理解しつつも、1世自身のエネルギーを感じる場ともなっている。 
 
（２）外国人福祉委員制度の創出 
①無年金訴訟が生み出した新たな実践 
ひとつの優れた実践は時に異なる実践を生み出す。ＮＰＯ法人エルファは他のエスニッ
クな背景をもつ高齢者も含んだ異なる生活支援実践を生み出している。京都外国人高齢
者・障がい者生活支援ネットワークモア（以下モアネット）による外国人福祉委員制度で
ある。 
外国人福祉委員制度が生まれる直接的な契機は 2000 年におこされた在日障害年金訴訟
と 2004年におこされた在日無年金高齢者訴訟である。２つの訴訟は敗訴にいたるが、その
プロセスの中、在日外国人無年金障害者・高齢者「給付金」施策についての緊急要望書が
提出、翌年の 2005年、外国人への福祉施策について京都市役所長寿福祉課・障害企画課・
国際化推進室と年金訴訟を支える会と総連京都府本部、民団京都本部、そしてＮＰＯ法人
エルファの 4 者が会談する機会がもたれた。この懇談会は合計 4回もたれた。その結果、
行政と民族団体、NPO 法人間において京都府・京都市に在住する外国人高齢者・障害者の
生活支援や人権擁護のための活動・研究・情報交換が必要であるという共通理解にいたっ
た。 
一般的には居住地での相談や生活支援の一部は民生委員や福祉委員にその役割が期待
される。しかし、外国籍住民は選挙権をもたないため民生委員になれない。現実として日
本人と外国籍住民間にコンフリクトがある中では、プライバシーに大きくかかわる生活課
題を日本人の民生委員には相談しにくいという現実がある。民生委員とは生活保護や生活
福祉資金の利用にあたっての監視員のような存在であり、相談する対象としてみられてお
らず、その結果として日本の地域社会において外国籍住民のニーズに細やかに対応できて
いない現実がある（きょうと外国人支援ネットワーク 2011）。 
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2006年 3月、行政と民族団体、ＮＰＯ法人エルファとの協議をうけて、京都外国人高齢
者・障がい者生活支援ネットワークモア（以下モアネット）が設立された。京都市はモア
ネットに対し、「高齢・障害外国籍市民福祉サービス利用サポート助成事業」という形で
2006年 6月から助成を開始した。 
 
②外国人福祉委員の活動の現状 
モアネットでは 2006年から 2009年までの 4年間「外国人福祉委員」の養成講座を開催
し、現在まで合計 130名の外国人福祉委員を養成している。ヘルパーやケアマネージャー、
介護専門員などそれまで福祉関係の仕事をおこなっている人もいれば、特に経験、福祉の
知識のない方もいる。受講者は外国人高齢者への相談支援を行うにあたっての基本的な知
識を 8回の講座で身につける。その後希望するものが委員として登録している（表１）。 
一方、モアネットでは活動の開始を公共機関・施設などで広報し、支援の必要な対象者
に相談支援を呼びかけるという形態をとっている（図１）。寄せられた相談には事務局長お
よび運営委員がインテークをおこない、継続的な生活支援が必要と判断された段階で、養
成された外国人福祉委員が訪問活動をおこなうというスタイルになっている。この 3～4
年は 1年間に延べ人数で 200人前後に対して相談・支援をおこなっている。 
具体的な活動の内容としては①介護保険や生活保護など福祉サービスなどの紹介指導、
②生活・生きがいなどについて相談、③健康保持・健康増進など、④関係機関との連絡調
整、⑤緊急時対応である。2010 年度では安否確認が 116 回、生活相談が 71回、生きがい
相談 57回、心配事相談 49回と②の生活・生きがいについての相談が 317 回と全体の約半
数となっている。 
次に外国人福祉委員に関わる２つ事例をあげたい。１つめは民族団体での活動の経験のあ
る外国人福祉委員が障害をもった５８歳女性に対応した事例である。外国人障害者手当はあるが、
出生年により無年金状態であり他に収入がなく福祉事務所に対応してもらえないとの相談があっ
た。 
 
「（本人は）「何回も行っても門前払いをされたから、あなたと行ってもだめですよ」と始めから諦
めの心境でした。だけど私は彼女をつれて区役所に行きました。窓口の担当者に、「半身不随
だという、この方を見なさい。こういう弱い立場の人を救うのが行政の使命ではないんですか。
我々から税金を徴収して、こういう弱い立場の人、朝鮮人とか韓国人たちを差別したらいかんじ
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ゃないか」と私がいうと、彼は、「いや、差別はしていません」と返してきます。私はさらに、「この
方は半身不随で収入もなければ、生活保護ももらえない。この人の人権はどこにあるのか」と、
訴え続けました。 
はじめは受付もしてくれませんでした。彼女を２回、３回つれて窓口にいって、お話をいたし
ましたら申請書を受理していただきました。しかし行政の方は「申請書は受理するが、これが認
定されるかどうかはわからない」とおっしゃいました。「とりあえず待ってみましょう」と２カ月待ちま
したら、京都市から特別障害者認定の支給がきました。彼女は涙を流して喜んでいました。」７） 
  
２つめの事例は、2011 年に実施した東九条高齢者生活実態調査において調査員が調査対
象者から「孤独なハルモニがいるので話を聞いてあげてほしい」と相談をうけ、モアネットが外
国人福祉委員を派遣した事例である。調査対象外の東九条の市営住宅に暮らす 93歳の在日
コリアン女性であり、特に民族団体には所属していなかった。 
 
「母国語で「アンニョンハシムニカ」と挨拶すると、びっくりなされ、「朝鮮から来たのか、故郷はど
こか、同じ故郷の人が来た」と大喜びされ、山にワラビ採りに連れていってほしいと頼まれました。
そして「今度いつ来るんや」と言われました。（中略）一体誰が保護者だろうか。家族はどこに
住んでおられるのだろうか。万が一緊急時、どこの誰に連絡をとればよいのだろうか。民生委員
さんや老人福祉委員さんに聞けばわかるだろうか。」８） 
 
 同じ在日コリアンの外国人福祉委員であっても、訪問を必要とする在日コリアン高齢者
が必ずしも当初から他者の訪問をすんなりと受け入れるわけではない。これまで福祉サー
ビスにつながっていない場合がほとんであり、見知らぬ人間に対する警戒は激しい。この
93 歳の女性の場合近隣の住民からの相談であったため、この女性に関わっている福祉関係
者がいるのかいないのか。家族はどうなっているのかが不明であった。月に 2 回ほど訪問
するなかで、かかりつけ医や家族の存在がわかった。かかりつけ医はたまたまモアネット
の理事でもある在日コリアンの医師であり、すこしずつケアマネージャー、団地の民生委
員、家族、モアネットが相互の存在を認識するにいたった。相互の役割分担を検討する中
                           
７）８） 2012年 7月 29日に京都外国人高齢者・障がい者生活支援ネットワークモアが主催した
外国人福祉委員活動報告会における報告より 
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で外国人福祉委員としては、月 2回の傾聴と見守りに徹し、心配な出来事が見受けられた
場合はケアマネージャー・家族に連絡し対応するという体制がうまれていった。 
設立当初は最初の事例のように、これまで福祉事務所などの窓口で受け付けてもらえか
ったり、どのような制度、場合によってはインフォーマルなサービスを活用すれば生活課
題が解決できるのかというサービスへのアクセスを良くするという目的が主であった。し
かし、２つめの事例のように、活動が進むなかでサービスへのアクセスと同時に、家族や
医療機関、福祉機関、場合によっては民生委員や老人福祉員などとの連携をはかり、連携
の中で、傾聴や安否確認・簡単な生活支援の役割を果たすという方向へシフトしている。 
 
 
 図 5－1 モアネットへの相談件数     図 5－2 外国人福祉委員の活動回数 
   
 
図 5－3 モアネットに寄せられた相談（2009年度） 
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図 5－4 生活・域外に関する相談の内訳（2009 年度） 
 
図 5－1、2、3、4 事業報告書より筆者作成 
第 4節 おわりに  
（１）在日コリアン高齢者支援を通した多面的包括実践 
在日コリアン高齢者が抱えている課題の原因は無年金やかつての不安定就労に端を発
する経済的困窮だけでなく関係的困窮がある。関係的困窮の核にアイデンティティの問題
がある。これまで在日 1世、在日コリアン高齢者が、外国籍である、異文化を背景にもつ
がゆえに脅かされた尊厳・アイデンティティを取り戻すことのできる小さく親密な場を形
成している。アイデンティティを維持・再生しながら、拡散しつつある在日コミュニティ
の再生をはかり、位置する地域、東九条・京都市の多文化化を推進する拠点として機能し
ている。 
樋口明彦は海外の社会的排除に関する文献を整理し、「人々がこうむる多面的な排除に
対して多面的な包摂を提示しうるような複層的メカニズムとして社会的包摂を理解するこ
と」の重要性を述べている(樋口 2004)。エルファはまさに、多面的な包摂的な実践を行
っているのではないだろうか。 
 
（２）民族的体験を基盤とした実践が抱える課題 
①両刃の剣としての民族性 
当事者コミュニティの欠点として閉鎖性をあげることができる。かつての在日コミュニ
ティは極端にいえば韓国籍もしくは朝鮮籍をもって強く本国につながる者たちによる閉じ
たネットワーク、帰化した人々を “日本籍者”とし在日コリアンとして認めないネットワ
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ークであった。それは、日本における国家レベル、地域レベル、個人レベルの差別と排除
による結果ともいえる。 
また、在日 1世の多くが死去し、現在介護サービスの利用者が 2世に移りつつある。ま
た、他のデイサービスが合わない日本人の利用者も 1割を占めるようになっている。ＮＰ
Ｏ法人エルファが支援をおこなうモアネットの活動においても、当初は民族団体での勤務
や活動の実績のある朝鮮・韓国籍の外国人福祉委員が主であったが、徐々に日本人の外国
人福祉委員も誕生し、活動を行い始めている。 
これからめざされるものは在日コリアンの文化・アイデンティティ・歴史を尊重しつつ、
韓国・朝鮮国籍をもつ住民、日本国籍だが韓国・朝鮮にルーツをもつ住民、オールドカマ
ー・ニューカマー、韓国・朝鮮にルーツをもたない住民たちとつながりあうケアネットワ
ークである。 
 
②当事者コミュニティと地域コミュニティの接合点 
二階堂裕子は大阪市生野区におけるフィールドワークの知見として多様な地域福祉活
動とそのつながりが民族をこえた結合を生みだすとしている(二階堂 2007：160-163)。東
九条においても高齢者関連以外の様々な課題にたいする住民・当事者・市民団体が存在す
る。それらをつなごうとするネットワーク組織も複数存在するが、これらの取り組み、特
に当事者間・住民間の背景の異なりから生ずるズレの調整は容易ではない。東九条の活性
化という点では一致するものの具体的な課題は多様であり、その中の何に焦点をあて、何
をめざすのか、行政とどう協働するのかなど当事者間、団体間で微妙に異なる。 
生野とのコミュニティ・住民の性質の異なりのためか、二階堂のいう共通した課題への
取り組みが東九条にて民族関係の結合を生み出すかは疑問である。しかし、福祉コミュニ
ティ形成とは地域の中でもっとも過酷な立場に置かれた住民を核に、容易ならざる諸事情
を超えて関心者・関係者・市民たちがつながろうとする永遠の取り組みである。“公的”に
は表面化しなかった在日コリアンの歴史を東九条の新しい財産とする NPO法人エルファの
実践が東九条内外の他の実践とどうつながるのか、そして地域社会がどう受け止めるのか
が問われている。２） 
                           
２）京都市南区の都市計画や京都市地域福祉計画などの行政計画、そして山王小学校創立五十周年記
念事業実行委員会が 1985 年に発行した『山王誌』など行政や地域団体が発行する資料には在日コリ
アンが数多く暮らし、歴史的社会的な課題があること、そして生み出された独自の生活文化と、当
事者による活動についてはいっさい触れられていない。 
主な出来事
1998年 同胞ヘルパー養成
1999年 居宅サービス(訪問介護）事業所エルファ設立
2000年 特定非営利活動法人として認定申請
2001年 東九条東岩本町にて通所介護事業エルファ（デイサービス）開始
エルファ主催ヘルパー2級養成講座
エルファ友の会発足
2002年 エルファムジゲ会（障害をもつ子供と親の交流の場）
世界人権問題研究センターとの共同研究
ハナマダン南京都（宇治市ウトロ地区）開始
2003年 ハナマダン洛北（デイサービス）開始
エルファまつりin清水寺（10月22日）
エルファ手話講座～2003（第3回）～（9月から3月20回）
年金裁判チャリティイベント（11月23日　原告団と応援団主催）
2004年 京都府給付金制度実現
在日コリアン高齢者生活支援ネットワークハナ設立
エルファまつり２（10月2日　清水寺円通殿)
エルファセンタースタート
2005年 エルファ共同作業所スタート
こどもひろばアンニョン（文部科学省委託事業　4月から）
エルファ文庫スタート
配食サービス事業（京都市社協委託事業）
支援費制度・ホームヘルパーガイドヘルパー居宅介護事業所スタート
第3回エルファまつり（6月15日　清水寺円通殿）
2006年 京都外国人高齢者障害者生活支援ネットワークモア設立
2007年 ハナマダン東九条　北松ノ木町へ移転
2008年 京都新聞大賞・福祉賞受賞
2009年 須原通における在日特権をゆるさない市民の会によるデモ
京都市が在日無年金障害者特別給付金と厚生老齢年金と同時支給
2010年 ハナマダン洛西（デイサービス）開始
表5－2　特定非営利活動法人京都コリアン生活センターエルファに関わる主な出来事
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第 6章 団地コミュニティの絆を基盤としたコミュニティ実践 
第 1節 東松ノ木団地とＮＰＯ法人東九条まちづくりサポートセンター 
（１）38番目の町の誕生 ～不法占拠地区から東松ノ木町へ 
「僕はここに、14歳で親に連れられて来ました。非常に恥ずかしかったです。私も羞恥
心がございまして。家と言える家じゃないんですよ。今でも当時を思い浮かべるんです
けど、ほんとに外壁だけですね。ある日突然、「あそこに引越しするんや」と言われて
行ったんですけど、外だけなんですよ、中に入ったら天井がないんですよ、ホンマに。
「なんで天井がないんや」それでも嬉しかったです。背を伸ばして寝られたから。（中
略）私が来た時は、家は 10件ぐらいしかなかったです。それから 50何年になるんです
けど、その時から人が増えてきた。社会で挫折したり差別されて、住めなかった人たち
がここをふるさととして住まれたんじゃないかと思うんです。そういう意味では、その
人たちは、暖かさもありました。」１） 
 
地域福祉にとって“住民”とは基本概念である。住民とは地域に生活者として暮らす存
在であると同時に、暮らしの中から発生してくる生活問題に気づき、課題解決に関わって
いく主体でもある。住民自治の主役であるともいえる。しかし、実は地域社会に暮らすす
べての人に“住民”という一種の資格は与えられているとは限らない。その最たるものが
外国籍住民である。参政権をもたない外国籍“住民”は公的権力をともなう民生委員にも
なれない。おのおのの地域が国家の一部であり、国家というものがその国籍をもつものし
かメンバーとしないのであれば、外国籍住民は、正統な住民ではないということになる。
しかし、“町”の過半数以上が外国籍住民であればどうなるのだろうか。 
東松ノ木団地は京都市内の町内でもっとも外国籍住民の割合が高い。かつては 8割以上
が在日コリアンだった。京都市南区において東九条と名前のつく町は 37町であった。しか
し、「東九条南松ノ木 40番地」と地図上に名前のない町があった。それが現在の東松ノ木
町である。もともと鴨川の河川敶であったが、1950 年代後半から陶化橋から北に向かって
１kmにわたって「不法」占拠地が形成された。第 2章でみたように戦後まもなく、国鉄京
都駅に程近い鴨川の河原にバラック小屋が建ちはじめるが、それはまず七条橋から八条で
あり、九条から十条にかけての旧 40番地には小屋がまばらに立つ程度であった。屋形町か
                           
１）2008 年 6 月 21 日 東九条 CAN フォーラム準備会が主催した第 2 回フィールドワーク
における自治会長（当時）A さんの講演内での発言 
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ら 4ヶ町にかけての廃品回収業の隆盛、1953年ごろから屋形町周辺のクリアランス事業が
はじまったことなどにより東九条へ人口が流入していったことは先にみたとおりであるが、
40 番地が形成されはじめた時期もほぼこのクリアランス事業に呼応した時期といわれて
いる。1963 年に鴨川の河川敶の管轄省庁である京都府が調査をおこなっているが、この頃
には既に 157 戸の住宅が建っていた。当初は日本人世帯も多かったが、徐々に在日コリア
ンの比率が高まったという。 
1970 年代前後には世帯数が 1982 年まで水道・電気が敶設されず、高瀬川と鴨川の間、
一部川の上部に家があるため台風・大雤で鴨川が増水すれば玄関まで川面があがる環境に
1972 年のピーク時で 200 世帯、600 人近く居住していた。1996 年に市営住宅が建設され、
正式な町（東松ノ木町）と認められるまで、「不法」占拠地として 40番地は存在した。 
 
 写真 5-1 1980年代の 40 番地 
 
 写真 5-2 高瀬川の上に建つ住宅（1983年の 40 番地）  
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 写真 5-3 現在の東松ノ木団地（東側から） 
 
写真 5-4 現在の東松ノ木団地（西側から） 
 
（写真 5-1、5-2、5-4 NPO 法人東九条まちづくりサポートセンター所蔵 写真 5-3 筆者撮影） 
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（２）ＮＰＯ法人東九条まちづくりサポートセンターの設立 
NPO法人東九条まちづくりサポートセンター（以下 NPO法人まめもやし）は、「東九条住
民の生活と人権を守る」ことを目的に設立、1999年 9月、NPO 法人として認証された。1987
年に設立された東九条キリスト者地域活動協議会（以下 HEAT）が発展解消した組織であり、
その間接的なルーツは 1960 年代までさかのぼることができる。小学校区レベルでのコミュ
ニティ形成活動が伝統的な自治組織によって担われることの多い京都市において、住民に
よる住民のための組織というよりは、東九条における住民の、まちの課題解決によりそお
うとする青年たちによって組織化された団体である。現在、東九条の中でも山王学区の 4
ヶ町、陶化学区の東松ノ木町（旧 40番地）の変動に併せながらこれらの地区で事業・活動
を展開している。 
HEATが法人格を取得し、NPO法人東九条まちづくりサポートセンターに発展解消した直
接の契機は 40番地における府営・市営住宅の建設である。40番地自治会事務局、4ヶ町の
まちづくり支援は HEAT にとって主要な活動であった。1992 年に河川敶地環境整備対策協
議会鴨川部会が委託した実態調査では調査対象世帯となった 146世帯の住民のうち 8割が
外国籍住民、ほとんどが韓国・朝鮮籍であり、46.3％が生活保護を受給していることが明
らかになった。そこでは①40番地コミュニティの保持、②高齢者を含めた生活困窮世帯へ
の対応、③近隣住民との関係があらためて課題となった（東九条松ノ木町 40 番地生活実態
調査委員会 1993）。住民組織である 40 番地自治会は HEATを想定しながら京都市に対して
単なる住宅管理事業にとどまらない生活支援事業が強く要望した。通常、京都市市営住宅
では 150 世帯に 1人の割合で京都市住宅供給公社が管理人を派遣する。事業の受け皿とな
るには任意団体であるということが課題となり HEAT は新たな方向として、当時議論・審議
されていた「特定非営利活動法人」として再出発した。 
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表 6－1 団地移転にともなう自治組織及び支援団体の変化 
 1980年代半ば ～ 1999年 2000年 ～ 2007年 
自治組織 40番地自治会 東松ノ木団地自治会 
外からの支援組織 
 
〔活動内容〕 
 
 
 
東九条キリスト者地域活動協議会 
（ＨＥＡＴ） 
〔子ども会・夏祭りなどへの自治会活
動への支援・地域の実態把握・行政
交渉の支援〕 
↓ 
第 3の主体 
ＮＰＯ法人東九条まちづくりサポートセンター
（まめもやし） 
〔住宅管理・生活支援事業・自治会活動への
支援〕 
 
↓ 
コミュニティサービス事業体 
地域における課題 ・ 住環境の改善 
・ 地域差別・民族差別 
 
（ 貧 困 ・差 別） 
・ 住民が個別に抱えた生活課題 
・ 住民間関係 
・ 近隣地区との関係 
（ 高齢化・貧 困・排 除） 
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写真 5-4 40番地自治会夏祭り 
 
（NPO法人東九条まちづくりサポートセンター 所蔵） 
 
写真 5-5 東松ノ木団地で開催されている健康体操 
 
（筆者撮影） 
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第 2節 事例研究 
（１）研究の目的と方法 
本章ではまず改めて東松ノ木団地住民が現在どのような課題を抱えているのか、NPO 法
人東九条まちづくりサポートセンターはそれをどのように捉え、団地という空間での実践
において何をなしえているのかについて考察する。またこの実践をおこなうにあたってど
のような可能性・課題があらわれているのかについても検討する。 
2006 年 4 月から 2008 年 3 月まで東松ノ木団地で毎週行われる会食会への定期的な参加
を中心にフィールドワークを実施した。そのなかで、参与観察および住民・スタッフ・生
活支援事業において連携先となるケアマネージャーなどの専門職へのインタビュー、関連
書類の収集・分析をおこなった。インタビューの実施にあたっては、研究の目的およびデ
ータの管理・使用について説明をおこなったうえで承諾をえた。 
 
（２）東松ノ木団地の概要 
京都市の中で外国籍住民の割合が 61.9％と最も高い町が東松ノ木町である。ここに暮ら
す住民の多くはかつて鴨川河川敶に不法占拠地区40番地に暮らしていた。1996年から2004
年にかけて公営住宅が建設され、総数 86 戸うち 83 世帯が入居、156 人が居住する（2012
年 6月現在）。ここには 40番地に隣接した南松ノ木町住民の 5世帯や入居者の死去にとも
ない一般公募に応募した住民も 21世帯入居している（2011年 4月現在）。 
高齢化率は 41％、年々体調を壊す住民が増え、しかも、ほとんどが 1人暮らしもしくは
高齢者夫婦である。40 番地より市営住宅に転居後から現在までに死去した 1 世は 13 人で
ある。老齢世帯および 1人暮らし高齢者が多く、そもそも家族や親族がいない、または疎
遠な高齢者世帯も尐なくない。心身に疾患を抱える住民も多い。 
 
（３）東松ノ木団地住宅管理・生活支援事業の概要 
東松ノ木団地はその特別な歴史的経緯もあって、京都市の特別事業として東松ノ木団地
住宅管理・生活支援事業が実施されている。NPO 法人東九条まちづくりサポートセンター
がこの事業を受託しており、生活支援事業の具体的な内容としては①見守り・相談・家事
援助などの気がかりな住民への個別生活支援、②会食会・レクリエーションなどの集会所
事業、③自治組織や他の専門機関との連携をおこなっている。 
スタッフは 3 名の管理人、3 名の生活支援員がローテーションで支援事業を実施してい
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る。住宅管理・生活支援事業は団地という狭い空間でおこなわれるためか生活支援員と住
民との関係は密接になる傾向がある。過密な関係はトラブルを生みやすいため、これを回
避し、住民への適切な対応を生み出すためには複数員で対応することが重要である。 
 
表 6－2 NPO法人による東松ノ木団地生活支援事業の内容 
主な事業内容 詳 細 
①高齢住民などへの個別生活支援 
＜見守りの必要な住民の認知・声か
け・訪問・相談・緊急時の家事援
助・身体介護・家族、他機関との連
携＞ 
 
・住宅管理事業などのなかで気がかりな住民をピッ
クアップし、週に 2 回、見守りが必要と判断した 45
件への訪問を基本に、適宜相談に対応している。 
・必要に応じて、近隣・遠方に居住する親族との連
絡もおこなっている。 
・また、介護保険事業所関係者や地域の社会資源
（業者やガス・水道・電気の集金担当者や近隣住民
等）とも連携している。 
②集会所事業 
＜会食会・レクリエーション・交流の場
づくり・介護予防活動＞ 
 
・いこいの日（月曜日）：カラオケや文化活動、レクリ
エーションを通しての住民間の交流 
・会食会（金曜日）：韓国料理メニューを中心にスタ
ッフが調理。会食後に介護予防体操など様々なプロ
グラムが行われている。 
・集会所事業は 65歳以上の自治会員が対象で、70
歳前後の比較的若い住民（2世中心）と80～90歳代
の高齢の住民（１世中心）の 2層に分かれている。 
③自治組織や他の専門機関との連携 
＜団地自治会との活動の相互支援、
東九条医療・福祉ネットワーク連絡会
への参加＞ 
・団地共益費会計業務・団地敷地内共用部の管
理、駐車場管理の一部の管理委託。 
・自治会総会や新年会を活動の支援もおこなう。ま
た、敬老会やレクリエーションを共催、行事費の一
部を自治会が支援するなど、相互に支援をおこなう
存在となっている。 
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第 3節 東九条を生き抜いた人たち 
（１）団地住民の全体像 
 まず、住民をケアや見守りが必要な住民とそれ以外の住民にわけると、前者が 40名ちか
くになる。高齢が主な理由であるが、疾病や障害による場合もある。高齢の住民も 70 代の
比較的若い層と 80代後半から 90代という何らかの介護サービスを利用している層にわけ
られる。毎週行われる会食会では、前者のグループと後者のグループが比較的明確に分か
れている。 
2006年、会食会が行われている集会所のテーブルはおおきく 2カ所にわかれ、入り口近
くのテーブルには、なんらかの見守りが必要であると思われる住民たちが座っていた。最
年長の 94歳のＡさん、もと看板書きの 92歳のＢさん、当時まだ 60代と比較的若いＣさん
である。残念ながら 3名とも既にこの世の方ではない。しかし、この 3名も含め、個々人
の生き様の中にこそ、東松ノ木町（旧 40番地）、東九条の歴史と「複合的不利地域」の内
実が詰まっている。フィールドノーツとＮＰＯ法人にのこされていた記録から東松ノ木団
地での日々と生き抜きの経緯をみたい。 
 
（２）東九条を生き抜いた住民たち 
① A さん 
1911 年生まれの在日 1 世のＡさんは長らく会食会では最長老であった。筆者は 2006 年
から定期的に会食会に参加するようになったが、その時で 95歳であった。1人暮らしのＡ
さんはいつも、じいっと集会所の椅子に座っていた。会食会がおわっても、長時間、管理
事務所の前のベンチに座っていた。管理事務所のとなりの部屋に居住し、手提げをおしこ
んだ手押し車をおしながらかろうじて歩くこと、自分で食事をとることが可能だった。40
番地時代から彼女を知るある住民が、かつて 3 人の息子がいたが全員死別、そして孫が 1
人いるはずだと語った。人差し指をクロスさせ、息子のうち 1人は障害をもっており、苦
労していたが、「あのおばあちゃん、こっちに（団地に）きてから明るくなったよね」と付
け加えた。現在の生活支援員が就任した 2000年にはすでに認知症が疑われていた。近隣か
ら訪問する女性に米を売りつけられることもあり、金銭のトラブルがおこり、結局、南区
社会福祉協議会の地域福祉権利擁護事業（現在の日常生活自立支援事業）を利用すること
になったＡさんは生活支援事業の最大の対象者であった。 
 腰がまがり、小さく見えるＡさんだが、以前のＡさんを知る住民は「大きな女性だった
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よ。気が強くてね」といい、NPO 法人スタッフも「きついおばあちゃんでね。なべとか投
げられたこともあるよ」と語るのだが、筆者が出会ったときには静かな様子であった。と
きおり訪問し、家事の手伝いをしている際に、無口なＡさんに話しかけながら手と手をあ
わせると 160cm近くある私の手より優にひとまわり大きな手から、かつての面影とぬくも
りが伝わってくるような気がした。「Ａさん、おおきな手ですね」と声をかけるとＡさんは
ゆっくりとうなずいた。 
 彼女は要介護度４で、介護保険サービスを利用しホームヘルプサービスおよび訪問看護、
リハビリをうけていた。さらに週 2 日、NPO 法人が主催するレクリエーションおよび会食
会に参加し、それでも介護保険サービスのメニューで食事を提供することができない日は
NPO 法人のスタッフおよびボランティアが夕方に簡単に食事を準備していた。 
会食会やレクリエーションには静かに参加していたが、80代の住民から食事の際には軽
易な手伝いをうけたり、70代前後の比較的若い住民とも会話をするわけではないが見守ら
れていた。会食会で用意される食事は高齢の女性にとってかなり量の多いものもあったが
しっかりと食べ、周囲の住民を驚かせていた。歯がほとんど残っていなかったが、2006年
の夏祭りでは焼肉にかぶりつき、他の住民を驚かせていた。 
ところが、2007 年 1月の会食会中、突然、右肩ががくんとおち、力がはいらなくなった。
「A さん、いや！」と生活支援員が叫んだ。脳梗塞がうたがわれる症状がおき、救急車を
呼んで入院、後日退院したが、再び脳梗塞をおこした。若干回復後に退院するが、自宅外
に一歩も出ることのできない状況となった。ケアマネージャーと NPO法人の生活支援員で
度重なる入退院に対応するものの、結局、それまでほとんどやりとりがなかった孫がよう
やく来訪し、老人保健施設に入院した。その後の 2008年、東九条内の特別養護老人ホーム
のぞみの園に入居した。しかし入居後 1年がたった 2月に、97 歳で息をひきとった。 
NPO 法人の前身であるＨＥＡＴが 1989 年に A さんに聞き取った記録によると A さんは
16 歳で済州島から大阪に渡日、1931 年に大阪の空襲にあい東九条にやってきた。その後、
暮らしていたアパートの立ち退きにより 40番地にやってきた。当時の聞き取り担当者は感
想を次のように記録している。「話し方は暗いが愚痴ではなく、物事を淡々と割り切って話
していたように思った。子どもを 3人亡くした事、体が悪くなり酒浸りのアボジを抱えて
いたこと、そして今尚面倒を見なければならない息子…。でもオモニは今までの中で今が
一番幸福だと語ってくれた」 
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② B さん 
 Ｂさんは 1914年生まれの男性である。一人暮らしで身寄りはないとのことだった。2006
年の時点では辛うじて歩行可能であった。会食会がおこなわれる集会所がある棟の 2階に
住み、健康なものならば 1分もかからない道のりを、杖をつきながらゆっくりとゆっくり
とやってきていた。ある夏の日にはあざやかな黄色の Tシャツをはおり、こざっぱりした
格好で会食会にきていた。筆者が「若々しいですね」と声をかけると「おおきに」と微笑
みながらゆっくりていねいに答えた。本人がいうには「京都会館までいって映画みてたん
やで」というように 90歳ぐらいまでは自転車にのり京都駅まで出かけていたそうだ。かつ
て、東九条にあった映画館の看板を書くペンキ職人だった。色に対する細やかな気遣いは
レクリエーションなどの貼り絵などにも感じられた。 
部屋を訪問すると、奥の部屋で布団の上に寝転びながらいつもラジオをじっと聞いてい
た。ヘルパーとデイサービスを利用しながら、たんたんと生活をしていた。「デイサービス？
ああ、お風呂のことやな。あそこはな、幼稚園みたいなことをさせるなぁ」「○○さんなぁ、
あのおばあちゃんぼけとったな」と冷静な面もある。40番地時代のことを聞くと、「いや、
わしは 43番地やで。土手から、尐し下がったところやったからな」２） 
2007年 8月に熱中症で脱水症状をおこし、部屋の中で倒れていたところを、訪問した生
活支援員に発見され救急搬送された。そのころから歩行が難しくなり、ベッドや車椅子を
利用するようになった。「（歩けないのが）情けないわ…」と何度も訴えていた。会食会後
に積極的に参加していた健康体操でもあまり体が動かない。しかし、わずかに手足を動か
しながら「いちぃ、にいぃ、さん～」と懸命に声を出していた。 
2009年 8月に再び脱水症状で倒れ、市内の病院に入院した。入院後の検査によりさまざ
まな疾病がみつかり治療を始めたが状態は改善しなかった。その後、別の病院に転院した
が「はやく帰りたい」と帰宅を切願するようになった。たとえ自宅で一人亡くなることに
なろうとも戻るとの意思で 1月に帰宅。ＮＰＯ法人の生活支援員・ケアマネージャーを中
心に関係機関で支援することとなった。その後は会食会にも出席していたが、徐々に体力
がなくなり、2010 年 4月に自宅でヘルパーに見守られながら 95歳で息を引き取った。 
2008 年春にインタビューした際にＢさんは以下のように語っていた。「もう尐し元気に
                           
２）陶化橋上流に形成されたこの地区は不法占拠地区であるがゆえに正式な番地は存在しな
かった。そのため住民自身が全体を 40 番地と名付けたとされる（東九条まちづくりサポ
ートセンター 2009）。しかし、住民によってＢさんのように違う番地で答えたり、「う
ちは北側だから 40 番地ではない」と答える場合もあった。  
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なったら自分で（部屋を）片付けたいんや。小説家が原稿やら乱雑にして、それを誰かが
片付けてしまったら、どこに何があったかわからなくなるっていうやろ。そんな感じやな。
こんな部屋片付いてないのわしとこだけやろ。わしも老人ホームにいかんとあかんかもし
れへんし、ぼちぼち片付けとかなぁな。」 
 Ｂさんは一人で自由に何十年と 40 番地で生きてきた。90 歳を越えても自転車で京都市
内を探索していたＢさんは 2009 年 8月からの入院によって、改めてご自分らしい最後の生
き方、死に方を悟り、自宅を選んだのだろうか。Ｂさんの遺骨は、ほとんど連絡をとるこ
とのなかった息子に引き取られていった。 
 
③ C さん 
 Ｃさんは、長らく 40 番地において一人で暮らしてきた男性である。2006 年にお会いし
た時には 68 歳であった。ひょうひょうとしたその姿はとても印象的だからか、40 番地に
関する写真集やテレビ報道などで見ることができる。 
NPO 法人の前身のボランティア団体の 1989 年の記録によれば、C さんは両親の収入で
は生活が苦しかったため、小学校にはほとんど通えなかった。中学を卒業したあとも定職
につけず、日雇い労働や廃棄された金属を拾って売るなどして生活していたが長屋が立ち
退きになり、49歳で 40番地にたどり着いたとのことだ。その後、新しく建設された団地
に転居したが、もともとゴミ収集癖があり、部屋はゴミであふれ、衛生状態は非常に悪か
った。臭いも発生するため、近隣から苦情が寄せられ、団地住民との関係は悪かった。2001
年、生活支援事業が本格化し、生活支援員がまずＣさんとコミュニケーションをとりなが
ら、次いで福祉事務所のケースワーカーと協力しながら室内を掃除するなど、徐々に関係
を築いていった。関係者の尽力により部屋の中はこざっぱりし、玄関には捨てられずに残
された一輪車が大切に置かれていた。日常生活に関しても介護保険を利用、男性のホーム
ヘルパーが週 2回訪問するようになり、団地の会食会にも参加しはじめた。しかし、部屋
の一斉掃除したころから認知症の症状がみられるようになった。 
Ｃさんの会食会への参加に対して、他の住民のなかに暗に否定する意見もあった。が、
定着し、特に交流があるわけではないが、それまで声さえもかけることのできなかった状
況から軽易なコミュニケーションが住民間でとられるようになった。以前から知る住民は
このように語った。「人間らしくなったわ。この前も声をかけたら、おおきにって礼をい
われたんよ。昔は人を睨みつけるような人やったんよ。スーツケースもって数キロ先のシ
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ョッピングセンターまでいったりしてた。でも、変わったわ。生活支援員さんのおかげや
ね。人間の心っていうのが戻ってきたんやね」 
体調の変化からか、感情にも浮き沈みがあり、会食会などでボランティアをどなりつけ
場面もあった。「手伝ってくれている人に何ゆうてんねん」と同席していた他の住民が憤る
場面も度々あるものの、通常はＮＰＯ法人スタッフらの問いかけに「そうかぁー」とひょ
うきんに答え、たんたんと日々をすごしていた。 
Ｃさんの生活はゴミ整理の際に発見された預金通帳に蓄えられていた貯金で支えられ
ていた。しかし、金額に限度もあり持病は悪化していく傾向があった。2008 年 2月、今後
の一人暮らしをどう支援していくのか、Ｃさんを囲んでのケア会議がおこなわれた。ある
訪問看護師は「自分以外はすべて敵だったやったのに、こんなにみんながＣさんのこと考
えてる。いまが花盛りやな」と語った。しかし、徐々に視力が低下し、集会所から自宅に
戻ることさえも難しくなっていった。2009年 4月におこなわれた会食会の後、ある一世の
男性が「C さんがわしの家の戸をガチャガチャいわして怖いわ」と訴えに来た。筆者がそ
の場に向かうと、一世の男性の家の前で困惑した Cさんが立っていた。「どうしました。C
さんの家は向こうですよ。一緒に帰りましょうか」と手を差し出すと、C さんは「そうや
なぁ」と答えながら右手でしっかりと握り、左手で手すりをもった。本来は 1 分もかから
ない道筋を 20分かけてゆっくり、ゆっくり歩いた。結局 2009 年夏、団地の数百メートル
北側に新設された故郷の家・京都のケアハウス に入居することになった。 
激しい気性をのぞかせることもあったＣさんだったが、ケアハウスでは、実に穏やかに
別人のように毎日を過ごしていた。怒鳴る必要のない場所だっただからであろうか。とき
おり「自分以外はすべて敵」という様子で顔をゆがませながら近隣住民に罵声をあびせ、
他人を寄せ付けないところがあったＣさん。それらは、それだけ他人を信頼して生きるこ
とを許されなかった長年の経験がもたらしたものだったのではなかろうか。1989年の記録
によれば、彼は次のような言葉をのこしている。「福祉からお金をもらいたいがくれない。
苦しんでいることが絶対伝わらない。」「かしこいもんは人をのけてでも仕事を持ちたいか
らやってた。知恵があったらなんでもできるけど、あほは仕事ばっかししなしゃあないな」。
「長生きしたいか」というスタッフの問いに「もおええ」と答えている。 
2010年 7月、まだ 72 歳という若さだったが、息を引き取った。ケア会議で「だ～れも、
骨ひろわん」と何度もつぶやいていた彼の遺骨は京都市の共同墓地に葬られた。 
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第 4節 考察 
（１）複合的不利をいきる人々が培った生き方を支える 
東松ノ木団地で出会った住民たち、特に 1人暮らしの高齢の住民たちに感じるのは生き
抜こうとする魂のあり様である。福祉という営みが説明されるとき「その人らしさを支え
る」という言葉が使われる。しかし、住環境をはじめとして、“その人らしさ”など許さな
い厳しい時代状況、生活状況が東九条の中にあった。かつて、台風がくれば鴨川の水位が
上昇し、玄関まで鴨川の水が押し寄せた。道端にとめておいた仕事用のトラックまでも流
されていった。well-being ではなく、とにかく生き抜いていく be-ing であったのではな
いか。 
ひとつのエピソードがある。かつて、団地では秋に団地のレクリエーションとして芋掘
りをおこなっていた。その際に、住民たちは掘り出した芋はもちろんだが、芋のつるを集
めていた。煮物にしたり汁物などにいれる。春先にはヨモギをつみ冷凍する。餅にいれた
り、味噌汁にいれたりする。尐しでも土があれば、ホバク（韓国カボチャ）やプッコチ（と
うがらし）を育てるなど、生活に必要なあらゆるものをお金がかからないように工夫して
手にいれる。 
一方でかつての A さんやケアハウスに入居する前までの Cさんももっていた、時に現れ
る激しい口調と対応も一つの特性だ。次のようなエピソードもある。団地住民である Dさ
んは軽度の認知症の症状がみられるものの、筆者が会食会の案内に訪問すると「（会食会は）
ごちそうが食べれるから楽しみだ。いきます。」と答えるなど、いつも朗らかな様子の 80
代の一世の女性だ。その住民が何気なく、ある夏の日、集会所前の広場に水をまこうとし
た。しかし、別の住民から「勝手に水まくのは自治会に禁止されているやろ」と強い調子
で注意されたとたん、「水まいて何が悪い」と怒鳴り返し、激しい口論となった。おだやか
な Dさんしか知らない筆者は戸惑った。「東九条の年寄りは頑固」「在日の女性はとにかく
強く主張する」という話はよく聞かれる。しかし、あるまちづくり団体関係者はこのよう
に付け足す。「でもそれはね、性格じゃなくて環境だと思うのよね。黙っていたらどうにも
ならない。主張せざるを得ないから。」 
「ここの女性たちはね、男も女も関係なくみんな土方をやってきたんや。事務仕事なん
かじゃないよ」とある 80 代の男性住民は筆者に語った。市営住宅の建設、移住に尽力し
2007年まで町内会長をつとめた住民は、14歳で親に連れられて不法占拠地である 40番地
に来た。新居は警察や役所が来ないうちに、外壁だけつくられた天井のない状態だったと
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いう。 
「屋根を作るまでに、警察が“つぶせ”とかいろんなことを言ってきた。その時に私の
母親が、朝鮮語半分、日本語半分で、私らに“そこに寝とれ”って言ってね、“この家
をつぶすんやったら、私を殺してから家をつぶせ”って。私は今でもそれを思い浮かべ
るんですけど。私のお母さんがそういう苦労をされたことは、私は一生忘れることはで
きません。」３） 
 
激しい主張に対して、日本人の地域関係者の中には「（全員ではないが）あれこれ文句
を言われたり、絡まれたりする、ややこしいことをする人は在日の人が多い」というネガ
ティブな評がある。４）様々な歴史が激しい口調と対応を育んできたのではないか。 
貧困問題の研究者であるリスターによれば貧困者は「怠惰・仕事嫌い・福祉依存」とい
うレッテルが貼られやすく受動的な対象とされやすいが、Agencyという、逆境をなんとか
生き抜こうとする複雑な主体性をもつという。Agency には個人的な対応と政治的な対応、
日常的なものと戦略的なものの２つの軸をもって 4パターンに分類されるとしている。40
番地および東松ノ木団地でみられる住民たちの生き方はここでいう①日々の対処である＜
やりくり＞と②「日常的抵抗」を通じての＜反抗＞にあてはまる。団地住民が培った生き
方はこの地で生き抜こうとする住民としての主体性なのではないか。 
                           
３）2008 年 6 月 21 日 東九条 CAN フォーラム準備会 第 2 回フィールドワークにおける A
さんの講演内での発言 
４）東九条では日本人のほうが“きつい”という意見もある。東九条在住で夫が在日コリアンである
NPO法人のスタッフは、10年ほど前に子どもが通っていた小学校のPTAのイベントでチョゴリを
着よう提案したところ「あんたらとは違う」と猛反発された経験を筆者に語った。 
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図 6－1 貧困状態にある人が行う主体的
エイジェン
行為
シ ー
の形式 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（リスター 2011=2004：189） 
 
（２）住民同士のセーフティネットの形成 
1999年、東松ノ木団地に住宅管理・生活支援事業がおこなわれるにあたって、もっとも
重視されたのは「かつて一世たちが苦しい生活の中で互いに助け合ったゆるやかなつなが
り」、すなわち 40番地コミュニティの維持である。もともと東松ノ木団地は、住民運動に
よって、住民間のコミュニティを大切するような部屋の間取りから団地全体のレイアウト
がなされている。しかし、それ以上に重要なのは住民間の日常的な関係性である。 
先にみたように自分を守るための激しい言動は、時に助け合いの側面もある。C さんが
ボランティアをどなりつけた際、別の住民から激しい抗議がなされた。住民間でも困った
言動には容赦なく厳しい言葉が発せられる。しかし、これは住民を突き放すのではなく同
じ団地の住民として捉え、関わるという意味も含まれている。 
コミュニティは常に変容しつづける。「ここはオリや」「前の方が自由でよかった」と以
前を懐かしむ住民がいる。表６－1 でもみたように 40番地から団地に移住した段階で、コ
ミュニティは大きく変容した。まず、当初、団地の共有部にもそれまで自分が育ててきた
植栽をひろげ、カンテキでホルモンを焼く 1世と「周りから見て恥ずかしくない団地」を
目指し規則を拡充する 2世の文化の違いの衝突があった。そして 1世の死去に伴い、一般
募集により 40番地の歴史をもたない住民が増え、子どもがいる風景も戻ってきた。自治会
日常的 
戦略的 
個人的 
政治的でシチズンシ
ップにかかわる 
＜やりくり＞ ＜反抗＞ 
＜脱出＞ ＜組織化＞ 
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役員にも新住民が増えていく。だが、在日コリアン高齢者中心のコミュニティから、子ど
もも含んだコミュニティへ変容したとしても、世代を超えた子どもも高齢者も互いに見守
り合えるコミュニティづくりは変わらない。 
住民たちは厳しい生活環境を生き抜いていくために知恵をしぼり、強烈なパーソナリテ
ィを確立した。時には声を荒げながらも応答し、互いに支え合う生き方とコミュニティを
培っていったのではないか。これは一種のセーフティネットである。これを生活支援員、
NPO 法人が支えている。NPO 法人がおこなう個別支援にしても、集会所事業にしても、自治
会活動への支援に関してもこのような個々の生き方を、また新たな住民層を受け止めた上
での居住支援なのである。 
 
（３）自治会との連携を通じたコミュニティの保持 
 もともと生活支援事業は自治会が京都市に交渉したことによって、成り立っている事業
である。住民の生活支援にしても、なおさらコミュニティ支援に関して NPO 法人と自治会
との連携は必須である。現在、ＮＰＯ法人と自治会との協力は①自治会からの一部駐車場
管理、②団地共益費会計業務、③集会所事業の自治会との共催、④団地敶地内教養部の管
理、⑤自治会主催の総会、夏まつり、新年会の手伝いである。東松ノ木団地における住宅
管理・生活支援事業にもっとも類似する事業としてシルバーハウジングにおける生活援助
員派遣事業がある。東九条にも生活援助員派遣をおこなっている団地が１ヶ所あり、イン
タビューをおこなった。事業内容を比較すると入居者の日常性に寄り添いながら①安否確
認、②交流事業、③生活相談、④家事援助、⑤緊急時対応、⑥機関連携をおこなうという
活動内容は共通しているが、自治会活動やコミュニティ形成の支援という点で決定的な違
いがあった。とするならば、自治会との日常的連携・つながりには大きな特質があるとい
える。団地自治会と NPO法人まめもやしは互いに支援しあう関係である。 
 
（４）生き抜いた記憶の保存と自己の存在承認 
 東松ノ木団地でくらす一人ひとりの住民の生活は、この住民のパーソナルな体験であり
ながらも、非常にパブリックな意味を持っている。なぜ、在日コリアンが河川敶に居を構
えたのか。それは、戦前の植民地政策、戦前・戦後の在日外国人に対する居住差別、就職
差別がおこり、地域差別へとつながる。そこに家族ストレスが加わり、最終的には高齢者
孤立という現象がおこる。複雑な社会問題が時間をかけて幾層にも重なっていく。これを
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一人ひとりがどう生き抜いたのかを我々は学ぶ必要がある。現在、様々な人々が歴史およ
び社会構造からくる生きにくさを抱えている。在日コリアン集住地でおこっている生きづ
らさとはまったく同じではないかもしれないが、様々な形で日本全国に広がる社会的排除
の問題に一人ひとりが対応する際のひとつの参考になる。 
 NPO 法人東九条まちづくりサポートセンターは現在、住民、特に在日一世の聞き取りを
すすめている。日本人が在日の人たち一人一人の生き様＝歴史を「知る」機会とするため、
40 番地の人たちが、生活苦の中で生活保障を獲得していったその歴史とパワーを伝えるた
めだ。 
40番地を生き抜いた住民たちの経験は団地で共に暮らさぬ子・孫・ひ孫たちが、そして
より多くの人たちがこれから不条理な生活環境を生き抜いていくための財産となる。そし
て、人生の最期の時を迎えつつある住民が、NPO 法人スタッフに波乱万丈の自らの半生を
語ることによって自己の存在をまちの歴史のなかに位置付け、自己を認め、受け入れてい
くことの手助けになるのではないか。 
 
（５）東九条の福祉専門職ネットワークとの連携によるセーフティネット形成 
 東九条には第 4章でみた地域に根付いた複数の社会福祉法人を含め、地域包括支援セン
ター・介護保険事業所による情報交換・相互研修のネットワーク組織が存在する。もとも
と東九条で働く福祉専門職は介護保険制度が開始される以前より制度外の日常的生活支援
などに取り組むなど熱心に住民との間に密接な関係性を築いていたなど東九条は福祉専門
職による取り組みも活発である。 
しかし、A さんの事例でもみたように東九条には単身世帯・高齢者世帯が多く、身寄り
がいない、親類関係は複雑など日常的支援者が尐ない傾向があり、東松ノ木団地は特にそ
の傾向が高い。NPO 法人まめもやしの生活支援事業は既存の制度の穴を埋めながら他の専
門職によるアプローチを容易にしている。あるケアマネージャーは「私にとっては法律と
法律の隙間でセーフティネットを埋めてくれる非常に大事なパートナー」「確実なインフォ
ーマル（制度外）サービス」と筆者に語った。管理事務所が住民に関わるケアマネージャ
ー、日常生活自立支援事業専門員、ケースワーカー、ヘルパーら専門職が日常的に“寄る
場”となっている。 
 逆に東九条の専門職とのネットワークは変化する東松ノ木団地に暮らす住民たちの生活
課題解決に役にたっている。重篤な生活課題を解決するためには、住民自身の生き抜き、
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団地コミュニティだけでなく、専門職による適切なサポート、A さん C さんでみたように
場合によっては“終の住処”が必要である。NPO 法人は東九条の専門職ネットワークから
みて重要な社会資源であるが、NPO 法人にとっても東九条の専門職ネットワークは重要な
社会資源である。東松ノ木団地方式は究極の生活支援システムである。５） 
 
第 5節 おわりに 
（１）互いの生を認め、支えあう団地コミュニティを支援する 
後藤春彦は地域のなかには祭事や食文化、相互扶助のしくみなど地域が地域であるため
の営みとその循環を司るもの、地域遺伝子が存在するという（後藤 2005）。地域アイデン
ティティ、ローカルアイデンティティともいいかえることができるであろう（大堀 2011）。
専門職のインタビュー3)のなかで、東九条には独特の濃厚な人と人とのつながりがあり、
ある意味で住民同士の見守りがなされているという。これは、互いに厳しい生活課題を負
ったもの同士がつくりあげた東九条の地域遺伝子なのかもしれない。 
会食会において 2 世の女性がつくったいわし汁を食べ、「ああ、お母さんの味や」と朝
鮮半島に残してきた亡き母を懐かしむ80代の1世の男性と他の住民との間には地域におけ
る文化の共有がある。かつて住民が団結して京都市に住宅建設を訴えた“闘う 40番地コミ
ュニティ”ではないかもしれないが、38番目に誕生した新しい町である東松ノ木団地コミ
ュニティが確かに存在している。 
NPO法人まめもやしは前身団体の時代より不法占拠地区であった 40 番地、そして東松ノ
木団地の歴史によりそい、住民のなかのしこりをうけとめ東松ノ木団地住民のもつ支え合
いの力を信じながら、東九条に存在する他の社会資源を最大活用しつつ、40 番地で生きて
きた、そしてこれから東松ノ木団地で生きてゆく住民を支え、そして団地コミュニティの
変容を支えていくのだろう。 
 
（２）自治会と NPO法人との連携をめぐる課題 
①住民組織による自治をどのように支えるのか 
 東九条には熱心な福祉専門職が多いという。専門職がどこまで支援すべきなのかという
問題がある。熱心であればあるほど必要以上の援助がなされる、しかし、それが住民のエ
                           
５）2007 年 9 月から 2008 年 2 月にかけて東九条で働く福祉専門職 9 人にそれぞれ１～２時間
のインタビューをおこなった。 
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ンパワメントにつながっていない可能性もある。対象が地域を代表する自治組織とすれば
なおさらである。 
現在のような自治会と NPO 法人との連携形態にいたるには様々な経過がある。2000年に
生活支援事業がはじめられたのであるが、その翌年の 2001年に会食事業が一時的に中止と
なっている。これについて NPO法人まめもやしは 2002 年の通信第 4号で、NPO法人の活動
内容が自治会にはっきり伝わっていなかったとし、今後 NPO法人と自治会が相互に協力し
会食など住民の交流や連携、生活改善にむけた取り組みを共催事業としておこなっていく
ことに合意したと会報において報告している。 
 2006年にも集中的に NPO 法人と自治会との間で話し合いがもたれている。ここでは、個
人への生活支援が課題となった。一人ひとり住民へのケアについても NPO法人が単独で行
うのではなく、自治会とも連携しながら行うことが確認されている。個人のプライバシー
に十分配慮することが前提であるが、NPO 法人が「専門知識や情報を住民に提供し、かつ
地域の人力を活用し、みんなで互いに見守り支え合いながら、この団地を、人のつながり
のある温かい生きた団地にしていくということへの視点を見落としてい」たとしている。 
NPO 法人側の熱心な活動が自治会への求心力を弱めてしまう危険性がたびたび元自治会
長からも指摘されていた。 
 
「お年寄りが増えていくにあたって、自治会が対応するには限界があり、このような生
活支援事業を行政に要望しました。だから、運営しているのはまめもやしですが、も
とをつくったのは自治会です。あなたたちが親切であれこれするのはいいが、それが
これまで自治会の活動の差しさわりになってきた。 
わたしたちは「いい地域になってほしい」「周りと融合できる団地になってほしい」と
思って活動をしている。現在 84世帯あるが、必要があって自治会が存在している。そ
して、自治会が成り立つためには自治会費をおさめることが原則です。だから、まず
生活支援の対象は自治会会員が対象です。あなたはどの人が町費をはらっていないの
か知っていますか。」６） 
 
                           
６）2007年 6月 1日に自治会長（当時）Aさんが NPO 法人スタッフおよび会食会ボランティ
アに対しておこなった説明 
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NPO 法人の立場からは自治会費を払っていない人を排除することはできないが、自治会
との協働においては課題になる。なんども話し合いを積み重ね、NPO 法人は自治会との協
力関係を試行錯誤しながら、団地コミュニティづくりを模索している。 
 
② NPO法人の活動の東松ノ木団地への囲い込み 
「他にもっと困っている人がいる」という声もある。第 3 章でみたように東九条には 7
カ所に公営住宅がある。うち 3カ所は 2000 年以降に東松ノ木同様、戦後長らく低位な住環
境に苦しんだ 4 ヶ町に整備された。NPO 法人自身、東松ノ木団地での実践を他の団地に広
げたいという意向をもっていた、かつ 4ヶ町の住民組織も京都市に対して要望をおこなっ
たが、実現しなかった。京都市によるモデル事業の団地への限定化ともいえる。 
もともと NPO 法人は架橋の論理、すなわち、支援する必要があるのならばその人の所属
に拘らず、時には国境も超えて対応するといった性質をもつ。NPO 法人まめもやしは確か
に 40番地および東松ノ木団地のコミュニティ支援に長年かかわっているが、その支援対象
はこの団地だけではなく、広く東九条全域に広がっている。集会所事業にしても生活支援
にしても団地外での実施も可能であるが、東松ノ木団地住宅管理・生活支援事業はあくま
で、自治会との連携・共催によってなりたっている性質上活動の範囲に関する決定権は団
地自治会にある。これは住民組織による NPO法人がもつ生活支援機能の団地への封じ込め
ともいえる。 
NPO 法人東九条まちづくりサポートセンターによる東松ノ木団地住宅管理・生活支援事
業は住環境、民族差別・多文化、高齢化という東九条が抱える 3大課題に同時に対応する
優れたコミュニティ実践である。しかし、第 4章でみたような行政による、そして住民組
織によるゾーニングがその公共性を限定してしまっている。東九条全体の住民の生活に資
する実践模索が期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
主な出来事
1982年 第1回東九条現場研修開始
1985年 現場研修委員を中心に協議会設立準備はじまる
1987年 東九条キリスト者地域活動協議会（HEAT)設立
1989年 HEATメンバー地上げ反対運動に参加
1990年 HEAT専従者が「40番地自治会事務局長」になる
1992年 京都市が委託した「40番地生活実態調査」作業部会に参加
1995年 「40番地」に建設される住宅の管理について40番地自治会事務局が管理をお
こなう方向で協議が進む
1996年 東松ノ木団地第1棟完成
第1次入居
1999年 特定非営利活動法人「東九条まちづくりサポートセンター（まめもやし）」設立
東松ノ木団地第２棟完成
2000年 東松ノ木町の住宅管理がカリタス会に受託後、「まめもやし」に再受託
毎週木曜日、集会室を利用した「会食事業」を実施
住宅管理人が生活支援を兼務。
2001年 40番地自治会事務局正式解散
住宅管理人とは別に生活支援員を設置
会食事業が中止。
2002年 生活支援事業などについて自治会と合意。会食事業再開。
立命館大学インターンシップはじまる
2003年 陶化学区自治連合会への加盟申し込み
陶化学区自治連合会・会長を提訴
2004年 東松ノ木団地第３棟完成
2005年 東松ノ木住宅への入居対象世帯の入居完了
一般募集の住民入居
2006年 東松ノ木団地自治会　一般募集の住民2名が副会長になる
2007年 ゴミ集積場の清掃を団地自治会が清掃会社に委託
団地夏祭り実施せず
2008年 東松ノ木団地と陶化学区自治連合会とが和解
管理室前に交流スペース設置（管理事務所として）
東松ノ木団地自治会　陶化学区自治連合会に加盟
東松ノ木団地自治会 一般募集世帯の住民が会長になる
東松ノ木団地自治会 陶化学区自治連合会のお祭りに参加
2011年 東松ノ木団地自治会　陶化学区自治連合会脱退
表6－1　特定非営利活動法人東九条まちづくりサポートセンターおよび
東松ノ木団地に関する主な出来事
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終章 抵抗と包摂のコミュニティ実践 
第 1節 東九条におけるコミュニティ実践の特徴 
（１）抵抗としてのコミュニティ実践 
「求めてる人、苦しんでいる人たちと寄り添い、その世界に飛び込んでいくことによっ
て何か大事なものが共有されていく。どんな立場にある人も、人として大事なことを
共有化していくことが、社会づくりの一番のエネルギーだと思う。俺は福祉を選択し
た人間として、許される限り継続していきたいと思う」１） 
 
改めて、東九条におけるコミュニティ実践の特徴を確認し、それらが東九条に何をもた
らしたのか、まとめてみる。 
歴史的に形成されてきた低質な住環境、移民政策の欠如の中で生涯において不利な状況
におかれやすかった在日コリアンは高齢化が進展する中で経済的、社会関係的に困窮して
いる。しかし、これまでみてきたように、当事者のつながり、住民としてのつながり、外
部からのボランタリーな、そして福祉施策としての支援実践とつながりながら、東九条に
おけるコミュニティ実践群が形成されてきた。それらは一言でいえば、人間としての尊厳
を守るための実践であり、これは地域の再生、福祉コミュニティづくりの基礎となるもの
である。 
これらの実践の根源には、例え社会福祉制度から、地域構造のなかから排除・排斥され
ていたとしても、「人間として生きたい」「同じ人間として共にありたい」という当事者・
ボランティア・福祉専門職の思いがある。 
東九条が抱える地域課題は長らく政策的に放置されてきた。また、残念ながら現在にお
いても“特殊な地域”として扱われがちである。貧困者に対する怠惰・わがまま・依存な
どのスティグマや外国籍住民に対するバッシングは近年急激に高まりつつある。「生きた
い」「生きていいんだ」「生きよう」という beingにむけてのメッセージが日本における反
貧困運動の中でも立ち上がりつつある。 
抵抗は最大の主体性の発揮である。抵抗は政策担当者・支援者が求める従項な住民像・
クライエント像からは大きく離れているかもしれない。しかし、人間としての当然の生を
求めるための行為である。抵抗なくしてつながりも福祉コミュニティの形成もない。そし
                           
１） 2009 年 12 月 16 日 東九条地域包括支援センターセンター長へのインタビュー 
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て、抵抗を根本としたコミュニティ実践が在日コリアンも日本人も共に受け入れる包摂的
空間を生み出している。 
 
（２）一人ひとりのアイデンティティの回復 
東九条におけるコミュニティ実践において重要視すべきであるのは、一人ひとりのアイ
デンティティの回復である。それぞれの実践主体が主に対応している人々、特に 2つの NPO
法人が対応している人々は日本社会の中で、マイノリティ多住地域の東九条の中でも、差
別視されてきた人々、低所得の在日コリアンである。また、長年の不安定就労、女性の場
合は識字の問題も加わり、低位な状態におかれることにより無力化されてきた側面もある
だろう。もちろん在日コリアンだからといって全員が低所得ではない。庄谷・中山の研究
は在日コリアンの中でも経済的に成功し、一定、富裕な層が存在していることを明らかに
した（庄谷・中山 1997）。しかし、その一方で低所得の高齢世帯が多いことも事実であり、
庄谷・中山をはじめ後続の研究者たちも指摘している（嵯峨 2003、吉中 2006）。 
 NPO 法人エルファの事務局長によれば、エルファに通い始めた利用者はまず自分が如何
に日本社会の中で苦労してきたのかを延々と話すという。他者と関係を作り出して行く前
に、いままでの心の奥底にあった“しこり”ともいうべきやりきれない思いを尐しずつ溶
かしていっている。40 番地の場合、住民の体験には民族差別に加え、地域差別が加わる。
40 番地に暮らしているということにより、在日コリアンを含めた近隣の学区住民より差別
視されたという証言は尐なくない。地域間において务等処遇は存在する。東松ノ木町が誕
生した 2003 年に、東松ノ木団地自治会は地元の陶化学区自治連合会に加入を申し出た。し
かし、これまでの経過から時期尚早として団地自治会の加入を断わられている。 
ある団地住民は「（団地自治会が）学区に加入できないのは差別だ」「これまで市政協力
員をしていたときに、説明会にいっても、同じ委員なのに他の地区の人から変な目で見ら
れた」と筆者に悔しそうに語った。5年後の 2008年、双方が和解し団地自治会は陶化学区
連合自治会への加入を果たす。翌年の 2009 年、東松ノ木町団地自治会は陶化学区連合自治
会の運動会で初優勝している。何気ないことのように思えるが旧 40番地住民が陶化学区の
一員として認められるという大変大きな意味のある出来事でもあったのではないか。 
在日コリアンであること、不法占拠地区で暮らしていたことにより深く尊厳を傷つけら
れる経験を住民たちは重ねてきた。“しこり”のない人生などないが、「複合的不利地域」
においては積年の苦しみ、悲しみ、妬みなどが凝縮した“しこり”が一人ひとりの住民の
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中に潜んでいる。この“しこり”は消えることはない。が、様々な形で表現された“しこ
り”が周囲の人が受け止められたとき、すこしずつ心が和らいでいくのではないか。それ
が一人ひとりのアイデンティティが回復する、尊厳が回復するということではないのか。
第 3章で紹介した東九条における务悪な住宅環境について書かれた希望の家新聞の記事に
は続きがある。 
 
「もちろん物質的貧困は東九条の貧困ではありますが、忘れてはならないのはもう一つ
の貧困、すなわち精神的貧困です。物質面、精神面両方健全であることは理想である
のですが、両立することは難しいのはどんな世代、どんな時代にもあるわけです。」２） 
 
インタビューの中で複数の支援者が「地域の人にもっと“やさしい”気持ちになってほ
しい」と語っていた。これは関係的困窮の中で傷ついたアイデンティティを回復させる、
そういったミクロレベルの作業が「複合的不利地域」における実践の核であることを指し
示していたのである。 
 
（３）地域アイデンティティの変容 
①多文化コミュニティとしての東九条 
３つめの特徴は多様なコミュニティ実践が地域アイデンティティの変容をおこしてい
るということである。朝鮮半島から渡ってきた労働者たちが東九条で暮らし始めて 100 年
弱の年月がたっている。在日コリアン 1世にとっては朝鮮半島が故郷であったが、京都の
在日コリアンにとっては東九条が故郷である。先にみたように日本人と在日コリアン、住
民組織と当事者団体などとの間に葛藤はあるが、それでも東九条は既に実質上在日コリア
ン文化を受け入れている。 
住民の 10人に１人が外国籍住民であり 2012年現在もっとも多国籍化が進んでいる自治
体は新宿区である。新宿区大久保で研究をつづける稲葉佳子は外国籍住民が増えていくに
あたってのまちの変容を「多文化強制」と表現している。３）例えば 1990 年代におこって
いた外国人に対する入居差別も賃貸客の 7割が外国人になるなど、外国人抜きで商売が成
                           
２）1968 年 3 月地域福祉センター希望の家発行『希望の家新聞』25 号より 
３）2010 年 8 月 1 日 東九条 CAN フォーラムが主催したシンポジウム「京都の多文化共生を
進めるために」（於：故郷の家・京都）における発言 
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り立たなくなり、地域住民が外国籍住民を受け入れざるをえなくなったというのだ（稲葉 
2008）。ニューカマ－中心の新宿区大久保とオールドカマー中心の東九条の街のありようは
同じ“コリアンタウン”でも同じではない。しかし、認める、認めないに拘らず、強制で
あろうが共生であろうが東九条も既に多文化コミュニティであるといえる。 
 地域のアイデンティティの形成にあたっては、非日常的な実践も重要である。東九条に
は 4月に伏見稲荷大社のみこしが町内をねりあるく稲荷祭がある。東九条住民は伏見稲荷
大社の氏子なのである。稲荷祭は氏子である各家が張り紙をおこないみこしの担い手を務
める。稲荷祭は、在日コリアンが集住する以前からの祭りであり、自治会の中にも長らく
根付いてきたものだ。 
一方、既に東九条の名物行事となりつつ東九条マダンは地域の催し案内にはのっていな
い。「あれは朝鮮人のまつり」という見方もある。しかし、20 年以上かけてすこしずつ浸
透している。また東九条マダンは東九条内外のボランタリーな活動や地元の施設・学校へ
朝鮮文化をはじめとする多文化を発信する装置ともなっている。 
稲荷祭のような伝統行事も大切だが、参加する、しないの個人での選択を確保しつつ、
隣人として暮らしているコリアンたちのアイデンティティを支える民族まつりを受け入れ
ていく、新しい祭をつくることも大切なのではないか。より積極的な多文化化が期待され
る。 
東松ノ木団地でおこなわれる団地自治会と NPO 法人の共催による敬老会においても文化
的配慮がなされている。食事の後にもよおされる演目にもスタッフとボランティアによる
朝鮮半島に伝わる民話をもとにした寸劇に観賞している住民たちから歓声があがり、ナレ
ーションの合間にはチャンゴを打ち鳴らされる。カラオケの最後にはアリランが選曲され
る。メロディにあわせて、1 世たちが踊る。自宅にしまわれていたチャンゴを持ち出し打
ち鳴らす。ボランティアも住民たちの踊りを見ながら見よう見まねで腕を揺らす。在日コ
リアン 1世たちの遠い昔の記憶を支える営みが 2世 3世 4世にも伝わる。文化をうけとる
のは在日コリアンだけでなく日本人も含まれる。 
純粋な朝鮮文化ではないかもしれないが、東九条の独特の多文化が形成され、息づいて
いる。多文化コミュニティの内実を多種多様なコミュニティ実践が支えているのだ。 
 
 ②包摂的コミュニティとしての東九条       
 ２つめの特徴は東九条におけるコミュニティ実践は在日コリアン運動がベースにあった
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としても、結果として在日コリアンも日本人も共に受け入れる包摂的空間を生み出してい
るということである。 
包摂という言葉は一歩間違えば、同化主義に陥る危険性がある。同化にならないために
は、まずその人の関係的困窮状態を和らげる、すなわち“しこり”をとかし、周囲がその
アイデンティティが承認する必要がある。“しこり”を溶かす力をもった場の筆頭は同じ経
験を共有する当事者たちによるコミュニティである。第 5章でみたように、民族そのもの、
というよりも同時代の経験を共有していることが、高齢者たちのつながりとなっている。
しかし、受けとめられるのは在日コリアン高齢者だけではない。 
東松ノ木団地も 40番地も外国籍住民が 100％ではない。第 6章で取り上げた Bさん、Ｃ
さんは日本人である。東九条で活動する人たちからは、「集住地では在日コリアンよりもむ
しろ日本人の方が生活困難である」という声を聞く。生活支援員によれば在日コリアンの
住民が亡くなれば、生前はやりとりがほとんどなかったとしても葬儀には多くの親族が集
まる。しかし日本人の住民の場合はそうならないという。 
在日コリアン高齢者のためのウリ式介護が中心であった NPO法人エルファにも日本人の
利用者が最近増えてきた。例えばかつて競輪選手であった日本人女性は自己主張が強いた
め、一般の日本のデイサービスコミュニティになじめなかったが、エルファのデイサービ
スにおける在日コリアンコミュニティにうけとめられている。かつて、在日コリアン集住
地に暮らしており、チェサ（祖先祭祀）など在日コリアンの法事や向けの食品業を商って
いた日本人男性は在日コリアンの風習に関して若いスタッフよりも詳しい。４） 
NPO 法人まめもやしも NPO 法人エルファも在日コリアンのコミュニティおよび生活を守
るための取り組みだった。しかし実は在日コリアンの生活の支えあいに端を発する取り組
みが日本社会の周縁におかれた日本人の生活を支えている。結果として、在日コリアンを
対象としたコミュニティ実践はさまざまなセーフティネットからこぼれた日本人のセーフ
ティネットとなっている。 
前節でもみたように、在日コリアンを支援する実践が結果としてセーフティネットから
はじかれた日本人を支えている。認知症の人、精神疾患をもつ人、発達障害をもつ人など
いろいろな人々が東九条には暮らしているが、彼らの存在を受け止める“助けあいの地域
遺伝子”ともいうべきものが東九条には存在している。well-ing をめざすといったこぎれ
                           
４）2013 年 1 月 16 日 NPO 法人エルファ関係者におこなったインタビュー  
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いなものではなく、時にどなりあいながらも、ともかく人間の beingを支えるまちのアイ
デンティティが住民同士、在日コリアン同士、支援者による実践のなかから形成され、人
びとの生活の中に刻まれ、そしてまちの奥底に蓄積されている。東九条は助けあいの包摂
的コミュニティといえる。 
岡村重夫は福祉コミュニティとは多元主義的社会であると述べている。多元的社会が各
種の異なる生活条件をもつ人々が、たまたま一定の地域社会に居住していることを示して
いるのに対し、多元主義的社会とはすべての地域社会は個別的特徴をもつ人々が、平等に
生活する機会を保障しなければならないという社会思想であるとしている（岡村 1993）。
異なる生活条件のひとつを異文化とするならば、多元主義的社会をめざす福祉コミュニテ
ィは谷がのべた多民族コミュニティと重なる概念ともいえよう。東九条のコミュニティ実
践は、いまだその一過程ではあるが、多様な立場の人びとの being をささえながら東九条
を多元主義的コミュニティへと変容させつつある。 
 地域に居住するすべての住民が地域の一住民として受容され、参画していくことが求め
られている。そのためには、個人のアイデンティティを回復させ、互いを承認しながら生
きる価値を再構築し、かつ地域への参加、参画を促していく、住民間でゆるやかにつなが
っていくコミュニティ実践が必要とされている。 
 
 
図７―１ 包括的コミュニティ実践のイメージ 
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第２節 「複合的不利地域」にもとめられる包摂型コミュニティ実践 
（１）東九条が生み出した複合的実践 
 ここまで、東九条における複合的課題に対応する住民・民族団体・ボランタリーアクシ
ョン・福祉施設・機関、ＮＰＯ法人によるコミュニティ実践をみてきた。東九条において
は経済的困窮・関係的困窮を核に多種多様な課題が存在するが、その中でも住宅をめぐる
課題、民族差別・多文化をめぐる課題、高齢者をめぐる課題の３つが大きいことを第 3章
において整理した。東九条における様々な実践主体はそれぞれ１つの課題もしくは２，３
つの課題を顕在化させ、かつ解決策を模索してきた。この取り組みの中から、それぞれの
課題に応じ、三種類の実践、すなわち「高齢者ケアネットワーク形成の構築」「多文化コミ
ュニティ実践」「居住支援実践」の３つが「複合的不利地域」に求められるコミュニティ実
践として想定される。それぞれ、検討してみたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7－2 東九条における主な課題とこれに対応する実践主体 
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（２）高齢者ケアネットワークの形成 
 これまでみたように、東九条においては 1995年に山王学区に東九条のぞみの園が設置さ
れたのを皮切りに、行政と住民団体との応答や、ボランタリーなアクション、民族団体な
ど多様な主体が高齢者を支援する社会資源を開発してきた。しかし、このような社会資源
が在日コリアン高齢者の日常生活のすべてを支援できるわけではなく、第 3 章でみたよう
に日本人高齢者も同様に高齢化、困窮状態におかれている傾向がある。あらためて在日コ
リアン高齢者だけでなく、まち全体の高齢者ケア体制を考えていく必要がある。しかし、
現実はどうなのであろうか。筆者も参画した 2011年の東九条高齢者生活実態調査結果から
あらためて東九条における高齢者ケアネットワークを①住民団体によるネットワーク、②
福祉専門職による関わり、③民族団体によるネットワークの 3点から検証してみたい。 
まず、住民団体によるネットワークであるが民生委員、老人福祉員たちが、日常的なや
り取りをつうじて、日本人高齢者だけでなく、ひとり暮らし、認知症の在日コリアン高齢
者を定期的に見守っていることが明らかになった。その一方で、同じ学区でもオートロッ
ク式のひとり暮らし用マンションや自治会がない集合住宅などでは民生委員が地域住民に
ほとんど認識されていなかったり、地域での関わりあいも確認できない町もあり、同じ東
九条でも町ごとでかなり様相が異なる。 
では福祉専門職の関わりはどうであろうか。東九条では山王学区と陶化学区にそれぞれ
地域包括支援センターが配置されている。2002 年より２つの地域包括支援センターが共同
し、東九条地域における医療福祉のネットワークを発展させる連絡会を結成、困難事例の
検討会や在日コリアン高齢者や東九条がたどってきた歴史などについて年 4 回ほど勉強会
がおこない、各事業所の職員たちも熱心に参加している。第 4章でみたように、東九条に
おいて福祉専門職の役割は重要である。しかし、調査において、一人暮らし、要支援・要
介護、生活保護受給層の高齢者と福祉専門職とのつながりは有意に高いが、介護保険サー
ビス利用にいたらない層であったり、民生委員、老人福祉員たちと専門職の間にはまだま
だ距離があることがわかっている。また、同じ専門職でも福祉事務所のケースワーカーの
介入の不十分さを指摘する介護専門職もあり、フォーマル間であったり、フォーマル・イ
ンフォーマルを越えた相互協力が求められている。５） 
                           
５） 2012 年 7 月 4 日に開催された東九条の医療福祉を発展させる連絡会が開催おこなった「東
九条再・発・見～地域と事業所、つながれば面白い～」における本調査報告の際に複数の福祉
専門職からの指摘。 
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民族団体によるネットワークはどうであろうか。第 4章で確認したとおり在日本朝鮮人
総聯合会京都南支部および在日本大韓民国民団京都地方本部南支部は、そもそも在日同胞
にとって相談所でもあり民生委員・老人福祉員同様に職員が会員である高齢者の生活状況
や家族状況などを日々の活動や集金などを通じて細かに把握している傾向が見受けられた。
しかし、2011年の調査によれば、その機能は会員に限られており、よりサポートが必要な
生活困窮層ほど民族団体に加入していない傾向にあり、重要ではあるが限界もあることが
わかった。 
民生委員・老人福祉員・自治会などの住民団体、地域包括支援センターを中心とする専
門施設・機関、民族団体がそれぞれ一定の役割を果たしている。しかし、いずれの団体、
ネットワークにもキャッチできていない層が存在するなどの限界も明らかになっている。
また、コミュニティ関連団体、福祉専門職、NPO などが東九条に暮らす日本人、在日コリ
アン高齢者にそれぞれ関わりながらも、相互の十分な連携が図れているわけではない。 
高齢者に関わる様々な主体の連携づくりや特に課題のある地区へのアプローチの中心
になるべきは地域包括支援センターであろう。東九条においては複数のボランタリーアク
ションや福祉施設・機関に関わりをもつ大学関係者も複数存在する。地域包括支援センタ
ーが媒介機能を果たしながら、関係諸団体が相互の役割を認めあう場づくりを模索し、東
九条全体を包括する生活支援システムを慎重に作り上げていく必要があるだろう。 
 
（３）多文化コミュニティ実践 
東九条における多文化コミュニティにむけての取り組みは、全国の外国人集住地の中で
も歴史がある。この経験を積極的に活かすのならば、多文化コミュニティ実践という新た
なあり方も提起できるだろう。2006 年に総務省は『多文化共生の推進に関する研究会報告
書』においても、これまで外国人に対しては労働者政策あるいは在留管理の観点から施策
が検討されてきたが、これからは外国人住民が地域住民として共に生きていくことができ
るための条件整備が必要だとしている。そのために、外国人住民に対して行政サービスを
提供する地方自治体が「コミュニケーション支援」「生活支援」「多文化共生の地域づくり」
に関する取り組みをおこなうことが期待されている。 
多文化コミュニティの先進地でもあるハワイ大学で学んだ石河久美子は多文化ソーシ
ャルワークを提起している。多文化ソーシャルワークとは「多様な文化的背景を持つクラ
イエントに対するソーシャルワーク」であり「クライエントとワーカーが異なる文化に属
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する援助関係において行われるソーシャルワーク」、「クライエントが自分の文化と異なる
環境に移住、生活することによって生じる心理的・社会的問題に対応するソーシャルワー
ク」としている（石河 2012）。ミクロレベルとマクロレベルがあるとしているが、外国人
住民が定着していく中で、地域社会におけるメゾレベルのアプローチ、多文化コミュニテ
ィ実践が特に必要とされているのではないか。東九条でみた実践から以下のような多文化
コミュニティ実践が想定できるのではないか。 
①対象 
まずは、コミュニケーション支援および生活支援を必要とする外国籍住民が対象となる
が、彼らだけをとりまく一般住民たちもその対象となる。なぜならば、周りにいる日本人
たちが彼らの問題をひきおこしているからである。 
②主体 
 そして実践主体であるが、まずは当事者団体が必要となる。外国人住民のニーズを一番
知っているのは外国人住民自身であり、彼らが活用しやすい情報があつまり、かつ一番安
心できる居場所が必要だ。そして、次に彼らを支えるボランティア団体である。時に当事
者のニーズに焦点をあてて、より細やかなサービスを提供できる団体が必要だ。そして、
外国人住民が地域住民として生きていくためには自治会などの住民組織の協力も不可欠だ。 
 当事者団体、市民団体、住民組織がそれぞれ活動しながら、時にネットワークを組むこ
とが必要とされている。 
③方法 
 個別レベルでは日本語教育や母語継承後教育のようなコミュニケーション支援や彼らの
文化的背景にもとづいた生活支援が考えられる。そして、日本人と外国人住民が相互理解
できるようなイベントや啓発活動も必要かもしれない。しかし、何よりも基本は日常生活
を通じての相互理解なのである。そして、時には外国人住民の権利を擁護したり、社会に
訴えるアドボカシーの活動も必要であろう。 
④思想 
 地域社会の多文化化が求められる一方、これに対する反発も強まっている。先にみたよ
うに、在日外国人の市民権を否定し、国外追放を主張する市民団体も登場している。国籍
をないことをもって务等処遇をいたしかたないとする風潮、温情的な支援ではコミュニテ
ィワークが最終的にめざす社会変革はなしえない。内外人平等の原則の徹底が求められる。 
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⑤政策 
2006年報告書では、外国人住民に対して行政サービスを提供するのは地方自治体であり、
地方自治体が「コミュニケーション支援」「生活支援」「多文化共生の地域づくり」に関す
る取り組みをおこなうことが期待されている。そのためにまず担当部署の設置と指針、計
画の策定を求めている。しかし、多文化コミュニティワークが成り立つためにはまず国の
施策そのものが転換する必要がある。近藤敦は外国人に対するこれまでの日本政府の政策
は入管政策であったが、これに多文化主義的統合政策が必要だとしている。多文化をめざ
すコミュニティワークがより機能するためには国際人権規約にもとづき、市民的権利（自
由権、受益権、包括的人権、社会権）に加え政治的権利、文化的権利をみとめる多文化共
生社会基本法が必要だとしている（近藤 2011）。多文化共生指針および条例づくりがおこ
なわれている地方自治体が増えているが、国による人権保障が大前提である。 
 
（４）居住支援実践  
 １人ひとりの個人、そして地域のアイデンティティの変容を引き起こすためにも、地域
の住居、公共施設などのハード面の改善も重要である。改めて、住宅は複合的課題を抱え
た個人、「複合的不利地域」にとって基本的な要素である。人が異国の地にたどりついたと
きに生活を立ち上げ、もしくは不安定な状況にある時に人の生命を最低限の部分を守るの
は住宅である。「複合的不利地域」においては住宅をめぐる課題は宿命的であり、これへの
介入が求められる。 
ホームレス支援研究においてハウジング・ファーストという言葉がある。ハウジング・
ファースト・アプローチとは就労支援よりも居住保障の優先項位を高くし、居住を安定さ
せながら個々の人々に対応した就労・福祉・医療・その他の支援を行おうという考え方で
ある。暮らす場が単に屋根のある場所であればよいのではなく、人間らしい居住の場にな
っているか、安定的に人間らしい生活を継続できるのかが問われている（中島他 2008）。
まさに、戦後、東九条に辿りついた人々は高瀬川沿いにバラック小屋をたて、バタヤなど
雑多な職業で生計をたてつつ、火災に追われ、より安心して暮らすことのできる住居を求
めた。 
米野史健は「住宅」の確保と「福祉」的な支援の両者をあわせもって「適切な居住を得
るのが難しい者に対して、望ましい住宅が確保できるように、またその住宅で安心して生
活できるように支援する取り組み」を居住支援と説明している（米野 2010：39）。福祉的
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な支援を生活支援と言う言葉におきかえるとこれまで検討してきた NPO法人東九条まちづ
くりサポートセンターによる東松ノ木団地住宅管理生活支援事業、地域福祉センター希望
の家による巡回・居場所提供などの生活支援、京都外国人高齢者障害者生活支援ネットワ
ークモアによる活動は、住民運動によって勝ち取ってきた市営住宅と高齢者ケアネットワ
ークを基盤とした居住支援といいかえることも可能である。東九条においては時に身寄り
のない認知症高齢者など困窮状況におかれている住民の生活を可能とする優れた居住支援
の形が模索・開発されてきたといえるのではないだろうか（表 7－1）。 
 ただし、住宅そのものの開発においては市による公営住宅の建設以外に目立った動きは
ない。小規模な工場の跡地が民間宅地業者によって宅地造成される動きはあるが、その一
方で老朽化した木造住宅は残っている。しかし、耐震性の問題があるとはいえ、このよう
な老朽住宅が安価な家賃で暮らすことを可能にしているという積極的な評価もある（平山 
2009）。地域内の居住環境の改善、活用を視野にいれた居住支援策が求められている。 
 
図 7－３ 「複合的不利地域」に求められる包摂型コミュニティ実践 
 
 
 
 
表 7－１ 東九条における３つの独自の居住支援実践 
 東九条まちづくりサポート 
センター 
地域福祉センター 
希望の家 
京都・外国人高齢者障害者支援 
ネットワークモア 
 
住宅状況 
公営住宅 
（市営東松ノ木団地） 
 
持ち家（戸建・共同住宅） 
民間借家（戸建・共同住宅） 
公営住宅 他 
持ち家（戸建・共同住宅） 
民間借家（戸建・共同住宅） 
公営住宅 他 
拠点 
（事務所） 
団地外に事務所があるもの
の東松ノ木団地管理事務所
(東松ノ木団地内)に常駐 
希望の家事務所 
（東岩本市営住宅 2棟 1階部
に併設） 
モアネット事務所 
（4 ヶ町の民家を借用） 
対象者 東松ノ木団地住民 4 ヶ町周辺住民 依頼があり支援が必要と判断
された在日コリアンを含む外国
人高齢者・障害者 
アウトリーチ 
（どのように発見
するのか） 
住宅管理などを通じた把握・
定期的な訪問・住民からの相
談 
 
定期的な訪問・住民や専門職
からの相談 
 
民族団体からの連絡・ 
高齢者ケア関係者からの連絡 
チラシなどをみて知人などから
相談 
生活支援 定期的な訪問 
相談 
集会所事業 
簡易な生活援助 
定期的な訪問 
相談 
配食事業 
高齢者交流室 
定期的な訪問 
相談 
傾聴 
交流の場 
づくり 
集会所事業 
管理室前の居場所スペース 
喫茶スペース「にこにこや」
（月～金） 
なし 
コーディネイト機
能 
◎ 
生活支援員（有給） 
○ 
希望の家職員（有給） 
△ 
運営委員（無償）＋外国人福祉
員（有償） 
地域のケアネットワー
クとの連携 
・東九条の医療福祉を発展さ
せる連絡会に参加 
・同法人が近隣において地域
包括支援センターおよび総合
施設のぞみの園を運営 
・東九条の医療福祉を発展さ
せる連絡会に参加 
・NPO法人京都コリアン生活セン
ターエルファとの関係が深い 
・東九条の医療福祉を発展させ
る連絡会に参加 
コミュニティとの
関係 
密接 密接 特になし 
自治会との連携 ◎ ○ 特になし 
民族団体等との
関係 
特になし 
 
特になし 総連・民団関係者による 
設立・運営 
利点 支援するうえでも、交流するう
えでも団地内という近い距離
でコミュニケーションがとりや
すい。住宅管理もかねている
ため異変に気がつきやすい。 
巡回活動を軸に、配食・喫茶
スペース利用などを通じて適
度な距離をもちつつ、日常的
に状況を把握している。 
コーディネイト機能については
ケアマネなどに依存。一方専門
職ができない傾聴、日常的関
わりに特徴がある。 
資金源 東松ノ木団地住宅管理・生活支援
事業（京都市からの委託） 
地域・多文化交流ネットワーク促進
事業（京都市からの委託） 
京都市助成金 
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第 3節 コミュニティ実践を担う主体に関わる課題 
（１） 住民組織・当事者組織・支援者組織の強みと弱み 
包摂型コミュニティ実践を支えるのは住民、当事者、ボランティア、専門職である。そ
れぞれが異なる特色のある実践をおこない、ときに協働している。しかし、それぞれの特
性ゆえの課題も見受けられる。 
特に古い歴史をもつインナーシティにおいては、地域課題に直接関わるにしろ、関わら
ないにしろ総体としては地域内の最も濃密な人的ネットワークであり、幅広い情報と経験
が蓄積されている住民組織の役割は無視できない。行政からの支援を一定必要とする東九
条においてはなおさらである。しかし、住民の団結によって住宅建設と独自の生活支援事
業の導入を成し遂げた 40 番地において、その利益にうけることができるのは住民だけであ
る。自治会費をしはらっていなければ敬老会など自治会が主催の事業の対象にならない。4
ヶ町におけるコミュニティ住環境整備事業においても、同じように他の地域で暮らすこと
ができず、東九条に流入したにもかかわず、それが数十年前だったのか、ここ最近だった
のかにより、市営住宅への入居権は異なる。個々の町内でいくら外部の支援者が事業をお
こなったとしても、自治会が支援者を囲い込んでしまう。 
民族団体においても、最近まで一種純血主義ともいえる、非常にピュアな民族性が要求
されていた。京都市内においては２つの民族団体は比較的コミュニケーションがあり、モ
アネットのように時に連動している。が同じ民族団体同士でも、協力できない地域は複数
存在する。 
東九条は教会関係者を始め、多数の支援者が活動しており、生活支援の現場においては
多数活躍しているが、前近代的であったり、時に過度に支援してしまう側面がある。これ
を上手に“利用”する当事者もいないわけではない。しかし、最終的に当事者が住民が自 
 
表 7－2 実践主体別の価値・役割・課題 
 住民組織 民族団体 
（当事者団体） 
支援者 
（ボランティア・専門職） 
価値 住民自治 尊厳 人権保障 
役割 コミュニティ形成 アイデンティティ支援 生活支援 
特有の課題 範域による囲い込み 純血主義 パターナリズム 
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律的に生活していく、コミュニティを形成するためには時に、支援活動のあり方や支援者
の存在そのものを見直す必要があるかもしれない。 
 
（２）相互の協議の場をどのようにつくるのか 
東九条においてより広い協力関係およびの問題を解消しようと、多種の団体間の協議の
場づくりが模索されている。ボランタリーな動きと公的な動きの２つの取り組みを紹介し
たい。 
まず一つめは 2009 年 5 月に東九条で活躍する様々な市民運動・団体のネットワークを
めざして京都・東九条ＣＡＮフォーラムが発足している。発足の背景としては、北河原団
地の建て替えの動きが高まったことがある。1994年より 4ヶ町において京都市東九条地区
事業計画がたてられ 10年以上たっていたが、事業の進展がみられず、まちづくりとして行
き詰まり感があった。そのような中、計画地にははいっていなかった北河原団地と老朽化
がすすんでいた地域福祉センター希望の家の建て替えが合築という形で実現性が高まり、
東九条のまちづくりのひとつの転機であり、また長きにわたる住環境整備の終了が予測さ
れたことによる。また、多数の団体が存在するものの、相互の連携・つながりがもててい
なかったこともあり、2008 年 2月からこれまでのまちづくりの歴史を振り返ったり、様々
な活動に関わってきた住民・支援者のライフヒストリーを聞く会など計 24回の会合がかさ
ねられた。また、2009年の正式発足後も学習会やフォーラムなどが重ねられている。 
複数のボランティア団体や社会福祉法人関係者、これまでまちづくりへの思いをもって
東九条に関わっている東九条内外のメンバーが参加している。しかし、やはりそのメンバ
ー・団体間でも結局何をもって東九条が抱える課題の何に特に焦点をあて、何を具体的に
めざすのか、行政とどう協働するのかなど意見は異なる。例会、総会などで議論が続けら
れている。 
ふたつめは、京都市設置に端を発するものである。東九条 CAN フォーラムの発足の要因
となった北河原団地と地域福祉センター希望の家の合築は、2011年 7月に完成した。しか
も、完成しただけではなく、多文化交流ネットワークサロンが合わせて開設された。これ
は京都市の独自事業「地域・多文化交流ネットワーク促進事業」にもとづき、民間事業者
が公募され、現在地域福祉センター希望の家が受託している。この「地域・多文化交流ネ
ットワーク促進事業」は 1972 年から 2011年度まで設置されていた公設の隣保事業施設で
ある京都市生活館が廃止されるにあたり、4 ケ町を中心とする地域からの要望にもとづい
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て新設された事業である。住民組織とボランティア組織、専門組織間が在日コリアンも日
本人もともに安心して自分らしく暮らすことができるよう様々な主体間に協力関係を作ろ
うとするものである。現在、サロンの趣旨に賛同した NPO・地域団体に対する施設の賃借
や団体の交流、地域交流フェスティバル、ボランティア講座、ニュースレター発行などを
おこなっている。東九条ＣＡＮフォーラムが独自の拠点をもたず、自主的な団体間の連合
であるのに対し、多文化交流ネットワークサロンという公設の施設、1600万円という委託
事業費をもって運営されている。対照的な存在である。 
 東九条だけでなく「複合的不利地域」は歴史的に様々な異なる立場、異なる思想的背景
をもった運動体の拠点がおかれる傾向がある。第 4章でみたように、それゆえの葛藤・対
立も深刻になりやすい。旧寄せ場地区のひとつ、大阪・釜ヶ崎においては 1999年にそれま
で距離感のあった労働運動、人権運動、簡易宿泊所関係者など多様な実践団体が参加する
釜ヶ崎のまち再生フォーラムが実践者発信で結成され、2013年現在まで継続して活動をお
こなっている（永橋 2002、ありむら 2008）。京都・東九条 CANフォーラムは実践者発信
で結成されたが、その拡がりが現在のところ限定的なものになっている。何のためのつな
がりづくりなのか、協議なのか、その内実づくりが相互に問われている。 
 
（３）コミュニティ実践の維持および孵化のための拠点をどう整えるのか 
2008年の『これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告書』では、これからの福祉
活動に関して市民独自の活動拠点が必要性が指摘されている。2000年にはいり、京都市で
もＮＰＯやボランティアの支援策が検討されている。東九条には今回紹介した団体以外に
も、多くの市民・ボランティア活動の集積があるにも拘らず、京都市における支援策は届
いていない。もちろん、地域福祉センター希望の家やエルファセンター、各民族団体の事
務所は東九条における地域拠点であるが、本来の団体の活動で手いっぱいである。比較的
小規模の市民・ボランティア団体が事務所をおける拠点が実質的にマダンセンターにしか
ない。 
マダンセンターはもともと労働運動をおこなっている京都地域労働センターが 1983 年
に自己資金で一軒家を買い取り拠点化した。現在、地域労働センターとハンマダン、東九
条マダン実行委員会が運営資金をだしあっている。しかし、東九条マダン実行委員会は楽
器やまつり関係の大量の荷物の置き場所や練習場所が必要だが手狭となっている。さらに
事務所をおくのは上記の運営団体だけでない。第 6章でとりあげたＮＰＯ法人東九条まち
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づくりセンターも事務所をおいている。ＮＰＯ法人東九条まちづくりセンターはもともと
東九条東岩本町のもと化粧販売店の旧店舗の持ち主を事務所として安価で借用していたが、
建物が老朽化したため退去せざるをえなくなり、マダンセンターに転居している。東九条
の各種団体の協議体をめざす東九条ＣＡＮフォーラムもマダンセンターに連絡先をおいて
いる。また、小さな建物だが宿泊も可能なため、遠方からフィールドワークのため東九条
に訪れた団体の宿泊所ともなる。セクシャルマイノリティのグループも定期的に利用して
いる。マダンセンターの建物を買い取る際の最大の出資者は「場は使う人が使い方を考え
ていけばいい」「将来的には使う人で話し合ってもらって、NPO 法人なり別の形にしてもら
っていい。」と語っていた。東九条に公金とは無縁に自生するマダンセンターは多様な運動
を支えている。 
 一方、京都・東九条ＣＡＮフォーラムでは 2010 年に京都市に対し多文化共生活動センタ
ーの必要性を訴えている。京都市は京都市地域・多文化交流ネットワークセンターの設置
を理由に、これに何らの対応もしていない。たしかに京都市地域・多文化交流ネットワー
クセンターが設置されたことにより、各団体の日中の活動場所が確保され、連絡協議会が
できることによって交流を促進されていることそのものは東九条内外の実践主体にとって
意味深い。しかし、活動の活性化には事務所機能、活動機能にくわえて孵化機能も必要だ。
京都市地域・多文化交流ネットワークセンターも活用しつつ、多彩な拠点が多様な活動を
生むことになろう。 
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写真 7-2 マダンセンター 
  
 
写真 7－3 京都・地域多文化交流ネットワークセンター 
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資料 7－1 東九条 CAN フォーラム設立趣旨文（一部） 
2009年 5月 10日 設立総会にて採択 
◎「多文化共生のまちづくり」をめざして！ 
 東九条は京都市の中で最も多く在日外国人が居住する地域です。戦前から戦後にかけて、この地
域では民族差別や貧困にあえぐさまざまな境遇の人々が肩を寄せ合い生きてきました。1960年代以
後、廃品回収に従事する人々の集落は度重なる大火災により、着の身着のままに焼け出され、人が
焼け死に、深刻な社会問題として京都市民が認識するに至り、当時の京都市長も現地を視察し、問
題の深刻さに「東九条対策」を約束しました。 
 あれから約４０年の歳月を経て人口は減尐し（４ケ町約 1/5，山王学区約 1/3，陶化学区約 1/2）、ま
ちに活気が失われつつあります。この間、住民運動と京都市の協力により一部住環境等で一定の成
果を上げたものの、それは東九条の抱える問題の一部にしか過ぎません。これまで行政主導で東九
条は狭い範囲で限定されてきました(山王学区 4 カ町、陶化学区東松ノ木町など)が、東九条を捉える
場合もう尐し広い視点が必要で、特定の地域に限定する必要はありません。 
 また、東九条が抱えている問題としての民族差別や部落差別、障がい者差別などを無くすための
対策は著しく立ち遅れているのがその現状だと思います。最近ではアジアからのニューカマーや、新
たな貧困層の流入などの新しい社会現象が見られます。今こそ東九条を「多文化共生が息づくまち」
として再生する必要があります。私たちはもう一度、東九条の歴史や現状から根本的に問題を見直し、
住民・市民運動と行政が共に手を携え、未来に希望の持てる「多文化共生のまちづくり！」をめざし、
ここに「京都・東九条 CAN（Community Action Network）フォーラム」を結成します。 
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資料7－2 地域・多文化交流ネットワーク促進事業業務委託仕様書（一部） 
 
１  事業の目的 
東九条地域において，外国籍市民を含む地域住民及び各種団体により活発に行われてきた 
自主的な地域活動や多文化共生に向けた取組の実績を踏まえ，地域住民及び各種団体を主 
体とした地域交流・多文化交流を深める取組等を企画・立案し，地域福祉・多文化共生に関わる 
関連施設，公共的団体，大学等（以下「関係機関」という。）とも連携して実施する。 
その成果として，東九条地域のみならず，これらの周辺地域も含めた地域のつながりをつむ 
ぎ，地域力の活性化を図るとともに，地域福祉・多文化共生を推進する新たな地域モデルとな 
る日常的なネットワークの構築と促進を図る。 
２  基本方針 
地域・多文化交流ネットワーク促進事業の業務受託者（以下「受託者」という。）は，次に掲げ 
る基本方針に基づき業務を遂行すること。 
⑴  事業の目的を達成するために，常に的確な業務の遂行に努めること。 
⑵  業務の実施に当たって，地域住民，各種団体，関係機関等と緊密な連携の下で， 
 必要な調整を行うこと。 
⑶  民間のノウハウを活用した効果的な業務の実施に努めること。 
⑷  個人情報の厳格な管理のために万全の体制を整備すること。 
３  前提条件（略） 
４  業務委託の基本的要件（略） 
５ 事業内容等 
⑴  業務内容 
ア ネットワークの構築（略） 
イ ネットワークの活用促進（略） 
ウ 調査・研究等（略） 
（以下略） 
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（４）ボランタリーな活動の量的不足   
これまでみてきたように東九条には 50 年以上活動をおこなう民間セツルメントや民族
性を重視した介護やこまやかな居住支援など特徴的な生活支援をおこなう２つのＮＰＯ法
人など他の地域にはない優れたコミュニティ実践が存在している。しかし、その恩恵は地
域全体にいき渡っているわけではなく、実践量としては全体的に不足している。学区社会
福祉協議会によるすこやか学級や会食会なども活発であるが、学区に 1カ所のみで実施と
いうスタイルであるため対象は限定的となる。開催場所に来ることができない高齢者、集
団活動を好まない高齢者も尐なくない。地域住民の事情に精通している民生委員や老人福
祉員らによる個別支援活動がないわけではないがアウトリーチや生活支援が必要な世帯は
東九条には多すぎる。行政による支援が求められるが、東九条における制度外の取り組み
は現在京都市から委託や助成をうけている事業でさえ恒久的な支援は約束されていない。
ボランタリーな活動の量的不足は古典的な問題ではある（Salamon 1995）。特別施策によ
る資金で支えられている面があるが、優れた実践モデルそのものは複数存在している。こ
れらを広めるには例えばビジネス手法を組み入れた社会的企業という新しい組織・手法に
より、社会資源を確実に増やしていくなどの抜本的な発想の転換が必要ではないだろうか。 
 
第４節 「複合的不利地域」に求められる新たな手法 
（１）コミュニティ・ビジネスによる地域の多文化化の試み 
神戸市における外国人支援団体や外国人自助組織の研究をおこなった吉富志津代はコ
ミュニティ FM や多言語翻訳・通訳事業、20 カ国の料理サービス事業などの具体的な例を
あげながら、外国人などのマイノリティによるコミュニティ・ビジネスの効用や様々な可
能性を指摘する。外国人と日本人が展開するコミュニティ・ビジネスは、外国人と日本人
住民との間の相互関係・協働を構築しなければ成り立たず、地域社会にプラス要素を加え
ていそのプロセスそのものが、地域を多文化化し、マイノリティのみの閉じられた空間形
成を防止するものだとしている（吉富 2008）。 
しかし、運動性と事業性のバランスをとる難しさも指摘されている。社会的企業と言っ
ても、活動資金を自主事業でのみ賄うのではなく自治体からの事業受託や補助金、民間財
団からの助成金、寄付金、会費などに頼っている場合も尐なくない。助成金、補助金の競
争は激しく、必ず取得できるとは限らない。同じ地域で活動をおこなうのであれば、会費
や寄付金は取りあいとなるであろう。 
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（２）居住支援型社会的企業の提案 
吉富は主に日系ブラジル人を中心としたニューカマーによるコミュニティビジネスを
想定しているが、在日コリアンに関しては就職差別をうけてきた歴史から自営業をおこし
た、おこさざるをえず、大規模なものから小規模な事業経営者も尐なくない。かつての東
九条においてもバタヤの経営者は在日コリアンが多かったといわれており、現在も様々な
通り沿いに朝鮮料理店が立ち並んでいる。しかし、住宅問題や生活支援、差別問題の解決
など一種社会問題といわれるような課題に寄与するような事業はこれまでとりあげたもの
のみである。 
第 2節において東九条における複合的な課題および多様なコミュニティ実践から、①高
齢者ケアネットワークの形成に関わる実践、②多文化コミュニティ実践、③居住支援実践
といった 3タイプの実践が求められていることを指摘した。この３つの中で最も取り組み
が遅れているのが住環境をめぐる課題への対応である。この点についてはホームレス支援
が大きな課題である旧寄せ場地区における実践が参考になる。大阪・釜ヶ崎では簡易宿泊
所という資源を用い、NPO 法人などを設立し生活支援をおこなうサポート付き共同住宅・
サポーティブハウスという手法がうみだされている（ありむら 2007）。 
東九条では公営住宅の建設は限界にきており、他の地域においても必要性が高くとも公
営住宅がすぐに建設されるわけではない。それ以外の民間の住宅資源、木造アパート、単
身者用の賃貸マンションなどをより安心して暮らすことのできるハード・ソフトの両面か
らの住環境づくりをビジネス手法をもちいておこなう、居住支援型社会的企業の登場が東
九条、および「複合的不利地域」に求められるであろう。７） 
 
第５節 本研究の地域福祉研究への貢献と限界 
（１）地域福祉研究への貢献 
従来の地域福祉の理論および方法論においては、地域特性の重視をうたいながらも、そ
のアプローチモデルは住民組織を基盤とした地区社会福祉協議会の組織化をベースとした
小地域福祉活動モデルであった。日本社会において、自治会を基盤とした組織の重要性は
もっともではあるが、それらの集団が崩壊していたり、外国籍住民という日本の住民組織
が想定していない人たちを含んだ際のコミュニティレベルにおいての課題解決の方法につ
                           
７） 居住支援型社会的企業という名称については大阪市立大学都市研究プラザ准教授全泓奎氏
に示唆いただいた。 
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いてはほとんど検討がされていなかった。 
本研究は、「複合的不利地域」である 1 地区全体を取り上げ、この中でおこっている地
域課題や多種多様な実践を検討するなかで、実態として外国籍であることをはじめとして
社会から排除された人々を地域のなかでゆるやかに包み込む取り組み、特定非営利活動法
人のような小回りのいい組織による新しい形の実践のあり方も提示しながら、最終的には
NPO 法人も含め、フォーマル、インフォーマルを問わない複数の異なる立場から設立され
継続している実践の集積や主体間の連携、多様な実践主体のネットワークが、「複合的不利
地域」に暮らす住民一人ひとりの生活を支えているを明らかにした。しかし、一方で多種
多様な実践主体間の連携にはまだまだ課題があり、多種多様な団体の協議のあり方、実践
の孵化・維持をおこなう拠点整備、自治体独自の資金を活用した居住支援実践に加え、公
的資金頼らない新たな居住支援型社会的企業による実践の必要性についての問題提起でと
まっている。 
 今後日本において福祉課題をもつ外国籍住民および異文化を背景に持つ住民は増加して
いくだろう。この研究は在日コリアンおよび在日コミュニティと日本人および日本人コミ
ュニティの交差についてであったが、他の文化を背景にもつコミュニティ、もしくは複数
の文化を背景にもつコミュニティへの地域福祉支援についての参考になるだろう。 
 
（２）研究の限界と今後の研究課題 
 在日コリアン集住地区といっても在日コリアンの割合や歴史、コミュニティ実践の存在
の有無は地域によって異なる。また、同じ「複合的不利地域」であっても被差別部落およ
び旧寄せ場地区においてはさらに大きく異なる歴史的経過や地域事情も存在している。特
に同和地区に関しては行政および施策との関わりの密度がまったく異なる。部分的には言
及しているものの、そもそも、「複合的不利地域」と名付けた 3タイプの地域研究とその交
差についての綿密な検討が必要である。大きな研究課題である。 
しかしながら、本研究によって共通点も整理できたのではないか。本研究では、東九条
からみえる「複合的不利地域」の課題を①住宅をめぐる課題、②民族差別・多文化をめぐ
る課題、③高齢者ケアをめぐる問題の３つに整理した。これは住宅・人権・コミュニティ
ケアと読み替えることもできるだろう。これらは被差別部落および旧寄せ場地区において
も、過去・現在においても探求されてつづけている課題であり、本研究の知見との他の地
域との比較検証が可能と思われるが、この研究においてはほとんど言及できていない。「複
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合的不利地域」におけるコミュニティ実践群が地域を、人をどう変えるのか、具体的方策
についての検討は始まったばかりであり、筆者自身にも研鑽が求められている。 
 また、複合的課題の具体的な内容として住宅をめぐる課題、民族差別・多文化をめぐる
課題、高齢者ケアをめぐる問題に焦点をあてたが、これからの地域の将来を考えれば世代
交代や若い世代が抱える問題や教育と言った側面についても検討が必要であろう。「複合的
不利地域」には障害をもつ住民も数多くみられ、高齢者ケアに比べ資源も尐なく課題があ
る。本研究は終わりではなく始まりであり、東九条の今後の変容、他地域、他類型との比
較などは今後の課題とさせていただきたい。 
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